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「2005 度電気通信事業分野における競争状況の評価（案）」に対して寄せられた意見及び総務省の考え方 

全体 

頁 段 

落 

意 見 備考 

  【意見】 

本報告書では、各領域において、市場支配力を「梃子」として隣接市場の競争に利用

することについて注意深く監視や検証することが必要、との指摘がされています。しか

しながら具体的にどのような手法で梃子を特定し、どのように検証を行うのかといった

手法が明確にされていないものと考えます。今回の各分析においても、梃子を利用し

たものがあるのかどうかの判断をどのように行っているのかが不明であり、明確化を

図るとともに、今後当該手法についての検討が必要と考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

 

 

  ・ 我が国のブロードバンドユーザは、多様な事業者が技術革新を背景に創意工夫

を凝らし、ユーザニーズに対応すべく、活発な競争を繰り広げてきた結果、通信

速度、料金、普及率等において世界最高水準のサービスを享受しているところで

あり、ブロードバンド市場全体としてみれば、競争は有効に機能していると評価を

すべきものと考えます。 

・ 技術革新を背景とした新しいサービスの登場やサービスの融合化、新たなビジネ

スモデルの出現等により変化の激しさを増すブロードバンド市場においては、「市

場画定にあたっては、利用者から見て代替的なサービスについては市場を細分
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化せず、全体を大括りに捉えたうえで評価することが必要」と主張してきたところ

です。 

・ ブロードバンドを利用したいとするユーザには、メタルや光といった伝送媒体に着

目することなくその効用を求めているのであり、また、評価（案）にあるとおり「ＡＤ

ＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化している」ことは、まさに利用者から見て代替性

の高いものであり、同一市場であることの証左です。 

・ インターネット接続領域においては、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨともに第一種指定電気通信

設備制度や電柱・管路の累次のオープン化施策が実施された結果、両サービス

ともに参入障壁は低く、意欲ある事業者であれば、自由に事業展開できる環境に

あるものと認識しております。そのような条件のもと、どのようなビジネスモデル

で、どこまで積極的に事業展開するかは各事業者の経営判断によるものです。 

・ ブロードバンド市場においては、ＡＤＳＬ専業事業者、ＦＴＴＨ専業事業者、ＡＤＳＬ・

ＦＴＴＨ兼業事業者、ＣＡＴＶインターネット事業者など、様々な事業形態の事業者

が、それぞれの事業戦略に基づいて激しい競争を繰り広げており、弊社としても

他社ＡＤＳＬとの競争等ブロードバンド市場全体での競争環境の中でお客様を獲

得すべく、ＡＤＳＬのみならず当社の強みである光技術を用いるＦＴＴＨサービスに

注力してきているところです。 

・ 評価（案）においては、ブロードバンドサービス市場の評価・分析にあたり市場を

細分化して、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットをそれぞれ独立した市場として

とらえることを前提に、 「マイグレーションのジレンマ」という問題を提起している

が、ユーザの動向や各事業者の事業戦略を背景とした競争状況など、市場の実

態に即してブロードバンドサービス市場全体を大きく捉えるならば、競争は有効に

機能しているものと考えられ、評価（案）が提起するような問題は存在しないと考

えます。 

【西日本電信電話株式会社】

  ・ 基本方針において、「市場支配力」は、「その意思によってある程度自由に価格、

品質、数量及び商品選択の多様性その他各般の条件を左右する力」と定義され
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ているところです。 

・ しかしながら、評価（案）においては、それぞれの市場区分により、例えば以下の

とおり、「市場支配力」が表す内容が異なっています。 

・固定電話の加入部分における市場支配力の存在についての分析にあたって

は「不可欠設備を保有していること」及び「シェアが高いこと」 

・固定電話市場における市場支配力を梃子として隣接市場に影響力を及ぼす

懸念についての分析にあたっては「加入電話の顧客情報を保有することに

よる営業面での優位性」及び「シェアが高いこと」 

・ＡＤＳＬ市場における市場支配力の存在についての分析にあたっては「不可

欠設備を保有していること」 

・ＦＴＴＨ市場における市場支配力の存在についての分析にあたっては「不可

欠設備を保有していること」及び「シェアが高いこと」 

・ 以上のとおり、評価（案）で用いられる「市場支配力」は、分析対象となっている市

場や局面により多義的で一貫性に欠けることから、その結果として「市場支配力

を行使しうる地位にある」「市場支配力が行使される可能性は低い」等の評価が

分かりにくくなっています。 

・ したがって、「市場支配力」が何を意味するのか、その定義を再度明確にしたうえ

で、その定義に沿った分析・評価することが必要と考えます。  

【西日本電信電話株式会社】

 

基本

方針６ 

 

 

別添 

 

 

 

 

 

（１） 

【総務省案】 

 競争評価における「市場支配力」の定義： 

 「その意思によってある程度自由に価格、品質、数量、及び商品選択の多

様性その他各般の条件を左右する力」 

 

固定電話（加入部分）と、ＮＴＴ加入電話に係る部分市場の中継電話及び

０５０－ＩＰ電話に分けて競争状況を分析し、市場支配力の「存在」と「行

使」を評価。 

※ １－６ 要約（第 1 章 P６３）、 

１－６（２）(第１章 P６３～６４)、 

１－６（３）（第１章 P６４） と同意見 
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意見 

・市場の競争状況を分析するにあたり、市場支配力の定義を「その意思によってあ

る程度自由に価格、品質、数量、及び商品選択の多様性その他各般の条件を左

右する力」とし、 「市場支配力」の「存在」と「行使」の有無で評価することについて

は、賛同。 

・しかしながら、市場支配力の「行使」の基準を、主に料金面での支配力の観点か

ら評価していることについては、賛同できない。 

・元々独占から始まった固定電話市場においては、ＮＴＴ東・西が独占時代から継

承した設備面・営業面の競争上の優位性という非価格的な影響力が、市場支配

力を構成する要因となっている。 

・すなわち、「存在」と「行使」は切り離されたものではなく、市場支配力の「存在」そ

のものが公正競争を阻害していると考えられる。 

・したがって、公正競争が実現されているかどうかを判断する上では、非価格的な

影響力、つまり、ＮＴＴ東・西が独占時代から継承した設備面・営業面の競争上の

優位性（＊）も競争評価の尺度とすべき。  

 

（＊）ＮＴＴ東・西が独占時代から継承した競争上の優位性 

    ①設備面の優位性：ボトルネック設備 

（固定電話契約数に占めるＮＴＴ東・西のシェア＝９４．１％：２００５年１２月）

      →別添１「ボトルネック設備と公正競争の関係」参照 

 

    ②営業面の優位性：６，０００万の顧客基盤、ブランド力（“電話といえばＮＴＴ”の

既成概念） 

      →別添２「ブランド力と公正競争の関係」参照 

【ＫＤＤI 株式会社】
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評価結果の概要 

頁 段 

落 

意 見 備考 

【総務省案】 

４．評価結果のポイント 

 図表②市場支配力に関する評価結果（図は省略） 

 

【意見】 

電気通信市場全体でみると寡占的傾向を強めていると認識いたします。なぜなら、

電気通信市場の中で市場規模の大きい分野である固定電話市場（約５兆円市場）や

移動体通信（約９兆円市場）が独占もしくは寡占状態であり、競争的であるインターネ

ット接続市場（約１兆円市場）は市場規模が非常に小さいからです。 

しかも、最も市場規模の大きい移動体市場は、協調して市場支配力の行使のおそ

れがあり、問題であると考えます。 

【イー・アクセス株式会社】

 ５ ４ 

図表②

・ すべての領域において「市場支配力の存在」を認めつつも、「市場支配力の行

使」は認められないという評価になっています。基本方針では、市場支配力とは、

「その意思によってある程度自由に価格、品質、数量及び商品選択の多様性そ

の他各般の条件を左右する力。」と定義されていますが、市場支配力の存在や市

場支配力の行使を判断する定義は明確化されておりません。 

・ 従って、本年の評価において存在と行使をどのように区分して分析しているかに

ついて、各領域ごとに丁寧な説明が必要と考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】
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【ボーダフォン株式会社】

６ ５ 【総務省案】 

(略)・・・この様に、通信サービスは、全般的に市場集中度が高水準であること、特

にＮＴＴグループのシェアが高いことを考慮に入れて、今後の競争状況にあたってＮＴ

Ｔグループ各社を注意深く観察して行く必要がある。 

【意見】 

上記について賛同いたします。 

ＮＴＴグループの全体動向も注意深く監視していただきたい。 

【フュージョン・コミュニケーションズ株式会社】

 

７ ６ 【総務省案】 

６．今後の展望 

 （・・・略） 

競争評価の役割は、まさにこのような急速な変化を適格に捉え、タイムラグを生じ

ることなく、詳細かつ緻密な市場分析を行って広く情報提供することである。その結

果、民産学の間でインターネットオープンな政策論議を呼び起こし、政策形成に適切

に反映されていくことが期待される。 

今後も今回の評価対象とした４つの領域を定点観測的に分析しつつ、引き続き時

宜に応じた評価対象を選択して着実に分析を実施することにより、競争評価の意義と

役割を高めていくこととしたい。 

 

【意見】 

賛成いたします。毎年データを更新して定点観測を行う意義はあると考えます。今

後の課題としては、固定電話市場やその隣接市場については、支配的事業者との事

業者間取引についての分析、移動体市場については、番号ポータビリティの競争へ

の効果、垂直統合の進展について分析をしていただけますよう要望いたします。 

消費者選好の調査については繰り返し調査するなどして精度を向上していくべきと

思います。また、市場支配力の行使の有無の検証方法など分析方法についても再評
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価するべきと考えます。 

今回、市場支配力の存在の有無と行使の有無とに区別されわかりやすくなったと

思います。今後は、市場支配力の行使として懸念される事象を明確化し、政策への

反映の可能性についてもレビューが必要と考えます。 

【イー・アクセス株式会社】
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【第１編】 

第１章 固定電話領域の市場分析 

頁 段 

落 

意 見 備考 

１ －２  市場の規模 

１ －２ －２  固定電話の加入部分 

１ －２ －２ －４  ０ Ａ Ｂ Ｊ －Ｉ Ｐ 電話 

１２  【総務省案】 

１－２－２－４ ０ＡＢＪ－ＩＰ電話 

契約数は、０５年１２月には８５万加入に到達、０５年度末には１００万加入を大き

く超えた規模（注８）である。 

（注８）０６年３月末で、ＮＴＴ東西のみで約８９万加入となっている。 

 

【意見】 

０ＡＢＪ－ＩＰ電話が急伸していますが、固定電話の代替サービスともなる０ＡＢＪ－

ＩＰ電話においてもＮＴＴ東西のシェアが約８割と高いことを競争評価でどう評価して

いくかも課題と考えます。特に、ＩＰ化になってもＮＴＴ東西の市場支配力が高い原因

についての十分な分析が必要と考えます。 

【イー・アクセス株式会社】

  

１ －３  競争状況の分析 

１ －３ －２  利用者料金 

１ －３ －２ －２  利用者料金の推移 

２８ 【要約】 【総務省案】 

しかし最近は、中継電話で、ＮＴＴコミュニケーションズが大幅な低価格路線を打ち

出し、競争を先導。 
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【意見】 

「プラチナライン」は、お客様ニーズ、及び新型直収電話開始等の固定電話市場全

体のマーケット動向を踏まえて提供しているものであること、また、その価格が「大

幅な低価格」であるか否か明確な基準がないことから、そのことを明確にしていただ

きたい。 

（修正案） 

しかし最近は、新型直収電話等の動向も踏まえ、中継電話でＮＴＴコミュニケーショ

ンズが料金値下げを行い、最安価な料金（例．市内：8 円/3 分）でサービス提供。 

【ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社】

２８ （１） 【総務省案】 

１－３－２－２ 利用者料金の推移 

（１）基本料 

（・・略・・）ＮＴＴ加入電話の基本料については、９５年２月に料金改定があり、１７５０

円に値上げされた。その後、０３年７月に平成電電が新直収電話のサービスを開始

し、基本料を１７００円に設定した。０６年１２月には日本テレコムが新型直収電話に

本格的に参入し、基本料をＮＴＴ東西より安くしたが、ＮＴＴ東西はこれに対抗し、０５

年１月に基本料を１７００円に値下げした。 

（・・・中略・・・） 

特に、ＮＴＴ加入電話の基本料については、競争事業者の本格的な参入により一定

の競争圧力が働き、過去には値下げされることのなかったＮＴＴ東西の基本料に対

して、料金引き下げ圧力が生じていることが伺える。 

 

【意見】 

ＮＴＴ東西は新型直収電話に対抗するため、ドライカッパの接続料金を値下げせ

ずに、利用者料金のみを値下げしました。新型直収電話の出現がＮＴＴ東西に値下

げ圧力が生じたのは事実ですが、接続料金の値下げをともなわない利用者料金の

値下げはプライススクイーズをおこしている可能性があり、競争を促進しているとは
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いいがたいと考えます。 現在、利用者料金は届出となっており、このようなプライス

スクイーズが生じている可能性が実際にあるため、特に、ボトルネック設備の利用

者料金と接続料金についてＮＴＴ東西が市場支配力を行使していないかどうか検討

する場が必要と考えます。 

さらに、ＮＴＴ東西の基本料金の変更は今後のユニバーサルサービスの在り方に

も影響を及ぼす可能性があるため、慎重に検討されるべきと考えます。 

新型直収電話には日本テレコムやＫＤＤＩといった長距離事業者が参入しています

が、ＮＴＴコミュニケーションズは参入していません。マイラインの値下げにより対抗

している状況です。直収電話等の出現に対するＮＴＴ東西やＮＴＴコミュニケーション

ズの対応についても競争評価が必要と考えます。 

【イー・アクセス株式会社】

３０ （２） 

 

【総務省案】 

ＮＴＴコミュニケーションズが提供する「プラチナライン」が、・・(略) ・・ＮＴＴコミュニケ

ーションズのシェアが急拡大していることから、・・・注意を要する。 

 

【意見】 

上記について賛同いたします。 

ＮＴＴグループの全体動向も注意深く監視していただきたい。 

【フュージョン・コミュニケーションズ株式会社】

 

３０ 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 【総務省案】 

ただし、近年では、ＮＴＴコミュニケーションズが提供する「プラチナライン」が通

話料の大幅な値下げによって最安値を実現し、ＮＴＴコミュニケーションズのシェア

が急拡大していることから、これまでの料金競争のパターンとは異なる様相を呈

していることに注意を要する。 

 

図表１－３－２⑤ 中継電話通話料（市内）の推移  （表略） 

図表１－３－２⑥ 中継電話通話料（中距離）の推移 （〃 ） 

※ １－３－５－２（Ｐ３９）、１－３－５－２（Ｐ４６）

と同意見 
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図表１－３－２⑦ 中継電話通話料（長距離）の推移 （〃 ） 

 

【意見】 

・ ＫＤＤＩ殿や日本テレコム殿はＮＴＴ加入電話発信（マイライン）の通話料を値

下げせず、自社の直収電話の通話料をより安く設定することで、マイライン

ユーザを直収電話へ移行させる営業戦略をとっています。弊社の「イチリッ

ツ」やＮＴＴコミュニケーションズの「プラチナライン」は、直収電話に対抗する

ための通話料割引サービスであります。 

・ したがって、通話料の推移やシェアの分析を行う際には、ＮＴＴ加入電話だけ

でなく、直収電話等を含めた中継電話市場全体で、分析を行う必要があると

考えます。 

・例えば、通話料の推移の表に、直収電話の料金を加えると、激しい値下げ競

争の実態がより明らかになると考えます。（別添資料１の通り記述を追加願

います。） 

【東日本電信電話株式会社】

１ －３ －３  接続料 

３２ （１） 【総務省案】 

０２年度まで大幅な値下げ傾向が続き、近距離・長距離の通話料金競争の促進

に寄与してきたが、トラヒックの減少を受け０３年度以降は若干の値上げ傾向が続

いている。 

 

【意見】 

０６年度の接続料は値下げされていることを記述していただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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１ －３ －５  市場の集中度 

１ －３ －５ －１  固定電話全体 

３６ 

 

（１） 【総務省案】 

しかし、それでも０５年１２月で９４．１％であり、ＮＴＴ東西の圧倒的な市場シェア

が維持されている。 

 

【意見】 

中継電話市場では、４５．８％（県間・通信回数）のシェアで「圧倒的なシェア」と記

述されている一方で、０５０－ＩＰ電話市場では４９．０％のシェアでも「圧倒的」とされ

ておりません。「圧倒的なシェア」とはどういう場合を言うのか、その判断基準をお示

しいただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ １－３－５－２（Ｐ３９）、１－３－５－２（Ｐ４３）、

１－３－５－２（Ｐ４６）、１－３－５－３（Ｐ４７）と

同意見 

１ －３ －５ －２  中継電話 

３９ 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

【総務省案】 

図表１－３－５⑤～⑦は、中継電話（マイライン、マイラインプラス）の契約数にお

けるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズ）のシェア及びＨＨＩの推

移を、市内、県内市外、県外、国際の区分別に示したものである。 

 

【意見】 

ＮＴＴグループとして、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズを一体的に捉えた分析

がなされておりますが、再編成以後、各社は別会社として事業運営を行っておりま

す。 

したがって、グループ３社合計のシェアだけで分析を行うのではなく、各社毎のシ

ェアを明らかにした上で分析をしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ １－３－５－２（Ｐ４３）、 

２－２－２（第２章 P１０）、 

２－３－２（第２章 P１６）と同意見 

３９ 

 

（１） 

 

【総務省案】 

０６年３月における中継電話でのＮＴＴグループのシェアは、市内で８２．３％、県

※ １－６（Ｐ６４）と同意見。 
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４０～

４２ 

 

 

 

 

４３ 

 

 

４６ 

 

 

 

４６ 

 

 

 

 

 

図表１－

３－５⑤

～⑦ 

 

 

 

（２） 

 

 

図表１－

３－５－

⑬ 

 

（２） 

内市外で７８．２％、県外で７５．９％、国際で６３．５％となり、ＮＴＴグループが国内

通話では８割前後、国際では６割強の圧倒的なシェアを確保している。 

 

図表１－３－５⑤，⑥の注釈 

注１：マイライン登録をしていない場合については、ＮＴＴ東西に計上している。 

図表１－３－５⑦の注釈 

注１：県外通話については、マイライン登録をしていない場合については、ＮＴＴ

コミュニケーションズに計上している。 

 

国際通話を除き、ＮＴＴグループが市内で７割超、県内市外で約６割、県外で約５

割の圧倒的なシェアを有している。 

 

図表１－３－５⑬ ＮＴＴグループ等のシェア（市内通話／県内市外通話／県外通

話／国際通話）（抜粋） 

県外通話 通信回数４５．８％、通信時間５１．１％、（参考）契約数７５．９％ 

 

通信量におけるＮＴＴグループのシェアは、いずれの区分でも契約数でのシェアを

下回る結果となっている。（中略）ＮＴＴグループは、国際通話を除き、契約数でも通

信量でも５割～８割程度の圧倒的なシェアを占めている結果となった。 

 

【意見】 

中継電話市場の分析にあたっては、以下の点に留意する必要があると考えま

す。 

１．ＮＴＴ加入電話の部分市場としてだけでなく、直収電話等を含めた中継電話市

場全体で、通話料金やシェアの分析を行わないと、最近の競争実態を的確に

反映したものとならない。 

２．ＮＴＴグループ３社合計のシェアだけで分析を行うのではなく、各社毎にシェア
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を明らかにした上で分析を行う必要がある。 

３．契約数と通信量の２つの指標を用いてシェアの分析を行っているが、通信量

の方が収益と密接な関連があることから、通信量のシェアに重点をおいた分析

が必要である。 

例えば、国際通話市場では、ＮＴＴコミュニケーションズの契約数は６３．５％

であるが、通信量（通信時間）では２６．４％以下と大幅な乖離があり、契約数

の指標は市場の競争実態を表していない。 

４．マイライン登録をしていないユーザをＮＴＴ東西やＮＴＴコミュニケーションズの

契約者として取り扱っているが、マイライン登録をしないユーザの中には、 

①基本的に着信専用として使っているためマイライン登録の必要を感じていな

いユーザ 

②ＡＣＲ、ＰＢＸ等で呼毎に事業者の使い分けをするため、マイライン登録をしな

いユーザ 

等が一定の割合で存在するため、ＮＴＴグループのシェアが過大評価になって

いる。 

なお、結果からみると、下表のとおりマイライン登録をしていないユーザを除

いて算定した契約数シェアの方が、通信量シェアに近い数字になっており、適

切である。 

 

【ＮＴＴグループのシェア】 

通話区分 ① 契約数

(未登録含む)

②契約数 

（未登録除く）

③通信量 

（通信時間） 

差 

①－③ 

差 

②－③ 

市内 ８２．３％ ７８．１％ ７５．０％ ７．３％ ３．１％

県内市外 ７８．２％ ７３．１％ ６０．５％ １７．７％ １２．６％

県外 ７５．９％ ６６．４％ ５１．１％ ２４．８％ １５．３％

国際 － ６３．５％ ２６．４％ － ３７．１％
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以下 以上

※「差」は表中のシェア（パーセンテージ）の差をとったもの。 

通話区分が国際の場合は、未登録ユーザをＮＴＴグループに含めていない。 

【東日本電信電話株式会社】

３９ 

 

 

 

 

 

 

 

４６ 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

【総務省案】 

市内及び県内市外では、ＮＴＴ東西のシェアが緩やかに減少する一方で、ＮＴＴコ

ミュニケーションズがシェアを急増させており、ＮＴＴグループとしてのシェアは増加し

ている。また、県外及び国際では、ＮＴＴコミュニケーションズのシェアが近年急増し

ていることが特徴的である。いずれの区分も、ＮＴＴコミュニケーションズが提供する

全区分一括割引サービス（プラチナライン）の影響が大きく現れているものと考えら

れる。 

 

なお、通信量のデータは０４年度のものであるが、０５年度のデータが明らかにな

った段階では、契約数におけるデータと同様、ＮＴＴコミュニケーションズの「プラチナ

ライン」の影響により、通信量でのＮＴＴグループのシェアが全区分で上昇しているこ

とが予測される。 

 

【意見】 

・ ＫＤＤＩ殿や日本テレコム殿はＮＴＴ加入電話発信（マイライン）の通話料を値下げ

せず、自社の直収電話の通話料をより安く設定することで、マイラインユーザを直

収電話へ移行させる営業戦略をとっています。弊社の「イチリッツ」やＮＴＴコミュニ

ケーションズの「プラチナライン」は、直収電話に対抗するための通話料割引サー

ビスであります。 

・ したがって、通話料の推移やシェアの分析を行う際には、ＮＴＴ加入電話だけでな

く、直収電話等を含めた中継電話市場全体で、分析を行う必要があると考えます。

例えば、通話料の推移の表に、直収電話の料金を加えると、激しい値下げ競争の

実態がより明らかになると考えます。（別添資料１の通り記述を追加願います。） 

※ １－３－２－２（Ｐ３０）､ 

１－３－５－２（Ｐ４６）と同意見 
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【東日本電信電話株式会社】

３９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

４３～

４６ 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

【総務省案】 

(1) 契約数にみる市場集中度 

図表１－３－５⑤～⑦は、中継電話（マイライン、マイラインプラス）の契約数に

おけるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズ）のシェア及びＨＨＩ

の推移を、市内、県内市外、県外、国際の区分別に示したものである。０６年３月

における中継電話でのＮＴＴグループのシェアは、市内で８２．３％、県内市外で７

８．２％、県外で７５．９％、国際で６３．５％となり、ＮＴＴグループが国内通話では

８割前後、国際では６割強の圧倒的なシェアを確保している。 

［中略］・・ 

(２) 通信量にみる市場集中度 

中継電話については、契約数における事業者シェアの他に、通信量（通信回

数、通信時間）における事業者シェアを把握することが可能である。そこで、図

表１－３－５⑨～⑫に、通信量におけるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュ

ニケーションズ）のシェアの推移を、通信回数と通信時間の別に示した。なお、

通信量はフローのデータであり集計に時間を要することから、契約数とは異なり

０４年度のデータが最新である。 

分析の結果、０４年度におけるＮＴＴグループのシェアは、市内通話で７２．

８％(通信回数)と７５．０％（通信時間）、県内市外通話で５５．３％（通信回数）と

６０．５％（通信時間）、県外通話で４５．８％（通信回数）と５１．１％（通信時間）

となっている。一方、国際通話については、契約数ではＮＴＴコミュニケーション

ズが６３．５％を占めているが、通信量ではＫＤＤＩがシェア１位（通信回数で２７．

１％、通信時間で２６．４％）を占めているため、ＫＤＤＩのシェアを記載している。

国際通話を除き、ＮＴＴグループが市内で７割超、県内市外で約６割、県外で約

５割の圧倒的なシェアを維持している。 

また、ＮＴＴグループのシェアの推移をみると、市内通話や県内市外通話では

通信回数、通信時間ともやや減少傾向にある一方、県外通話では通信回数は
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やや減少傾向だが通信時間はやや増加傾向にある。また、国際通話について

は、通信回数、通信時間ともＫＤＤＩのシェアが大幅な減少傾向にある。 

 〔中 略〕 

以上の結果を、契約数におけるシェアとの比較も含め、市内通話、県内市外

通話、県外通話の区分毎に図表１－３－５⑬にまとめた。 

  

図表１－３－５⑬ ＮＴＴグループ等のシェア 

（市内通話／県内市内通話／県外通話／国際通話） 

 通信回数 通信時間 （参考）契約数 

市内通話 
７２．８％

（▲１．９％）

７５．０％

（▲１．８％）
８２．３％

県内市外通

話 

５５．３％

（▲２．８％）

６０．５％

（▲１．９％）
７８．２％

県外通話 
４５．８％

（▲０．４％）

５１．１％

（▲２．３％）
７５．９％

国際通話 

ＫＤＤＩ 

２７．１％

（▲１１．４％）

ＫＤＤＩ 

２６．４％

（▲１０．３％）

ＮＴＴコム 

６３．５％

    （注）通信回数・通信時間は０５年３月、契約数は０６年３月のデータ。括弧内は前年度比を示す。 

 

通信量におけるＮＴＴグループのシェアは、いずれの区分でも契約数での

シェアを下回る結果となっている。また、収益との関係がより密接な通信時

間におけるＮＴＴグループのシェアは、通信回数におけるシェアを上回ってい

る。ＮＴＴグループは、国際通話を除き、契約数でも通信量でも、５割～８割程

度の圧倒的なシェアを占めている結果となった。 
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【意見】 

・ 通話市場のシェアにおいては、ＮＴＴグループ３社合計で算定し分析を行うのでは

なく、少なくともＮＴＴコミュニケーションズ殿を分離し、他の中継事業者と同等に扱

っていただきたいと考えます。 

・ マイライン非登録ユーザは、ＡＣＲによる中継事業者の使い分けを行っているユ

ーザもおり、必ずしも弊社、ＮＴＴ東殿及びＮＴＴコミュニケーションズ殿を選択して

いるとは限らないため、「未登録」として扱うべきと考えます。 

・ マイライン契約数と通信量の両方の指標を用いてシェアを併記しておりますが、

基本的には通信量の方が収益と密接に関連があることから、実態に即していると

考えます。図表１－３－５⑬に、通話区分毎のＮＴＴグループの通信量（通信時

間、通信回数）と契約数のシェアが記載されておりますが、大きな乖離が存在し

ています。 

・ 固定電話における通話は、ＮＴＴ東西の加入電話だけでなく、直収電話、ＣＡＴＶ

電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話における中継電話においても同様に発生することから、マ

イライン通話だけでなくそれらの通信量も含めてシェアを見るべきであると考えま

す。 

【西日本電信電話株式会社】

３９ （３） 【総務省案】 

１－３－５－２ 中継電話 

(1) 契約数にみる市場集中度 

   〔中 略〕  

市内及び県内市外では、ＮＴＴ東西のシェアが緩やかに減少する一方

で、ＮＴＴコミュニケーションズがシェアを急増させており、ＮＴＴグループとし

てのシェアは増加している。また、県外及び国際では、ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズのシェアが近年急増していることが特徴的である。いずれの区分も、

ＮＴＴコミュニケーションズが提供する全区分一括割引サービス（プラチナラ

イン）の影響が大きく現れているものと考えられる。 
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【意見】 

・ ＫＤＤＩ殿及び日本テレコム殿はマイラインの通話料を据え置く一方で、直収電

話の通話料をより安く設定することにより、自社のマイラインユーザを直収電話

へ誘導する事業戦略をとっているものと推定されます。これに対して、ＮＴＴコミ

ュニケーションズ殿はマイラインの通話料割引サービス「プラチナライン」を導入

することにより、自社のマイライン登録を拡大する事業戦略をとっているものと

想定されます。 

・ 以上のとおり、マイラインシェアの変動は、各事業者の事業戦略に左右されるも

のであり、固定電話市場（通話部分）の分析にあたっては、単にＮＴＴ加入電話

に閉じたマイラインシェアだけで捉えるのではなく、直収電話、ＣＡＴＶ電話及び

０ＡＢＪ－ＩＰ電話含めた固定電話市場全体における中継電話の競争市場として

捉える必要があると考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

４０～ 

４５ 

 【総務省案】 

図表１－３－５⑤  

中継電話契約数でのＮＴＴシェアの推移（市内通話／全国・東西別） （表略）

図表１－３－５⑥  

中継電話契約数でのＮＴＴシェアの推移（県内市外通話／全国・東西別）

（〃） 

図表１－３－５⑦  

中継電話契約数でのＮＴＴシェアの推移（県外通話／国際通話）    （〃） 

図表１－３－５⑨  

通信量によるＮＴＴシェアの推移（市内通話）                （〃） 

図表１－３－５⑩  

通信量によるＮＴＴシェアの推移（県内市外通話）                 （〃） 

図表１－３－５⑪ 
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通信量によるＮＴＴシェアの推移（県外通話）                     （〃） 

【意見】 

当該図表には、ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズのシェアしか記載されて

おりません。「１－１市場画定 (３)主要指標の取扱い」(１－５頁)の原則通り、シェア

の上位３社を順に記載していただきたいと考えます。また、図表１－３－５⑨～⑪に

ついては、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズは別々に記載していただきたいと考

えます。 

【東日本電信電話株式会社】

４３ （２） 【総務省案】 

そこで、図表１－３－５⑨～⑫に、通信量におけるＮＴＴグループ（ＮＴＴ東西及びＮ

ＴＴコミュニケーションズ）のシェアの推移を、通信回数と通信時間の別に示した。 

 

【意見】 

ＮＴＴグループとして、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズを一体的に捉えた分析

がなされておりますが、再編成以後、各社は別会社として事業運営を行っておりま

す。 

したがって、グループ３社合計のシェアだけで分析を行うのではなく、各社毎のシ

ェアを明らかにした上で分析をしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ １－３－５－２（Ｐ３９）、 

２－２－２（第２章 Ｐ１０）、 

２－３－２（第２章 Ｐ１６）と同意見 

４３ （２） 【総務省案】 

 国際通話を除き、NTT グループが市内で７割超、県内市外で約６割、県外で約５

割の圧倒的なシェアを有している。 

 

【意見】 

中継電話市場では、４５．８％（県間・通信回数）のシェアで「圧倒的なシェア」と記述

されている一方で、０５０－ＩＰ電話市場では４９．０％のシェアでも「圧倒的」とされて

おりません。「圧倒的なシェア」とはどういう場合を言うのか、その判断基準をお示し

※ １－３－５－１（Ｐ３６）、１－３－５－２（Ｐ３９）、

１－３－５－２（Ｐ４６）、１－３－５－３（Ｐ４７）

と同意見 
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いただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

４６ （２） 【総務省案】 

ＮＴＴコミュニケーションズの「プラチナライン」の影響により、通信量でのＮＴＴグル

ープのシェアが全区分で上昇していることが予測される。 

 

【意見】 

上記について賛同いたします。 

ＮＴＴグループの全体動向も注意深く監視していただきたい。 

【フュージョン・コミュニケーションズ株式会社】

  

４６  【総務省案】 

ＮＴＴグループは、国際通話を除き、契約数でも通信量でも５割～８割程度の圧倒

的なシェアを占めている結果となった。 

 

【意見】 

中継電話市場では、４５．８％（県間・通信回数）のシェアで「圧倒的なシェア」と記述

されている一方で、０５０－ＩＰ電話市場では４９．０％のシェアでも「圧倒的」とされて

おりません。「圧倒的なシェア」とはどういう場合を言うのか、その判断基準をお示し

いただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※  １－３－５－１（Ｐ３６）、 

１－３－５－２（Ｐ３９）、１－３－５－２（Ｐ４３）

１－３－５－３と同意見 

 

１ －３ －５ －３  ０ ５ ０ －Ｉ Ｐ 電話 

４７  【総務省案】 

０５０－ＩＰ電話については利用番号数のシェアを見ることになるが、０５年１２月にお

いて、ソフトバンクＢＢが４９．０％でシェア１位、ＮＴＴコミュニケーションズが２５．４％

で２位、ＫＤＤＩが９．８％で３位となっている。 

 

【意見】 

※ １－３－５－１（Ｐ３６）、 

１－３－５－２（Ｐ３９）、１－３－５－２（Ｐ４３）、

１－３－５－２（Ｐ４６）と同意見 
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中継電話市場では、４５．８％（県間・通信回数）のシェアで「圧倒的なシェア」と記述

されている一方で、０５０－ＩＰ電話市場では４９．０％のシェアでも「圧倒的」とされて

おりません。「圧倒的なシェア」とはどういう場合を言うのか、その判断基準をお示し

いただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

 

 

 

 

１ －５  Ｉ Ｐ 電話市場としての市場分析 

５４   【総務省案】 

ＩＰ電話については、０５０－ＩＰ電話と０ＡＢＪ－ＩＰ電話の区別を認識していない

利用者も多く、各種統計データについても両者を合計して収集整理することが一

般的に行われている。また、技術的なネットワーク構造についても、加入者回線

部分の構造を除けば、互いに似通っている面が多い。そこで、０５０－ＩＰ電話と０

ＡＢＪ－ＩＰ電話を「ＩＰ電話市場」として一括りとし、競争状況を分析した。 

 

【意見】 

意見 １ 

 メタルから光への本格的な移行が、ＡＤＳＬ市場でもたらされた活発な競争を後

退させ、ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨ市場の市場支配力を生み出す結果となってい

る。この構造的問題については、お客様にとってメタル回線から光ファイバへの

リプレースであり、固定電話市場におけるＮＴＴ東・西の市場支配力が影響を及

ぼしているという観点を踏まえ、早急に是正すべき。 

 

【理由】 

  ＦＴＴＨは既存の固定電話（メタル回線）からのリプレースであることから、ＮＴＴ

東・西が約９４％を占めるＮＴＴ加入電話の市場支配力が梃子となり、ＦＴＴＨ市場

においても優位性を発揮することになる。ＮＴＴ東・西が、シェア約６３％の市場シ

ェアを有するＦＴＴＨ（商品名：Ｂフレッツ）と一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話

（商品名：ひかり電話）は、ＮＴＴがグループ一丸となって取り組む中期経営戦略

※ ６－７ 要約（第６章 P3）、 

６－７（３）（第６章 P31） と同意見 



 23

／２０１０年光サービス３，０００万加入計画により、独占性が増大する可能性が

大きい。 

 お客様が、固定電話（メタル回線）からＦＴＴＨ（光ファイバ）に切り替えようと

する場合、ＮＴＴ東・西と他事業者の提供エリアの間に大きな格差があるために、

お客様の意向に係わらずＮＴＴ東・西に切り替えざるを得ない状況も想定される。 

 

意見 ２  

 ＦＴＴＨの本格普及に伴い、ＦＴＴＨと一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話の市

場規模も急速に拡大しており、今後その重要性が高まることが必至。したがっ

て、０ＡＢＪ－ＩＰ電話市場の扱いについて、０５０－ＩＰ電話を含むＩＰ電話全体とし

ての分析にとどまらず、個別に踏み込んで評価すべき。 

 

 ※１－５７頁 １－５－２（１） 

「０５０－ＩＰ電話とＯＡＢＪ－ＩＰ電話における競争状況は…＜略＞…ＩＰ電話

全体の競争状況と０５０－ＩＰ電話の競争状況はほぼ同様のものとなる。」 につ

いても同意見。 

 

【理由】 

  ＩＰ電話のうち、特に０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、既存の固定電話からのリプレースと

しての性質を有する。既存の固定電話からＦＴＴＨ上で提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電

話に切り替える際、それまで「通話」部分でのマイラインとして登録していた事業

者は、獲得していた契約を失う可能性が高くなる。ＮＴＴ東・西は、マイラインにお

いて圧倒的シェアを占めていた「市内通話」「県内市外通話」を維持するのみなら

ず、従来シェアがゼロであった「県間通話」、「国際通話」も一括して獲得すること

になる。マイラインの導入を通じてかつて存在していた健全な競争は、ＦＴＴＨの

普及に伴い、ＮＴＴ東・西の独占状態への回帰という形で失われかねない。 

【ＫＤＤI 株式会社】 
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１ －６  ２ ０ ０ ５ 年度の競争状況の評価 

全体  【意見】 

・ 今回の競争評価は、契約数や通話量のシェアを中心に分析がなされております

が、競争実態をより的確に把握するためには、移動体通信市場で行われている

ように、売上高や利益率等の分析が必須であると考えます。固定電話市場を売

上高で分析すると、料金値下げ競争の結果、通信量以上に市場の縮小が急速に

進んでいることが明らかになると考えます。また、利益率で分析すると、移動体市

場に比べ利益率は非常に低く、中には赤字の事業者や経営破綻する事業者もあ

らわれるなど経営的に大変厳しい市場環境の中で競争が繰り広げられているこ

とが明らかになると考えます。 

・ また、競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理

由がネットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものな

のか、各事業者の営業努力の結果であるか等、定性的な要因について十分に分

析を行っていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

６３ 要約 【総務省案】 

１－６ ２００５年度の競争状況の評価 

（要約） 

・固定電話市場では、ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使しうる地位にあるが、サ

ービスベースの公正な競争条件が整備されており、料金競争も行われていることか

ら、実際に行使する可能性は高くない。ただし、固定電話市場における市場支配力

を「梃子」として他の隣接市場で利用する懸念がある。 

・中継電話では、ＮＴＴ東西またはＮＴＴコミュニケーションズが単独で市場支配力を

行使しうる地位にあり、複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうる可能性も

ある。しかし、単独、協調にかかわらず、実際に市場支配力が行使される可能性は

低い。 

・０５０－ＩＰ電話では、単独で市場支配力を行使しうる地位にある事業者は存在しな
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いが、複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性がある。しかし、単

独、協調にかかわらず、実際に市場支配力が行使される可能性は低い。 

 

【意見】 

固定電話はＩＰ化により、サービスの質の向上やコストの低廉化のみならず、競争

が促進されることも期待されると考えます。 

【イー・アクセス株式会社】

６３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６３ 

 

 

 

 

 

 

６４ 

 

要約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）① 

 

 

 

 

 

 

（２）② 

 

【総務省案】 

・ 固定電話市場（加入部分）では、ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使しうる

地位にあるが、サービスベースの公正な競争条件が整備されており、料金競

争も行われていることから、実際に行使する可能性は高くない。 

ただし、固定電話市場における市場支配力を「梃子」として他の隣接市場で利

用する懸念がある。 

・ 中継電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分市場）では、ＮＴＴ東西又はＮＴＴコミュニ

ケーションズが単独で市場支配力を行使しうる地位にあり（国際通話を除く）、 

複数の事業者が協調して市場支配力を行使する可能性もある。しかし、単独・

協調にかかわらず、実際に市場支配力が行使される可能性は低い。 

 

① 市場支配力の存在 

 ａ ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。 

（中略） 

ＮＴＴ東西はサービスベースで独占的であるのみならず、設備ベースでも不

可欠設備を独占しており、ＮＴＴ東西は単独で価格等に影響を与えうる地位に

あると判断される。 

 

②市場支配力の行使 

ａ ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話

※ 基本方針６、報道資料別添（１）と同意見 

＜全体に対する意見に掲載＞  
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６４～

６５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）①②

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場における市場支配力を梃子として、他の隣接市場（ブロードバンド）、 

移動体通信等）に影響力を及ぼす懸念がある。 

ＮＴＴ東西はボトルネック設備を独占しているため、独占による弊害を除去し、

公正な競争環境を整備するため、電気通信事業法ではＮＴＴ東西のネットワーク

設備を第一種指定電気通信設備として指定し、設備開放義務など各種の規制を

適用している。これらの非対称規制や競争ルールはほぼ有効に機能しており、Ｎ

ＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制しているものと考えられる。また、新型直収

電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話により、シェアは僅かながらも競争事業者が価格面・サー

ビス面で競争を積極的に展開し、ＮＴＴ東西がＮＴＴ加入電話に関する料金を引き

上げる誘引を抑えており、ＮＴＴ東西が固定電話市場において市場支配力を行使

する可能性は高くないと考えられる。 

 

（３） 中継電話（NTT 加入電話に係る部分市場） 

①市場支配力の存在 

 ａ ＮＴＴ東西又はＮＴＴコミュニケーションズは単独で市場支配力を行使しうる地

位にある（国際通話を除く） 

  ＜略＞・・したがって、ＮＴＴ東西は市内通話及び県内市外通話で、ＮＴＴコミュ

ニケーションズは県外通話で、それぞれ単独で価格等に影響を与えうる地位

にあると判断される。 

 

②市場支配力の行使 

 ａ 単独、協調にかかわらず、市場支配力が行使される可能性は低い。 

  ＜略＞・・また、近年では中継電話より安価な０５０－ＩＰ電話やソフトフォン

が、ブロードバンド利用者にとっての通話サービスとして存在感を高めつつあ

ることから、中継電話の料金を引き上げる誘引が高いとは考えられない。 

 

【意見】 
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意見 １ 

・市場の競争状況を分析するにあたり、市場支配力の定義を「その意思によってあ

る程度自由に価格、品質、数量、及び商品選択の多様性その他各般の条件を左右

する力」とし、 「市場支配力」の「存在」と「行使」の有無で評価することについては、

賛同。 

・しかしながら、市場支配力の「行使」の基準を、主に料金面での支配力の観点から

評価していることについては、賛同できない。 

・元々独占から始まった固定電話市場においては、ＮＴＴ東・西が独占時代から継承

した設備面・営業面の競争上の優位性という非価格的な影響力が、市場支配力を

構成する要因となっている。 

・すなわち、「存在」と「行使」は切り離されたものではなく、市場支配力の「存在」そ

のものが公正競争を阻害していると考えられる。 

・したがって、公正競争が実現されているかどうかを判断する上では、非価格的な

影響力、つまり、ＮＴＴ東・西が独占時代から継承した設備面・営業面の競争上の優

位性（＊）も競争評価の尺度とすべき。  

 

（＊）ＮＴＴ東・西が独占時代から継承した競争上の優位性 

 ①設備面の優位性：ボトルネック設備 

（固定電話契約数に占めるＮＴＴ東・西のシェア＝９４．１％：２００５年１２月） 

   →別添１「ボトルネック設備と公正競争の関係」参照 

 

 ②営業面の優位性：６，０００万の顧客基盤、ブランド力（“電話といえばＮＴＴ”の既

成概念） 

   →別添２「ブランド力と公正競争の関係」参照 

 

意見 ２ 

「ＮＴＴ東・西が固定電話市場において市場支配力を行使する可能性は低い」との認
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識に賛同することはできない。仮に市場支配力を料金面での支配力とした場合で

も、以下の理由により、市場支配力は現に行使されていると見るべきである。 

 

【理由】 

  第一種指定設備に関する開放ルールは、公正競争を実現する上で重要な役割

を果たしているが、接続料水準を含め様々な課題もあり、未だ十分に機能している

とは言えない。また、料金が値下げされた加入電話の基本料についても、以下の観

点から、競争圧力等の抑止力が十分に機能しているとは言えない。 

 

ア）基本料市場における独占時代の値上げと維持 

  ＮＴＴ東・西は、基本料市場において競合事業者が存在せず独占状態であった

時代には、長期に渡り基本料の値下げをすることなく、値上げも実施（平成７年）。

ドライカッパを利用した他事業者の直収電話サービスの本格導入を受けて、ＮＴＴ

東・西も初めて基本料を値下げ（平成１７年）したが、それまでの間は、本来可能で

あった値下げを見送り独占的利益を得ていたことから、支配力が行使されていたと

考える 

べき。 

イ）施設設置負担金の高止まり、プッシュ回線付加機能使用料の維持 

  ＮＴＴ東・西は、施設設置負担金について、競合事業者が存在せず独占状態であ

った時代には値下げをすることなく、長期に渡り料金を維持。直収電話サービスの

本格導入を受けて、基本料の値下げを実施したが、それまでの間は本来可能であ

った値下げを見送り、独占的利益を得ていたことから、支配力が行使されていたと

考えるべき。 

  また、事業環境の変化によるコスト吸収余力が発生していたにも関わらず料金

水準を維持しつつ、直収電話サービスの本格導入に伴い撤廃されたプッシュ回線

付加機能使用料についても同様。 
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ウ）級局別料金の維持 

  歴史的経緯とはいえ、ＮＴＴ東・西は、コストに基づかない級局別料金を維持。競

争が進展しつつある中でも都市部を中心とする３級局で、高コストの１級局より高い

料金を維持できるのは、支配力を行使していることに他ならない。 

 

上記の事例からも、基本料の値下げ等が実施された僅か数年前までＮＴＴ東・西の

支配力が実際に存在していたことや、コストに基づかない級局別料金を維持し今尚

支配力を行使していることに鑑みれば、他事業者の直収電話等のシェアが僅かで

ある現状（約６％）においては、 「ＮＴＴ東・西が固定電話市場において市場支配力

を行使する可能性は低い」との認識は適切ではない。 

【ＫＤＤI 株式会社】 

６３ 【要約】 【総務省案】 

 (略)・・・引き続きＮＴＴ東西の市場支配力の行使について注意深く監視。 

 

【意見】 

上記について賛同いたします。 

ＮＴＴグループの全体動向も注意深く監視していただきたい。 

【フュージョン・コミュニケーションズ株式会社】

 

６３ （２）① 【総務省案】 

(2) 固定電話市場（加入部分） 

① 市場支配力の存在 

ａ. ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。 

ＮＴＴ東西の市場シェアは引き続き９０％を大きく超えており、圧倒的であ

る。また、ＮＴＴ東西はメタルの加入者回線のほぼ１００％を保有している。ＮＴ

Ｔ東西はサービスベースで独占的であるのみならず、設備ベースでも不可欠

設備を独占しており、ＮＴＴ東西は単独で価格等に影響を与えうる地位にある

と判断される。 
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【意見】 

（総論） 

・ 固定電話の加入部分について、評価（案）においては、弊社は「市場シェアが引

き続き９０％を超えており、圧倒的である。また、ＮＴＴ東西はメタル回線の加入

者回線のほぼ１００％を保有している」ことをその根拠とし、弊社は「市場支配力

を行使しうる地位にある」と評価されているところです。 

・ 「ＮＴＴ東西のシェアが高い」のは、①１９８５年の通信自由化以前は制度的に独

占が認められていたという歴史的経緯に加え、②固定電話市場全体が縮減す

る中でＮＴＴ東西はユニバーサルサービスとしてあまねく全国に加入電話サービ

スを提供する義務を負っているのに対し、他事業者は都市部中心に直収電話

等の事業展開を自由に行えること、③ＣＡＴＶ電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話について

はケーブルテレビ放送やインターネット接続などを含めた利用者の総合的な判

断により選択されるものであり、単に音声通話のみを要望する利用者にとって

は、ＮＴＴ加入電話及び直収電話と比べて総額として料金が高く、選択肢たりえ

ないこと、等の要因によるものです。 

・ 「ＮＴＴ東西が不可欠設備を保有していること」に関しては、電気通信事業法に

おいて、ＮＴＴ東西が不可欠設備を保有していることによる弊害を除去し、公正

な競争環境を整備するため、ＮＴＴ東西のネットワーク設備を第一種指定電気通

信設備として指定し、設備開放義務など各種の規制を適用しているところです。

・ 以上に鑑みれば、ＮＴＴ東西が不可欠設備を保有していることは事実であるもの

の、そのことにより市場支配力を行使することは制度的に不可能であり、そもそ

も「市場支配力を行使しうる地位にある」という評価自体が成り立たないと考え

ます。 

 

（各論） 

・ 「サービスベースでほぼ独占的」「設備ベースでも不可欠設備を独占」という表
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現は、あたかも弊社が市場支配力を行使して競争事業者を排除したかのごとき

印象を与えますが、現実には制度上独占が認められなくなった通信自由化以

降、弊社のシェアは減少しており、制度上も設備ベースでの参入を妨げる障壁

は存在しておりません。 

なお、「不可欠設備」は、「当該財、サービスに係る一定の取引分野において事

業活動を行い又は行おうとしている者が、当該施設等と有効に競争可能な施設

等を自ら構築することが経済的、技術的又は法律上その他の理由により著しく困

難であること」が基本要件の一つであり、そのような設備を「独占する」という表現

はトートロジーであると考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

６４ （２）① 【総務省案】 

①市場支配力の存在 

ａ．ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある。 

（中略） 

ＮＴＴ東西はサービスベースでほぼ独占的であるのみならず、設備ベースで

も不可欠設備を独占しており、ＮＴＴ東西は単独で価格等に影響を与える地位

にある。 

 

【意見】 

不可欠設備を「独占」という記述は、不可欠設備を「保有」に修正願います。 

【東日本電信電話株式会社】

 

６４ （２）②ａ

 

 

 

 

 

【総務省案】 

（２）固定電話市場（加入部分） 

②市場支配力の行使 

ａ． ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話市場

支配力における市場支配力を梃子として、他の隣接市場（ブロードバンド、移動

体通信等）に影響力を及ぼす懸念がある。 

 



 32

  ＮＴＴ東西はボトルネック設備を独占しているため、独占による弊害を除去し、公

正な競争環境を整備するため、電気通信事業法ではＮＴＴ東西のネットワーク設

備を第一種指定電気通信設備として指定し、設備開放義務など各種の規制を適

用している。これらの非対称規制や競争ルールはほぼ有効に機能しており、ＮＴＴ

東西の市場支配力の行使を抑制しているものと考えられる。 

 

【意見１】 

ＮＴＴ東西のボトルネック設備の競争への影響は非常に大きいため、今後も引き

続き検証すべきと考えます。 

具体的な例としましては、弊社が平成１３年１１月５日に総務省殿に意見申出を

行いました、ＮＴＴ東西のマイラインプラスとフレッツサービスのセット割引について

は、平成１３年１１月２９日の総務省殿の通知により、「構成な競争を阻害するもの

であるかどうか、引き続き注視、調査することが適当と判断した」とあります。ＮＴＴ東

西がボトルネック設備と一体となった通信サービス（県内通話）と他役務サービスを

バンドルしてセット割引を行うことは、他の事業者には不可能です。ボトルネック設

備とのバンドルサービスや、ボトルネック設備に関する接続料金を値下げせずに利

用者料金のみを値下げするなどの行為については、公正有効競争上問題があると

考えますので厳しく監視いただけますよう要望いたします。 

【イー・アクセス株式会社】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見２】 

・ 総務省殿の見解のとおり、非対称規制や競争ルールは、NTT東西の市場支配

力行使の抑制に、一定の効果をあげているものと考えます。 

・ しかしながら、「ＮＴＴ東西がＮＴＴ加入電話に関する料金を引き上げる誘因を抑

えており、ＮＴＴ東西が固定電話市場において市場支配力を行使する可能性は

高くないと考えられる。」という見解については、適当でないものと考えます。 

・ NTT東西は、新型直収電話の登場に伴い、1952年の旧電電公社発足以来実

質的に値下げしたことのない基本料を値下げし、現在の交換機では標準機能と
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なっているにもかかわらず徴収し続けてきたプッシュホン使用料を廃止しまし

た。これは一面的には競争事業者の参入による値下げが実施された事例であ

りますが、独占的な市場支配力に基づきNTT東西が価格を維持し続けてきたこ

とにより、過大な利潤を確保してきたことも示しています。 

・ このことから、価格上昇が見られないことからすなわち市場支配力の行使可能

性が高くないという判断は適当ではなく、市場支配力を有する事業者は価格水

準を維持しているだけでも、当然にその市場支配力を行使していると判断する

ことが適当と考えます。 

・ また、市場支配力行使の可能性を、価格支配力のみで判断されていますが、判

断基準として不十分と考えます。特にボトルネック設備に基づく市場支配力につ

いては、接続事業者の事業運営に対して直接影響を与えるものであるため、新

規参入の排除、競合する接続事業者への競走阻害行為、市場支配的サービス

の顧客情報を利用した営業上の優位性等の影響について考慮することが必要

です。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

64 

 

 (2) ② 

 

【総務省案】 

・ しかし、固定電話と密接な関係にあるＡＤＳＬやＦＴＴＨといったブロードバンド市

場ではＮＴＴ東西のシェアが増加傾向にあり、ＮＴＴ東西が保有するＮＴＴ加入電

話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位である可能性も指

摘されている。また、ＦＭＣの進展に伴い、固定電話と移動体電話の融合・連携

サービスの提供がされつつあるが、移動体電話ではＮＴＴドコモが５割を超すシ

ェアを有しており、固定電話市場内ではＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可

能性は高くないとしても、固定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接
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市場（ブロードバンド、移動体通信等）に影響力を及ぼすことへの懸念は少なく

ない。したがって、このように市場支配力を梃子として活用するような企業行動

について、競争評価の適切な運用を通じ、引き続き注意深く監視することが必

要である。 

 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。固定電話市場の独占的市場支配力を梃子にす

ることにより、現状若しくは将来の競争市場に固定電話市場の市場支配力を活

用させることは厳に避けなければなりません。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

６４ （２）② 【総務省】 

a. ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話市場

における市場支配力を梃子として、他の隣接市場（ブロードバンド、移動体通信等）

に影響力を及ぼす懸念がある。 

（中略） しかし、固定電話と密接な関係にあるＡＤＳＬやＦＴＴＨといったブロードバ

ンド市場ではＮＴＴ東西のシェアが増加傾向にあり、ＮＴＴ東西が保有するＮＴＴ加入

電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位である可能性も指摘

されている。また、ＦＭＣの進展に伴い、固定電話と移動体電話の融合・連携サービ

スの提供がされつつあるが、移動体電話ではＮＴＴドコモが５割を超すシェアを有し

ており、固定電話市場内ではＮＴＴ東西が市場支配力を行使する可能性は高くない

としても、固定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接市場（ブロードバン

ド、移動体通信等）に影響力を及ぼすことへの懸念は少なくない。したがって、この

ように市場支配力を梃子として活用するような企業行動について、競争評価の適切
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な運用を通じ、引き続き注意深く監視することが必要である。 

 

【意見】 

ブロードバンド市場で弊社のシェアが伸びているのは、①積極的な設備投資によ

るサービスエリアの拡大、②多数のＩＳＰや放送サービスに対応しており、お客様の

選択肢が豊富、③多種多様な新サービスの投入、④回線開通工事期間の短縮など

お客様サービスの改善、等の施策がお客様に支持されている結果であると考えま

す。 

また、弊社は第一種指定電気通信設備を設置する事業者として、ネットワークの

オープン化に努めるとともに他の事業者を公平に取り扱っており、ご指摘のような懸

念（固定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接市場に利用する）はない

ものと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

６４ （２）② 【総務省案】 

② 市場支配力の行使 

ａ. ＮＴＴ東西が単独で市場支配力を行使する可能性は高くないが、固定電話

市場における市場支配力を梃子として、他の隣接市場（ブロードバンド、移

動体通信等）に影響力を及ぼす懸念がある。 

ＮＴＴ東西はボトルネック設備を独占しているため、独占による弊害を除去

し、公正な競争環境を整備するため、電気通信事業法ではＮＴＴ東西のネットワ

ーク設備を第一種指定電気通信設備として指定し、設備開放義務など各種の

規制を適用している。これらの非対称規制や競争ルールはほぼ有効に機能し

ており、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制しているものと考えられる。また、

新型直収電話や０ＡＢＪ－ＩＰ電話により、シェアは僅かながらも競争事業者が

価格面・サービス面で競争を積極的に展開し、ＮＴＴ東西がＮＴＴ加入電話に関

する料金を引き上げる誘因を抑えており、ＮＴＴ東西が固定電話市場において

市場支配力を行使する可能性は高くないと考えられる。 
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しかし、固定電話と密接な関係にあるＡＤＳＬやＦＴＴＨといったブロードバンド

市場ではＮＴＴ東西のシェアが増加傾向にあり、ＮＴＴ東西が保有するＮＴＴ加入

電話の顧客情報によって営業面等で競争事業者に対して優位である可能性も

指摘されている。また、ＦＭＣの進展に伴い、固定電話と移動体電話の融合・連

携サービスの提供がされつつあるが、移動体電話ではＮＴＴドコモが５割を超す

シェアを有しており、固定電話市場内ではＮＴＴ東西が市場支配力を行使する

可能性は高くないとしても、固定電話市場における市場支配力を梃子として、

隣接市場（ブロードバンド、移動体通信等）に影響力を及ぼすことへの懸念は

少なくない。したがって、このように市場支配力を梃子として活用するような企

業行動について、競争評価の適切な運用を通じ、引き続き注意深く監視するこ

とが必要である。 

なお、市場はほぼ独占的であり、協調による市場支配力の存在や行使を考

慮する必然性はない。 

 

【意見】 

・ 前述のとおり、弊社は制度上、固定電話市場において市場支配力を実際に行

使することはできないことから、当該市場支配力を梃子として隣接市場に影響

力を及ぼすこともありえません。 

・ しかしながら、評価（案）において、確たる根拠も示さず、弊社がブロードバンド

市場においてシェアを伸ばしている要因があたかも加入電話の顧客情報を営

業活動に利用しているためであるかのような分析をしている点については、ブロ

ードバンド市場における各事業者の事業戦略や弊社の企業努力を閑却するも

のであり、評価として適切性を欠くものであります。 

・  評価（案）は、固定電話市場におけるＮＴＴ東西のシェアが高いということをもっ

て市場支配力に結びつけた上で、「固定電話市場における市場支配力を梃子と

して隣接市場に影響力を及ぼすことへの懸念は少なくない」とし、「このように市

場支配力を梃子として活用するような企業行動について、競争評価の適切な運
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用を通じ、引き続き注意深く監視することが必要」と言及していますが、このよう

な記載は、あたかも弊社が不法行為を行っているかのような誤解を与えかね

ず、また、企業イメージを損なうことにもなりかねないので、適切な表現に修正し

ていただきたいと考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

６４ （３） 【総務省案】 

契約数でのＮＴＴ東西のシェアは、市内で７５．０％、県内市外で７０．１％、ＮＴＴコ

ミュニケーションズのシェアは県外で７５．９％（いずれも０６年３月末）に達し、通信

量でも同様にいずれも５割を超えるシェアを維持している。（中略）マイライン・マイラ

インプラスの未登録者は、市内・県内市外ではＮＴＴ東西の、県外ではＮＴＴコミュニ

ケーションズのマイラインに登録したのと同様の取扱いを受けることになっていると

いう事情もある。 

（中略）一方、国際通話ではＮＴＴコミュニケーションズの契約数でのシェアが６３．

５％に及ぶが、通信量ではＫＤＤＩに次ぐシェア２位の存在にとどまっており、単独で

市場支配力を行使しうる地位にあるとは言えない。 

 

【意見】 

中継電話市場の分析にあたっては、以下の点に留意する必要があると考えま

す。 

１．ＮＴＴ加入電話の部分市場としてだけでなく、直収電話等を含めた中継電話市

場全体で、通話料金やシェアの分析を行わないと、最近の競争実態を的確に

反映したものとならない。 

２．ＮＴＴグループ３社合計のシェアだけで分析を行うのではなく、各社毎にシェア

を明らかにした上で分析を行う必要がある。 

３．契約数と通信量の２つの指標を用いてシェアの分析を行っているが、通信量

の方が収益と密接な関連があることから、通信量のシェアに重点をおいた分析

が必要である。 

※  １－３－５－２（Ｐ３９～４６）と同意見 
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例えば、国際通話市場では、ＮＴＴコミュニケーションズの契約数は６３．５％

であるが、通信量（通信時間）では２６．４％以下と大幅な乖離があり、契約数

の指標は市場の競争実態を表していない。 

４．マイライン登録をしていないユーザをＮＴＴ東西やＮＴＴコミュニケーションズの

契約者として取り扱っているが、マイライン登録をしないユーザの中には、 

①基本的に着信専用として使っているためマイライン登録の必要を感じていな

いユーザ 

②ＡＣＲ、ＰＢＸ等で呼毎に事業者の使い分けをするため、マイライン登録をしな

いユーザ 

等が一定の割合で存在するため、ＮＴＴグループのシェアが過大評価になって

いる。 

なお、結果からみると、下表のとおりマイライン登録をしていないユーザを除

いて算定した契約数シェアの方が、通信量シェアに近い数字になっており、適

切である。 

 

【ＮＴＴグループのシェア】 

通話区分 ② 契約数

(未登録含む)

②契約数 

（未登録除く）

③通信量 

（通信時間） 

差 

①－③ 

差 

②－③ 

市内 ８２．３％ ７８．１％ ７５．０％ ７．３％ ３．１％

県内市外 ７８．２％ ７３．１％ ６０．５％ １７．７％ １２．６％

県外 ７５．９％ ６６．４％ ５１．１％ ２４．８％ １５．３％

国際 － ６３．５％ ２６．４％

以下

－ ３７．１％

以上

※「差」は表中のシェア（パーセンテージ）の差をとったもの。 

通話区分が国際の場合は、未登録ユーザをＮＴＴグループに含めていない。 

【東日本電信電話株式会社】
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６５ （３）①ａ 【総務省案】 

ＮＴＴ東西は市内通話及び県内市外通話で、ＮＴＴコミュニケーションズは県外通話

で、それぞれ単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断される。 

【意見】 

固定電話市場においては、新型直収電話サービスの急拡大により、従来のマイライ

ン制度を前提とした競争の枠組みから大きく変化しており、今後もその流れは拡大

していくものと思われる。 

したがって、市場支配力を行使しうる地位にあるか否かについては、他の部分市場

（直収電話、OABJ-IP 電話等）とも合せ、固定電話市場全体で評価することにより、

競争実態をより的確に反映した評価が可能と考える。 

（修正案） 

ＮＴＴ東西は市内通話及び県内市外通話で、ＮＴＴコミュニケーションズは県外通話

で、それぞれ単独で価格等に影響を与えうる地位にある可能性があるが、その評

価にあたっては固定電話市場全体の競争状況を考慮する必要がある。 

【ＮＴＴコミュニケーションズ】

  

６５ （３）① 【総務省案】 

（３）中継電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分市場） 

①市場支配力の存在 

ａ．ＮＴＴ東西又はＮＴＴコミュニケーションズは単独で市場支配力を行使しうる

地位にある（国際通話を除く）。 

契約数でのＮＴＴ東西のシェアは、市内で７５．０％、県内市外で７０．１％、ＮＴＴ

コミュニケーションズのシェアは県外で７５．９％（いずれも０６年３月末）に達し、通

信量でも同様にいずれも５割を超えるシェアを維持している。 （中略）したがっ

て、ＮＴＴ東西は市内通話及び県内市外通話で、ＮＴＴコミュニケーションズは県外

通話でそれぞれ単独で価格等に影響を与えうる地位にあると判断される。一方、

国際通話ではＮＴＴコミュニケーションズの契約数でのシェアが６３．５％に及ぶ

が、通信量ではＫＤＤＩに次ぐ２位の存在にとどまっており、単独で市場支配力を

※ １－６（４）（P65）、 

３－２－３（３）（第３章 P30）と同様の趣旨  
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行使しうる地位にあるとは言えない。 

 

【意見】 

・ 中継電話、０５０－ＩＰ電話、ＡＤＳＬのいずれの市場においても、「多数の事業者

間で料金競争を繰り広げている」のは同じであります。 

ところが、０５０－ＩＰ電話市場では約５割のシェアをもつ事業者が、「市場支配力

を行使する地位にない」とされる一方、中継電話市場やＡＤＳＬ市場では約５割又

は約４割のシェア（ＮＴＴコミュニケーションズの県間・通話回数シェアは４５．８％、

ＮＴＴ東西のＡＤＳＬシェアはそれぞれ３８．２％、３９．９％）をもつ事業者が「市場

支配力を行使する地位にある」とされています。 

「市場支配力を行使する地位にある」とする判断基準を明確にしていただきたい

と考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

６５ （３）② 【総務省案】 

マイライン（未登録者を含む）については、登録を変更しなくても通話時に相手先

の電話番号の前に事業者識別番号をダイヤルすることでマイラインの契約先以外

の事業者を選択することも可能となっており、一定の競争圧力が働いている。 

 

【意見】 

マイライン・マイラインプラスの未登録者を NTT 東西及び NTT コミュニケーション

ズに計上している結果、マイライン契約数におけるシェア（県外区分で 75.9%）と通信

回数／通信時間におけるシェア（同 45.8％／51.1％）との間には乖離が生じている。

このように、競争圧力が現在発生していることを、より明確にして頂きたい。 

 

（修正案） 

マイライン（未登録者を含む）については、登録を変更しなくても通話時に相手先

の電話番号の前に事業者識別番号をダイヤルすることでマイラインの契約先以外
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の事業者を選択することも可能となっており、一定の競争圧力が働いている。NTT

グループの通信回数／通信時間シェアはマイライン契約数のシェアを下回ってお

り、競争圧力が現に発生していることを裏付けている。 

【ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社】

６５ （３）② 【総務省案】 

単独、協調にかかわらず、市場支配力が行使される可能性は低い。 

マイライン・マイラインプラスは、提供事業者の変更時に登録料を要し、相応の乗換

費用が発生するが、マイライン（未登録者を含む）については、登録を変更しなくて

も通話時に相手先の電話番号の前に事業者識別番号をダイヤルすることでマイラ

インの契約先以外の事業者を選択することも可能な制度となっており、一定の競争

圧力が働いている。 

また、近年では中継電話より安価な０５０－ＩＰ電話やソフトフォンが、ブロードバン

ド利用者にとっての通話サービスとして存在感を高めつつあることから、中継電話

の料金を引き上げる誘因が高いとは考えられない。したがって、単独、協調にかか

わらず、市場支配力が行使される可能性は低いと判断される。 

 

【意見】 

マイライン及びマイラインプラス制度の整備により、一定の競争圧力が働いてい

るのは事実ですが、未登録者については単独で市場支配力を行使しうる地位にあ

ると評価された NTT 東西及び NTT コミュニケーションズをデフォルト選択することと

なっており、市場支配的事業者への優位性を残した制度となっています。 

さらに、単独で市場支配力を行使することは、協調する場合と比較して容易であ

ることは明白であることから、NTT グループにより単独で市場支配力が行使される

可能性は、競争事業者の協調による場合より高いものと考えられ、可能性を同等に

評価することは適当でないものと考えます。 

また、NTT コミュニケーションズの提供する「プラチナライン」の影響を検証すべき

と考えます。「プラチナライン」は、マイラインの 4 区分全てにおいてマイラインプラス
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の登録を行うことを条件として低料金での通話を実現するサービスですが、競争事

業者は接続料金の水準から、「プラチナライン」と同等の料金水準を実現することは

困難です。NTT コミュニケーションズ単体で見ると、競争事業者と同じ状況にありま

すが、NTT グループ全体で見れば NTT 東西の接続料収入は増加するため、グルー

プ内の収支移転という見方が可能です。これは、NTT グループの協調による市場支

配力の行使とも考えられます。 

さらに、「プラチナライン」によりマイラインの利用者が増加することにより、NTT 東

西の加入電話契約が維持されることになります。この点でも競争事業者の直収電

話サービス等との間の競争優位が確保されており、NTT グループの協調による市

場支配力の行使の可能性は高いものと考えられます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】 

６５ （４）① 【総務省案】 

（４）０５０－ＩＰ電話（ＮＴＴ加入電話に係る部分市場） 

① 市場支配力の存在 

ａ．単独で市場支配力を行使しうる地位にある事業者は存在しない。 

シェア 1 位のソフトバンク BB のシェアは 49.0％であり、多数の事業者間

で料金競争を繰り広げていることから、単独で価格等に影響を与えうる地

位にある事業者はないと判断される。 

 

【意見】 

・ 中継電話、０５０－ＩＰ電話、ＡＤＳＬのいずれの市場においても、「多数の事業者

間で料金競争を繰り広げている」のは同じであります。 

ところが、０５０－ＩＰ電話市場では約５割のシェアをもつ事業者が、「市場支配力

※ １－６（３）（P6４）、 

３－２－３（３）（第３章 P30）と同様の趣旨  
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を行使する地位にない」とされる一方、中継電話市場やＡＤＳＬ市場では約５割又

は約４割のシェア（ＮＴＴコミュニケーションズの県間・通話回数シェアは４５．８％、

ＮＴＴ東西のＡＤＳＬシェアはそれぞれ３８．２％、３９．９％）をもつ事業者が「市場

支配力を行使する地位にある」とされています。 

「市場支配力を行使する地位にある」とする判断基準を明確にしていただきたい

と考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

６６ 

 

 

1-6 (5) 

① 

 

【総務省案】 

・ 固定電話領域内では、加入部分について、急増しつつある新型直収電話や、Ｆ

ＴＴＨへの移行により利用可能となる０ＡＢＪ－ＩＰ電話の急拡大など、ＮＴＴ加入

電話の代替サービスをめぐる市場環境の変化が激しいため、これらのサービス

の契約数や料金、サービス内容、事業者の参入退出等の動向に注視していく

必要がある。 

 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。 

・ 特にFTTH移行に伴い拡大する光0AB-J IP電話との競争においては、FTTHの

普及度合いにより地域間に格差が生じることが考えられるため、非競争地域に

おける市場支配力の行使に注意することが必要と考えます。非競争地域にお

ける市場支配力に基づく独占利潤を用いて、競争地域においても間接的に市

場支配力を行使することが可能となり、競争環境を歪めることが懸念されます。

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】
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６６ （５）③ 【総務省案】 

ＮＴＴ東西の固定電話市場における市場支配力の行使については、競争政策の

適切な運用により、引き続き注意深く監視するとともに、固定電話市場における市

場支配力を梃子として、隣接市場に利用する動き等についても注意していくことが

必要である。 

 

【意見】 

弊社は第一種指定電気通信設備を設置する事業者として、ネットワークのオープ

ン化に努めるとともに他の事業者を公平に取り扱っており、ご指摘のような懸念（固

定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接市場に利用する）はないものと

考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ １－６（２）（P64） と同様の趣旨 

参考１ －Ａ  公衆電話サービスに関する主要指標の分析 

１ －Ａ －１  サービスの規模 

６８ （１） 【総務省案】 

ユニバーサルサービスの提供義務が課せられているＮＴＴ東西以外の事業者は

第一種公衆電話を設置しておらず、また、ＮＴＴ東西も収支を考慮して不採算施設を

撤去している。 

なお、このような背景もあり、公衆電話施設は、現在ではＮＴＴ東西による独占状

態となっている。 

 

【意見】 

「独占状態となっている」を「だけが提供している」に表現を修正願います。 

不採算事業であるため他事業者の参入がなく（又は撤退があり）、結果としてユ

ニバーサルサービス提供責務のあるＮＴＴ東西だけがサービスを維持していること

を明確にしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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７０ （２） 【総務省案】 

なお、(1)で述べたように、ＮＴＴ東西以外の事業者は公衆電話施設を設置してい

ないことから、結果として市内・市外通話はＮＴＴ東西、県外通話はＮＴＴコミュニケー

ションズによる独占状態となっている。 

 

【意見】 

「独占状態となっている」を「だけが提供している」に表現を修正願います。 

不採算事業であるため他事業者の参入がなく（又は撤退があり）、結果としてユ

ニバーサルサービス提供責務のあるＮＴＴ東西だけがサービスを維持していること

を明確にしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ １－Ａ－１（P68） と同意見 

参考１ －Ｂ  固定電話の各サービスにおける主な料金 

７５ （１） 【総務省案】 

（１）ＮＴＴ加入電話、マイライン、ＣＡＴＶ電話の料金 

【意見】 

別添資料２のとおり料金やサービスに関する記述を追加願います。 

（追加する内容のポイント） 

・ ＮＴＴ加入電話は多数のＡＤＳＬ、ＩＳＰに対応しており、お客様の選択肢が豊富

であることを記載。（新型直収電話の欄に対応しているＡＤＳＬ、ＩＳＰが記載され

ていることとのバランス） 

・ ＮＴＴ加入電話は多数のマイライン事業者に対応していることを記載。また、そ

の代表例として、日本テレコム殿及びＫＤＤＩ殿のマイラインの通話料金等を記

載。 

【東日本電信電話株式会社】
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第２章 隣接市場との相互関係 

頁 段 

落 

意 見 総務省の考え方 

２ －１  固定電話市場と隣接市場 

２ －１ －１  固定電話市場を取り巻く市場 

２ 要約 【総務省案】 

・ 固定電話の加入部分におけるNTT東西の市場支配力が圧倒的。この市場支配

力に由来するインターネット接続市場・移動体通信市場への影響力の可能性を

分析することが必要。 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。尚、今後、固定電話市場と隣接市場との相関関

係を注視していく際には、IP化への移行を踏まえた上で、NTTグループのボトル

ネック性、ドミナント性を念頭においていただく必要があると考えます。 

・ 具体的には、NTT グループの次世代ネットワーク（NGN）の構築の際の、NTT 東

西と NTT ドコモとの連携や、NTT 東西が既存網における市場支配力やボトルネ

ック性を維持したまま NGN への移行を行うこと等が該当するものと考えます。 

・ 更に、県内/県間、東日本/西日本、固定/移動の IP ベースのシームレスなサー

ビスの提供を NGN のネットワーク構築にて実現することが NTT グループの中期

経営戦略において計画されており、これについても NTT 東西と NTT ドコモの連

携等に関して留意することが必要であると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】
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２ －１ －２  固定電話市場の市場支配力と隣接市場 

４  【総務省案】 

・ 固定電話市場の加入部分におけるＮＴＴ東西のシェアは圧倒的であり、この市

場支配力を梃子として、隣接市場における事業者間競争に利用することへの懸

念が存在する。したがって、固定電話市場の市場支配力に由来する影響力の

経路を検証していくことが必要である。また、移動体通信市場との間では、携帯

電話・ＰＨＳ市場におけるＮＴＴドコモの市場シェアは５４．１％（０５年１２月）を維

持していることから、固定電話市場からの経路のみではなく、移動体通信市場

からの市場支配力の影響も考慮する必要がある。 

・ 以上を踏まえ、次のそれぞれ２つのサービス間における相互関係の有無につい

て、利用者の事業者選択を分析することによって検証を試みる。 

・ 【インターネット接続市場との関係】 

① 固定電話の加入部分とＡＤＳＬ 

② 固定電話の加入部分と０５０－ＩＰ電話 （※ＩＳＰの選択を代理変数とする）

③ 中継電話とＡＤＳＬ 

④ 中継電話と０５０－ＩＰ電話 

⑤ ＡＤＳＬと０５０－ＩＰ電話 

 

【意見】 

・ 「固定電話市場の市場支配力に由来する影響力の経路を検証していくことが必

要」とする、総務省殿の見解に賛同します。 

・ しかしながら、インターネット接続市場との関係に、FTTH及び0AB-J IP電話との

関係についても分析することが必要と考えます。特に、0AB-J IP電話は、固定

電話の加入部分及び通話を代替するものであるとともに、現状85万契約程度と

はいえ、今後普及していくことが考えられるサービスであり、固定電話市場の市

場支配力に由来する影響力の経路を検証する対象として必須と考えます。 

・ また、FTTHはすでにNTT東西が市場支配力を有する水準にあると評価（本競争
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評価案 「3-3-8 2005年度の競争状況の評価」）されており、0AB-J IP電話は主

にFTTHに付随するサービスとして普及しています。固定電話市場とブロードバ

ンド市場の双方に重畳するサービスとされている0AB-J IP電話（本競争評価案

「図表2-1-1 ① 固定電話市場と隣接市場の関係」）は、ともに市場支配力が存

在するとされている市場に関係するものであるため、相互関係を検討することが

必要と考えます。 

・ さらに、この部分に限らず、0AB-J IP電話は本評価案の様々な部分において触

れられておりますが、0AB-J IP電話に特化して十分な評価が行われていないよ

うに見受けられます。0AB-J IP電話に関しても、より詳細な評価を行うことが必

要であり、今回個別の評価が行われていない理由を明確にすべきであると考え

ます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

２ －２  インターネット接続市場との関係 

２ －２ －１  固定電話（加入部分）とＡ Ｄ Ｓ Ｌ  

７～８  【総務省案】 

その結果、事業者選好に一定の傾向が見出された。すなわち、固定電話でＮＴ

Ｔ東西を利用しているユーザは、ＡＤＳＬでもＮＴＴ東西を利用している比率が比較

的高い（３６．０％）。しかし、逆に固定電話でＮＴＴ東西以外を利用しているユーザ

は、ＮＴＴ東西を利用している比率は１６．７％にとどまる。 

（中略） 

その結果、事業者選好に一定の傾向が見出された。固定電話でＮＴＴ東西を利

用しているユーザは、ＩＳＰでもＮＴＴグループを利用している比率が比較的高い（１

９．４％）。しかし、逆に固定電話でＮＴＴ東西以外を利用しているユーザは、ＮＴＴ
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系のＩＳＰを利用している比率が非常に低い（４．７％）。 

 

【意見】 

・ 「事業者選好に一定の傾向が見出された」と記述されておりますが、固定電話

でＮＴＴ東西を利用しているユーザがＡＤＳＬでもＮＴＴ東西を利用している比率

（３６．０％）は、全体の比率（３４．８％）とほとんど変わりません。また、ＩＳＰでも

ＮＴＴグループを利用している比率（１９．４％）も全体の比率（１８．４％）とほとん

ど変わりません。 

・ 一方、固定電話でＮＴＴ東西以外を利用しているユーザがＮＴＴグループのＡＤＳ

ＬやＩＳＰを利用している比率は「非常に低い」と記述されておりますが、そもそも

他事業者の直収電話の場合は、サービス構成上自社系列のＡＤＳＬやＩＳＰしか

選択できません。（ＮＴＴグループのＡＤＳＬやＩＳＰは現実には選択できないた

め、理論的には利用比率はゼロとなるはずです。） 

・ つまり、ＮＴＴ東西の固定電話は多数のＡＤＳＬやＩＳＰに対応しているため、お客

様の選択が可能ですが、他事業者の直収電話は選択の余地がないことから、

この比較をもって事業者選考に一定の傾向があると判断することはできないと

考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

７～８  【総務省案】 

２－２－１ 固定電話（加入部分）とＡＤＳＬ  

〔中 略〕 

その結果、事業者選好に一定の傾向が見出された。すなわち、固定電話でＮＴ

Ｔ東西を利用しているユーザは、ＡＤＳＬでもＮＴＴ東西を利用している比率が比較

的高い（３６．０％）。しかし、逆に固定電話でＮＴＴ東西以外を利用しているユーザ

は、ＮＴＴ東西を利用している比率は１６．７％にとどまる。ＮＴＴ東西以外を利用し

ているユーザは、固定電話で利用している事業者又はその系列のＡＤＳＬ事業者

を選択する傾向が強いと考えられる。 
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〔中 略〕 

 その結果、事業者選好に一定の傾向が見出された。固定電話でＮＴＴ東西を利

用しているユーザは、ＩＳＰでもＮＴＴグループを利用している比率が比較的高い（１

９．４％）。しかし、逆に固定電話でＮＴＴ東西以外を利用しているユーザは、ＮＴＴ

系のＩＳＰを利用している比率が非常に低い（４．７％）。ＡＤＳＬと同様、ＮＴＴ東西

以外を利用しているユーザは、固定電話で利用している事業者又はその系列のＩ

ＳＰを選択する傾向が強いと考えられる。 

 

【意見】 

・ 図２－２－１①及び図２－２－１②において、固定電話でＮＴＴ東西を利用している

ユーザは、ＡＤＳＬ及びＩＳＰについてソフトバンクＢＢ殿を選択しているユーザが最

も多く（それぞれ４０．１％、２２．７％）、虚心坦懐に見るならば、「固定電話でＮＴＴ

東西を利用しているユーザは、ソフトバンクＢＢ殿のＡＤＳＬ及びＩＳＰを選択する傾

向が強い」と分析されることが自然と考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

２ －２ －３  Ａ Ｄ Ｓ Ｌ とＩ Ｓ Ｐ  

１２  【総務省案】 

図２－２－３①は、ＡＤＳＬの利用者に対し、ＡＤＳＬとＩＳＰのそれぞれの事業者

選好を尋ねた結果を示したものである。なお、ＡＤＳＬは５区分の選択肢（ＮＴＴ東

西、ソフトバンクＢＢ、イー・アクセス、アッカ・ネットワークス、その他）、ＩＳＰは７区

分の選択肢（ＮＴＴグループ、ＢＩＧＬＯＢＥ、ＤＩＯＮ、＠ｎｉｆｔｙ、ｓｏ－ｎｅｔ、Ｙａｈｏｏ！Ｂ

Ｂ、その他）とした。 

この両者の関係は、ＡＤＳＬ事業者の事業戦略が明確に現れる結果となった。

ソフトバンクＢＢのＡＤＳＬを選択した場合は必ず自社のＩＳＰを選択する形（ソフト

バンクＢＢ利用者の１００％がＹａｈｏｏ！ＢＢを選択）となるが、ＮＴＴ東西やイー・ア

クセス、アッカ・ネットワークスのＡＤＳＬの場合はＩＳＰの選択が原則自由に行え

る。ただし、後者の場合にも、事業者間の提携等を反映した割引料金や営業戦略
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により、一定の事業者選好のパターンを示している。例えば、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ

利用者の４３．５％がＮＴＴグループのＩＳＰを選択しているが、ＮＴＴコミュニケーショ

ンズと資本関係のあるアッカ・ネットワークスのＡＤＳＬ利用者も３４．７％がＮＴＴグ

ループのＩＳＰを選んでいる。 

ＡＤＳＬへの加入時には、利用者が販促キャンペーン等を利用してＡＤＳＬとＩＳＰ

をセットで選択することが一般的であり、その後にＩＳＰを変更することもあるもの

の、加入時のサービス選択が利用者の事業者選好パターンに影響しているものと

考えられる。 

 

【意見】 

・ 弊社のＡＤＳＬは多数のＩＳＰに対応しているため、消費者の選好を測ることが可

能ですが、ソフトバンクＢＢ殿はＩＳＰの選択ができず、イー・アクセス殿やアッカ・

ネットワークス殿等もＩＳＰの選択の範囲は当社に比べて制約があるため、同列

での比較はできないと考えます。 

・ また、「ＩＳＰを変更することもあるものの、加入時のサービス選択が利用者の事

業者選好パターンに影響している」との記述がありますが、お客様にとってはＩＳ

Ｐの変更はメールアドレスの変更を伴うため、むしろＡＤＳＬ事業者を変更する

方が心理的な抵抗は少ないとも考えられます。（販促キャンペーンは、新規加

入の時だけでなく、事業者変更の際にも適用されるため、料金面でのスイッチ

ングコストも高くありません。）ご指摘の記述を裏付ける理由についてご教示い

ただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

２ －２ －４  固定電話市場とインターネット接続市場 

１３  【総務省案】 

以上、固定電話とＡＤＳＬ（ＩＳＰ含む）の事業者選択に関する消費者選択に関す

る消費者選好を分析した。ＡＤＳＬとＩＳＰの関係は、サービス構成上、同一の事業

者を選択する傾向が強くなるのは当然だろう。しかし、固定電話とＡＤＳＬ、固定電

※ ２－２－１（P7）の意見と同意見 
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話とＩＳＰの関係においても、サービス上必ずしも必然的な関係はないにも係らず、

同一の事業者・グループを選択する傾向が得られた。 

 

【意見】 

・ ＮＴＴ東西の固定電話は多数のＡＤＳＬやＩＳＰに対応しているため、お客様の選

択が可能ですが、他事業者の直収電話は選択の余地がないことから、この比

較をもって事業者選考に一定の傾向があると判断することはできないと考えま

す。 

・ また、「ＡＤＳＬとＩＳＰの関係は、サービスの構成上、同一の事業者を選択する

傾向が強くなるのは当然」との記述がありますが、これはソフトバンク殿のＡＤＳ

Ｌについて言えることで、弊社のＡＤＳＬのように多数のＩＳＰに対応しているケー

スにはあてはまりません。 

【東日本電信電話株式会社】

１３  【総務省案】 

しかし、固定電話とＡＤＳＬや、固定電話とＩＳＰの事業者選択に相関が働く傾向

があるとすれば、固定電話で９０％のシェアを超える既存事業者に対し、ＡＤＳＬ市

場での競争において有利に働く可能性は否定できない。 

日本のＡＤＳＬサービスは、世界でも最も進んだアンバンドリング規制が採用さ

れた結果、活発な競争が展開され、既存事業者のシェアは世界で最も低水準に

ある（図表２－２－４①）。しかし、近年では、ＡＤＳＬやＩＳＰにおけるＮＴＴグループ

のシェアが年々上昇し、ＡＤＳＬで競争の牽引役を果たしたソフトバンクＢＢのシェ

アが低下する傾向にある。したがって、本分析で示唆された消費者選好のパター

ンが、事業者間の有効な競争から生じたものではなく、ＮＴＴ東西の固定電話にお

ける市場支配力を梃子としてＡＤＳＬ市場での競争に利用しようとする企業行動か

ら生じているのではないかという観点から、固定電話市場とＡＤＳＬ市場との相互

関係をＩＳＰも考慮に入れつつ詳細に観察していくことが必要である。具体的には、

ＮＴＴ東西による両市場にまたがる共同営業の排除や適正な会計分離の徹底等

 



 53

について、注視を続ける必要がある。 

 

【意見】 

・ ２－２－１（２－７～８頁）及び２－２－３（２－１２頁）に対する意見で述べたとお

り、固定電話・ＡＤＳＬ・ＩＳＰの選択にあたって、サービス構成上大きな制約があ

るのは他事業者のサービスの場合です。弊社の固定電話・ＡＤＳＬの場合は、

多数のＡＤＳＬ・ＩＳＰの中から選択することが可能であり、このことがお客様に支

持されているものと考えます。 

・ また、競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理

由がネットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているもの

なのか、各事業者の営業努力の結果であるのか等、定性的な要因について十

分に分析を行っていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

２ －３  移動体通信市場との関係 

２ －３ －１  固定電話（加入部分）と携帯電話・Ｐ Ｈ Ｓ  

１４  【総務省案】 

その結果、固定電話でＮＴＴ東西を利用しているユーザは、携帯電話・ＰＨＳでＮ

ＴＴドコモを選択する比率が高く（４６．５％）、同様にＫＤＤＩを利用しているユーザ

は、ａｕを選択する比率が高い（５０．０％）。したがって、固定電話と携帯電話・ＰＨ

Ｓの事業者選好には一定の傾向が見出されると言える。 

 

【意見】 

・ 「事業者選好には一定の傾向が見出される」「一定の相関が存在する」と記述さ

れておりますが、固定電話でＮＴＴ東西を利用しているユーザが携帯・ＰＨＳでド

コモを利用している比率（４６．５％）は全体の比率（４５．０％）とほとんど変わり

ません。 

したがって、この調査結果だけで「事業者選好には一定の傾向が見出される」と
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判断することはできないと考えます。 

・ また、仮にＫＤＤＩ殿（固定電話と携帯電話を 1 社で提供している）の場合に、「相

関が高い」と言えるとしても、ＮＴＴグループの場合にはそれぞれ別会社として事

業運営を行っており、また、他の事業者を公平に取り扱っていることから、ＫＤＤ

Ｉ殿の事例をもってＮＴＴグループにもそれがあてはまると判断するのは、論理の

飛躍があると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

２ －３ －３  インターネット接続と携帯電話・Ｐ Ｈ Ｓ  

１８  【総務省案】 

その結果、インターネット接続でＮＴＴグループを選択しているユーザ（ＦＴＴＨ、Ａ

ＤＳＬ及びＩＳＤＮ）は、携帯電話・ＰＨＳでもＮＴＴドコモを選択している比率が比較的

高いことが認められる。ここでも、異なるサービス間での消費者選好に一定の相

関が存在することが伺える結果となった。 

 

【意見】 

・ インターネット接続でＮＴＴグループを選択している場合の比率は、ＦＴＴＨ（５３．

８％）、ＡＤＳＬ（４８．４％）、ＩＳＤＮ（５１．６％）と全体の比率（４６．０％）とあまり

変わらず、むしろＤＵ（３６．７％）の場合は、非常に低くなっています。 

したがって、この調査結果だけで「事業者選好には一定の傾向が見出される」と

判断することはできないと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ ２－３－１（P14）の意見と同意見 

２ －３ －４  固定電話市場と移動体通信市場 

１９  【総務省案】 

固定電話の事業者選択について、加入部分でも中継電話の通話部分でも、携

帯電話・ＰＨＳの事業者選択と同一の事業者・グループを選択する傾向が強く出

た。 

（中略）しかし、固定電話と携帯電話・ＰＨＳの事業者選択に相関が働く傾向が
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あるとすれば、固定・移動の両市場で事業を行う事業者・グループにとって、固定

電話で圧倒的に大きなシェアを有することが、携帯電話・ＰＨＳ市場での競争にお

いて有利に働く可能性は否定できない。また、携帯電話・ＰＨＳ市場で大きなシェ

アを有することが、固定電話市場での競争にさらに有利に働く可能性もある。 

また、携帯電話・ＰＨＳ市場とインターネット市場との間でも、事業者選択に相関

が見られたため、インターネット接続市場に対して、固定電話市場と携帯電話・Ｐ

ＨＳ市場の双方から市場支配力に基づく何らかの影響が及ぶ可能性もある。 

（中略）このような変化の中で、固定電話市場と移動体通信市場はもちろん、イ

ンターネット接続市場も含めた３つの隣接市場間での関係を継続的に分析しつ

つ、一つの市場での市場支配力を梃子として、他の市場での競争に乱用しようと

する企業行動を監視していくことが必要である。特にＮＴＴグループは固定電話市

場で９割を超える圧倒的なシェアを持つと同時に、携帯電話市場でも５割超、イン

ターネット接続市場でもＡＤＳＬ市場で約４割、ＦＴＴＨ市場で約６割のシェアを有し

ており、固定電話市場を源泉とする市場支配力のみならず、その他の市場を源泉

とする市場支配力についても注視すべきである。 

 

【意見】 

・ ２－２－１(２－７～８頁)及び２－３－１（２－１４頁）などに対する意見で述べたと

おり、この調査結果だけで「相関が働く傾向がある」とは判断できないと考えま

す。 

・ また、弊社は第一種指定電気通信設備を設置する事業者として、ネットワーク

のオープン化に努めるとともに他の事業者を公平に取り扱っております。 

・ 競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理由が

ネットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものなの

か、各事業者の営業努力の結果であるのか等、定性的な要因について十分に

分析を行っていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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１９  【総務省案】 

・特に、NTTグループは、固定電話市場で9割を超える圧倒的なシェアをもつと同時

に、携帯電話市場でも5割超、インターネット接続市場でもADSL市場で約4割、FTTH

市場で約6割のシェアを有しており、固定電話市場を源泉とする市場支配力のみな

らず、その他の市場を源泉とする市場支配力についても注視すべきである。 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。尚、今後、固定電話市場と隣接市場との相関関

係を注視していく際には、IP化への移行を踏まえた上で、NTTグループのボトル

ネック性、ドミナント性を念頭においていただく必要があると考えます。 

・ 具体的には、NTT グループの次世代ネットワーク（NGN）の構築の際の、NTT 東

西と NTT ドコモとの連携や、NTT 東西が既存網における市場支配力やボトルネ

ック性を維持したまま NGN への移行を行うこと等が該当するものと考えます。 

・ 更に、県内/県間、東日本/西日本、固定/移動の IP ベースのシームレスなサー

ビスの提供を NGN のネットワーク構築にて実現することが NTT グループの中期

経営戦略において計画されており、これについても NTT 東西と NTT ドコモの連

携等に関して留意することが必要であると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

※ ２－１―１（P２）、２－３－４（P１９）、 

２－４（P21）の意見と同意見 

２ －４  固定電話市場と隣接市場との相互依存関係に関する評価 

２０ 要約 【総務省案】 

・固定電話市場での事業者選好とインターネット接続市場での事業者選好には、一

定の相関が存在。 

・固定電話市場での事業者選好と移動体市場での事業者選好にも、一定の相関が

存在。 
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【意見】 

固定電話市場支配力と隣接市場の間で相関関係が認められたことに対し、原因の

分析が必要と考えます。ボトルネック設備だけでなく、ＮＴＴグループのブランド力な

どが競争に及ぼす影響についても検証すべきと考えます。 

【イー・アクセス株式会社】

２０ （１） 【総務省案】 

（1) 固定電話市場での事業者選好とインターネット接続市場での事業者選好に

は、一定の相関が存在。 

（中略）これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した

結果であり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、固定電話市場で不可欠設備

を保有するＮＴＴ東西のシェアが圧倒的となるため、固定電話市場における市場

支配力を梃子として、隣接市場であるインターネット接続市場で利用する可能性

について、注視していくことが必要である。（例えば、１１６番号によるＦＴＴＨ等の新

規サービス受付等の営業活動の抑制など、固定電話市場と隣接市場との間での

情報、会計等に関するファイヤウォールの徹底を図ること等が挙げられる。） 

 

【意見】 

・ ２－２－１(２－７～８頁)及び２－３－１（２－１４頁）などに対する意見で述べたと

おり、この調査結果だけで「一定の相関がある」とは判断できないと考えます。 

・ ブロードバンド市場で弊社のシェアが伸びているのは、①積極的な設備投資に

よるサービスエリアの拡大、②多数のＩＳＰや放送サービスに対応しており、お

客様の選択肢が豊富、③多種多様な新サービスの投入、④回線開通工事期間

の短縮などお客様サービスの改善、等の施策がお客様に支持されている結果

であると考えます。 

・ また、弊社は第一種指定電気通信設備を設置する事業者として、ネットワーク

のオープン化に努めるとともに他の事業者を公平に取り扱っております。 
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・ 競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理由が

ネットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものなの

か、各事業者の営業努力の結果であるのか等、定性的な要因について十分に

分析を行っていただきたいと考えます。 

・ なお、仮に市場支配力の隣接市場への影響を「注視していく」としても、そのこと

から、「例えば、１１６番号によるＦＴＴＨ等の新規サービス受付等の営業活動の

抑制など、固定電話市場と隣接市場との間での情報、会計等に関するファイヤ

ウォールの徹底を図ること等が挙げられる」といった新たな行為規制を導くのは

論理の飛躍であり、また、お客様利便やサービス向上の観点から問題が大き

いため、記述は削除していただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

２０ （１） 【総務省案】 

（１）固定電話市場での事業者選好とインターネット接続市場での事業者選好に

は、一定の相関が存在。 

〔中 略〕 

これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した結果で

あり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、固定電話市場で不可欠設備を保有

するＮＴＴ東西のシェアが圧倒的であるため、固定電話市場における市場支配力

を梃子として、隣接市場であるインターネット接続市場で利用する可能性につい

て、注視していくことが必要である。（例えば、１１６番号によるＦＴＴＨ等の新規サ

ービス受付等の営業活動の抑制など、固定電話市場と隣接市場との間での情

報、会計等に関するファイヤウォールの徹底を図ること等が挙げられる。 

 

【意見】 

・ 弊社は固定電話に係るメタルの加入者設備を保有しているが、この不可欠設備

を保有していることによる弊害を除去し、公正な競争環境を整備するため、電気

通信事業法の厳格な第一種指定電気通信設備制度による接続規制を及び禁
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止行為が適用されており、市場支配力を行使することができない状況となってい

ます。 

・ このような状況の中で、評価（案）は固定電話市場における市場支配力を梃子と

して隣接市場で利用する可能性が高いとの前提に立って、「固定電話市場にお

ける市場支配力を梃子として隣接市場で利用する可能性について注視していく

ことが必要である」と言及していますが、このような記載は、あたかも弊社が不

法行為を行っているかのような誤解を与えかねず、また、企業イメージを損なう

ことにもなりかねないので、適切な表現に修正していただきたいと考えます。 

さらに、その内容は詳らかではないが、「固定電話市場と隣接市場であるイ

ンターネット市場との間で情報及び会計等に関するファイアーウォールの徹底

を図る」との例示を行い、現行法の規制を上回る規制強化を示唆することは、

競争評価の枠組みを超えるものであり、このような例示は削除していただきた

いと考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

２０ （１） 【総務省案】 

（１）～固定電話市場で不可欠設備を保有するＮＴＴ東西のシェアが圧倒的であるた

め、固定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接市場であるインターネ

ット接続市場で利用する可能性について、注視していくことが必要である。（例え

ば、１１６番号によるＦＴＴＨ等の新規サービス受付等の営業活動の抑制など、固

定電話市場と隣接市場との間での情報、会計等に関するファイヤウォールの徹

底を図ること等が挙げられる。） 

 

【意見】 

第 2 章 2-4(1)につきまして、本内容を平成 17 年度評価案に明確に記述して頂

いたことについて、御礼申し上げると共に強く賛同致します。弊社としましては、公

正な競争環境を継続して維持する為にも本内容の評価は非常に重要な要素と考

えております。 
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よって、「固定電話市場における市場支配力を梃子として、隣接市場であるイン

ターネット接続市場」で利用していないかについては、継続して貴省にて注視して

頂くと共に、「固定電話市場における市場支配力」の濫用や「両市場にまたがる共

同営業」を監視、防止するため、また両市場間の「情報、会計等に関するファイヤ

ウォール」を徹底するために、より有効に競争評価が機能するよう、ＮＴＴ東西殿に

よる活用業務認可条件の遵守状況を監視または確実に担保する仕組みの制度

化等について政策提言して頂きますよう要望します。 

【株式会社ケイ・オプティコム】

２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省案 

固定電話市場での事業者選好とインターネット接続市場での事業者選好には、一

定の相関が存在。 

＜略＞・・これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した

結果であり、競争上直ちに問題となるわけではないが、固定電話市場で不可欠設

備を保有するＮＴＴ東西のシェアが圧倒的であるため、固定電話市場における市

場支配力を梃子として、隣接市場であるインターネット接続市場で利用する可能

性について、注視していくことが必要である。 

 

固定電話市場での事業者選好と移動体通信市場での事業者選好には、一定の

相関が存在。 

＜略＞・・これらの消費者のサービス選考パターンは、企業ブランド等も反映した

結果であり、競争上直ちに問題となるわけではないが、ＮＴＴグループは固定電話

市場で９割超、携帯電話市場で過半のシェアを有しているため、また固定電話サ

ービスの不可欠設備としての第一種指定電気通信設備や、これに準ずる移動体

通信サービスの第二種指定電気通信設備を保有していることから、市場支配力

の隣接市場への影響や複数事業者による共同支配力について注視することが必

要である（例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモの共同営業の禁止等が挙げられる）。 

 

 

例１ 
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２１ 

 

（３） 同一の事業者・グループによる囲い込み（ロックイン）が強まり、スイッチングコスト

が必要以上に高まることによって、消費者利益が逆に低下する可能性もあるた

め、市場の競争環境を注意深く把握し、適切な競争政策の整備・運用を検討して

いくことが必要となるだろう（例えば、自らのグループのみならず、他の事業者や

グループによるサービスのバンドル化に対する応諾義務を課すこと等が挙げられ

る） 

 

意見 １ 

固定電話市場におけるＮＴＴ東・西の圧倒的シェアと隣接市場でのお客様による

事業者選好には、強い相関関係がある。固定電話市場における市場支配力が隣

接市場で梃子として利用されている。 （非価格競争力であるブランド力等） 

 （例）ＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモの連携、ＮＴＴ東・西とぷららネットワークスの連携 

 

【理由】 

インターネット接続市場は、ダイヤルアップ接続から始まり、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨへとブ

ロードバンド化が進展。ダイヤルアップ接続全盛の時代、ＮＴＴ東・西の固定電話

市場での市場支配力が、そのままインターネット接続市場での市場支配力となっ

ていた。ＡＤＳＬの出現・普及により、一時的にはＮＴＴ東・西のインターネット接続

市場における支配力が低減したが、メタル回線から光ファイバへのリプレースが

進むに従い、固定電話市場での優位性とＦＴＴＨでの事業者選好との相関関係が

改めて強化されつつある。また、携帯電話市場での事業者選好においても、固定

電話での圧倒的なＮＴＴブランドがＮＴＴドコモの選好に影響を及ぼしていると考え

られる。このため、固定電話市場における市場支配力が、隣接市場で梃子として

利用されている。 

 

意見 ２  

それぞれ約９４％及び約５６％のシェアを有するドミナント事業者である「ＮＴＴ東・

例２ 
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西」と「ＮＴＴドコモ」の統合サービスについては、競争をさらに制限するものであ

り、お客様の利便を低下させるものとして容認できない。 

 

【理由】 

  各事業者が行う統合サービスは原則として自由。ただし、それぞれドミナント事業

者であるＮＴＴ東・西とＮＴＴドコモによる統合サービス展開は、有効な競争を排除

することによって、結果的にお客様の利便性を低下させることになるため、認めら

れるべきではない。報告書案には、当該統合サービスで付すべき条件が例示

（Ｐ．７ 例１／例２）されているが、他グループとの差別化を図るという統合サービ

スの意義を考えると、ＮＴＴグループ各社が自らのグループと他グループを真に同

等に取り扱うことは想定し難い。 

【ＫＤＤＩ株式会社】

２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２１ 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

【総務省案】 

(2) 固定電話市場での事業者選好と移動体通信市場での事業者選好には、一定

の相関が存在。 

（中略）これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した

結果であり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、ＮＴＴグループは固定電話市

場で９割超、携帯電話市場で過半の市場シェアを有しているため、また固定電話

サービスの不可欠設備としての第一種指定電気通信設備や、これに準ずる移動

体通信サービスの第二種指定電気通信設備を保有していることから、市場支配

力の隣接市場への影響や複数事業者による共同支配力について注視することが

必要である。（例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの共同営業の禁止等が挙げられ

る。）。 

 

(3) 固定電話市場、インターネット接続市場、移動体通信市場の相互関係に注視 

同様に、通信サービスの利用者に対するアンケート調査の分析を、インターネ

ット接続市場と移動体通信市場との相互関係に適用したところ、この両市場の間
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でも同様の傾向が認められた。したがって、３つの市場の間において、異なる市場

間での同一の事業者・グループを選好する傾向は、通信サービスにおいてはある

程度一般的に認められるものと考えられる。 

（中略）ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣ、トリプルプレー等の進展に伴い、固定電話市

場、インターネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互依存関係

がさらに密接になることが予想されるため、この関係を精緻に分析し、固定電話

市場における市場支配力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支配力の

有無を監視していくことが重要となる。 

同一の事業者・グループによる囲い込み（ロックイン）が強まり、スイッチングコ

ストが必要以上に高まることによって、消費者利益が逆に低下する可能性もある

ため、市場の競争環境を注意深く把握し、適切な競争政策の整備・運用を検討し

ていくことが必要となるだろう（例えば、自らのグループのみならず、他の事業者

やグループによるサービスのバンドル化に対する応諾義務を課すこと等が挙げら

れる。）。 

 

【意見】 

・ ２－２－１(２－７～８頁)及び２－３－１（２－１４頁）などに対する意見で述べたと

おり、この調査結果だけで「一定の相関がある」とは判断できないと考えます。 

・ 弊社とＮＴＴドコモは、それぞれネットワークのオープン化に努めるとともに、他

の事業者を公平に取り扱っており、ご指摘のような懸念（市場支配力を隣接市

場に利用する等）はないものと考えます。 

・ なお、仮に市場支配力の隣接市場への影響を「注視していく」としても、そのこと

から、「例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの共同営業の禁止等が挙げられる」や

「例えば、自らのグループのみならず、他の事業者やグループによるサービス

のバンドル化に対する応諾義務を課すこと等が挙げられる」といった新たな行

為規制を導くのは論理の飛躍であり、また、お客様利便やサービス向上の観点

から問題が大きいため、記述は削除していただきたいと考えます。 
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【東日本電信電話株式会社】

２１ （２） 【総務省案】 

（２）固定電話市場での事業者選好と移動体通信市場での事業者選好には、一定

の相関が存在。 

〔中 略〕 

これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した結果で

あり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、ＮＴＴグループは固定電話市場で９

割超、携帯電話市場で過半の市場シェアを有しているため、また固定電話サービ

スの不可欠設備としての第一種指定電気通信設備や、これに準ずる移動体通信

サービスの第二種指定電気通信設備を保有していることから、市場支配力の隣

接市場への影響や複数事業者による共同支配力について注視することが必要で

ある（例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの共同営業の禁止等が挙げられる。）。 

 

【意見】 

・ 弊社は固定電話に係るメタルの加入者設備を保有しているが、この不可欠設備

を保有していることによる弊害を除去し、公正な競争環境を整備するため、電気

通信事業法の厳格な第一種指定電気通信設備制度による禁止行為規制を受

けており、特定の事業者のみ不当に特恵的に扱う若しくは不当に不利に扱うな

どの行為を禁止されています。 

・ したがって、ドコモ殿と他事業者を公平に取り扱う限りにおいて、ＮＴＴドコモ殿と

の共同営業も制度上可能というべきであり、仮に弊社とＮＴＴドコモ殿だけが共

同営業を禁止された場合は、お客様利便やサービスの向上の観点から問題で

あると考えます。 

・ また、評価（案）は市場支配力の隣接市場へ影響や複数事業者による共同支配

力が行使される可能性が高い、との前提に立って、「市場支配力の隣接市場へ

影響や複数事業者による共同支配力に注視することが必要である」と言及して

いますが、このような記載は、あたかも弊社が不法行為を行っているかのような
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誤解を与えかねず、また、企業イメージを損なうことにもなりかねないので、適切

な表現に修正していただきたいと考えます。 

・ さらに、その内容は詳らかではないが、「ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの共同営業の

禁止」との例示を行い、現行法の規制を上回る規制強化を示唆することは、競

争評価の枠組みを超えるものであり、このような例示は削除していただきたいと

考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

２１ （２） 【総務省案】 

（２）～ＮＴＴグループは固定電話市場で９割超、携帯電話市場で過半の市場シェア

を有しているため、また固定電話サービスの不可欠設備としての第一種指定電

気通信設備や、これに準ずる移動体通信サービスの第二種指定電気通信設備

を保有していることから、市場支配力の隣接市場への影響や複数事業者による

共同支配力について注視することが必要である（例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ

との共同営業の禁止等が挙げられる。） 

 

【意見】 

第 2 章 2-4(2)につきまして、本内容を平成 17 年度評価案に明確に記述して頂

いたことについて、御礼申し上げると共に強く賛同致します。弊社としましては、公

正な競争環境を継続して維持する為にも本内容の評価は非常に重要な要素と考

えております。 

よって、「市場支配力の隣接市場への影響」について、継続して貴省にて注視し

て頂くと共に、「複数事業者による共同支配力」が行使されていないか、またＮＴＴ

東西殿とＮＴＴドコモ殿による市場支配力を有する事業者同士の不当な営業行為

が為されていないか等について、より有効に競争評価が機能するよう、これらを監

視、防止する制度を政策提言して頂きますよう要望します。 

【株式会社ケイ・オプティコム】
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  【総務省案】 

これらの消費者のサービス選択パターンは、企業ブランド等も反映した結果で

あり、競争上直ちに問題となる訳ではないが、ＮＴＴグループは固定電話市場で９

割超、携帯電話市場で過半の市場シェアを有しているため、また固定電話サー

ビスの不可欠設備としての第一種指定電気通信設備や、これに準ずる移動体通

信サービスの第二種指定電気通信設備を保有していることから、市場支配力の

隣接市場への影響や複数事業者による共同支配力について注視することが必

要である（例えば、ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモとの共同営業の禁止等が挙げられ

る。）。 

 

【意見】 

・「また固定電話サービスの不可欠設備としての第一種指定電気通信設備や、こ

れに準ずる移動体通信サービスの第二種指定電気通信設備」とありますが、第

二種指定電気通信設備の概念は設備の不可欠性に着目されて導入されたもの

ではなく、「移動体通信事業者の設備は不可欠設備とはいえない」（「接続ルー

ルの見直しについて」の第一次答申：H12/12/21）とされていることから、不可欠

性を理由とした第一種指定電気通信設備と同様の性質のものとして扱うことは

不適当であるため、記載を削除すべきと考えます。 

 

・「共同支配力」とありますが、「共同支配力」とは何かをこれまでに定義しておら

ず、また今回の評価でも明らかになっていませんが、評価の段階になって基本

方針・実施細目に示されていない新しい概念を導入することは客観性・透明性に

欠ける評価であり不適切であるため、共同支配力に関する記載を削除すべきと

考えます。 

 

・また、市場支配力の隣接市場への影響を注視するとしても「ＮＴＴ東西とＮＴＴド

コモとの共同営業の禁止等」といった行為規制が「注視する」から導かれるのは
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論理に飛躍があることから、記載を削除すべきと考えます。 

【株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ】

２１ （２） 【総務省案】 

・ NTTグループは固定電話市場で9割超、携帯電話市場で過半の市場シェアを有

しているため、また固定電話サービスの不可欠設備としての第一種指定電気通

信設備や、これに準ずる移動体通信サービスの第二種指定電気通信設備を保

有していることから、市場支配力の隣接市場への影響や複数事業者による共同

支配力について注視することが必要である（例えば、NTT東西とNTTドコモとの

共同営業の禁止等が挙げられる。）。 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。尚、今後、固定電話市場と隣接市場との相関関

係を注視していく際には、IP化への移行を踏まえた上で、NTTグループのボトル

ネック性、ドミナント性を念頭においていただく必要があると考えます。 

・ 具体的には、NTT グループの次世代ネットワーク（NGN）の構築の際の、NTT 東

西と NTT ドコモとの連携や、NTT 東西が既存網における市場支配力やボトルネ

ック性を維持したまま NGN への移行を行うこと等が該当するものと考えます。 

・ 更に、県内/県間、東日本/西日本、固定/移動の IP ベースのシームレスなサー

ビスの提供を NGN のネットワーク構築にて実現することが NTT グループの中期

経営戦略において計画されており、これについても NTT 東西と NTT ドコモの連

携等に関して留意することが必要であると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

   【ボーダフォン株式会社】

※  ２－１－１（P２）、２－３－４（P１９）、 

２－４（P21）と同意見 

２１ （３） 【総務省案】 

（３）～ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣ、トリプルプレー等の進展に伴い、固定電話市場、イ
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ンターネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互依存関係がさら

に密接になることが予想されるため、この関係を精緻に分析し、固定電話におけ

る市場支配力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支配力の有無を監視し

ていくことが重要となる。同一の事業者・グループによる囲い込み（ロックイン）が

強まり、スイッチングコストが必要以上に高まることによって、消費者利益が逆に

低下する可能性もあるため、市場の競争環境を注意深く把握し、適切な競争政策

の整備・運用を検討していくことが必要となるだろう（例えば、自らのグループのみ

ならず、他の事業者やグループによるサービスのバンドル化に対する応諾義務を

課すこと等が挙げられる。）。 

 

【意見】 

第 2 章 2-4(3)につきまして、本内容を平成 17 年度評価案に明確に記述して頂

いたことについて、御礼申し上げると共に強く賛同致します。弊社としましては、公

正な競争環境を継続して維持する為にも本内容の評価は非常に重要な要素と考

えております。 

特に、ＮＴＴグループ殿の中期経営戦略では、ＮＴＴ東西殿とＮＴＴドコモ殿による

次世代ネットワークの構築を表明されていますが、この一体運営により、本当に公

正競争が確保されるのかが非常に懸念されます。 

よって、インターネット接続市場に対して、固定電話市場と移動体市場の双方か

ら市場支配力の影響が及ぶ可能性や、ＮＴＴグループが様々な市場で概ね過半

数以上のシェアを有しており、固定電話市場だけではなく、その他の市場の市場

支配力の影響力についても注視が必要なことから、ＦＭＣの進展等に伴うＮＴＴグ

ループによる市場の共同支配を防止する為にも、本文でも御指摘して頂いた通り

「複数事業者による共同支配力の有無」や「同一の事業者・グループによる囲い

込み（ロックイン）」、「他の事業者やグループによるサービスのバンドル化に対す

る応諾義務を課すこと」等について、継続して「適切な競争政策の整備・運用を検

討」して頂くと共に、これらを制度化する等の政策提言を実施して頂きますよう要
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望します。 

【株式会社ケイ・オプティコム】

 （３） 【総務省案】 

ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣ、トリプルプレー等の進展に伴い、固定電話市場、イン

ターネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互依存関係がさらに

密接になることが予想されるため、この関係を精緻に分析し、固定電話における

市場支配力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支配力の有無を監視して

いくことが重要となる。 

同一の事業者・グループによる囲い込み（ロックイン）が強まり、スイッチングコ

ストが必要以上に高まることによって、消費者利益が逆に低下する可能性もある

ため、市場の競争環境を注意深く把握し、適切な競争政策の整備・運用を検討し

ていくことが必要となるだろう（例えば、自らのグループのみならず、他の事業者

やグループによるサービスのバンドル化に対する応諾義務を課すこと等が挙げら

れる。）。 

 

【意見】 

・「複数事業者による共同支配力」とありますが、「共同支配力」とは何かをこれま

でに定義しておらず、また今回の評価でも明らかになっていませんが、評価の段

階になって基本方針・実施細目に示されていない新しい概念を導入することは客

観性・透明性に欠ける評価であり不適切であるため、共同支配力に関する記載

を削除すべきと考えます。 

 

・「固定電話における市場支配力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支

配力の有無を監視していくことが重要となる。」「適切な競争政策の整備・運用を

検討していくことが必要となるだろう（例えば、自らのグループのみならず、他の

事業者やグループによるサービスのバンドル化に対する応諾義務を課すこと等

が挙げられる。）。」とありますが、仮に固定電話における市場支配力の濫用の
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可能性を監視するとしても、「監視」することはあくまで競争状況を評価することで

あるにもかかわらず、「応諾義務を課すこと等」といった行為規制が「監視」する

から導かれるのは論理に飛躍があることから、記載を削除すべきと考えます。 

【株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ】

２１ （３） 【総務省案】 

ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣ、トリプルプレー等の進展に伴い、固定電話市場、インター

ネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互依存関係がさらに密接に

なることが予想されるため、この関係を精緻に分析し、固定電話における市場支配

力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支配力の有無を監視していくことが重

要となる。 

【意見】 

ＦＴＴＨへの移行やＦＭＣ、トリプルプレー等の進展に伴い、固定電話市場、インター

ネット接続市場、移動体通信市場の３市場にまたがる相互依存関係がさらに密接に

なることが予想されるため、この関係を精緻に分析し、固定電話における市場支配

力の濫用の可能性や、複数事業者による共同支配力の有無を監視していくことが重

要となる。 

これら３市場を含む通信市場の水平展開が予想されると同時に、通信、機器、プラッ

トフォーム、アプリケーションを含む垂直統合市場の展開が予想される。この時、固

定電話あるいは移動体通信における市場支配が、他のレイヤーにおける市場支配

につながらないように監視していくことが重要となる。 

【村上 裕康（個人）】
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【第２編】 

第３章 インターネット接続領域の市場分析 

頁 段 

落 

意 見 総務省の考え方 

３ －２  Ａ Ｄ Ｓ Ｌ 市場の主要指標の分析 

３ －２ －２  競争状況の分析 

３ －２ －２ －３  契約回線数の事業者別シェア 

２５ （３） 【総務省案】 

（３）主要国との比較 

図表３－２－２－３④には、主要国のＡＤＳＬ市場のシェアを示した。諸外国では

加入者回線を保有する既存事業者のシェアが日本に比べ総じて高い様子が見て

取れる。 

 

【意見】 

ＡＤＳＬやＣＡＴＶと同様、ＦＴＴＨについても諸外国との比較について記述していた

だきたいと考えます。具体的には、「諸外国ではまだ殆ど提供されていないが、日

本では設備を含めて激しい競争が展開されており、その結果ＦＴＴＨサービスが最も

普及している」旨の記述をしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

３－２－３ ２００５年度の競争状況の評価 

３０ 

 

 

 

３０ 

（３）① 

 

 

 

（４）① 

【総務省案】 

 （３）市場支配力の存在 

  ①ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある 

  （中略） 

（４）市場支配力の行使 
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３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 

 

  ①ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使する可能性は低い 

  （中略） 

（５）今後の注視事項 

   昨年度以降、ＡＤＳＬ市場の成長は減速し、２００５年度においては、その傾向が

顕著となった。ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットからのＦＴＴＨへの移行が本格化する

中で競争環境の変化に注視する必要がある。 

今後、ＡＤＳＬの契約回線数は全体として純減に転じることが予想され、その状況

下で競争優位にある特定事業者のシェアが急激に高まる可能性があり、注意を要

する。ソフトバンクＢＢをはじめとするＡＤＳＬの顧客獲得キャンペーンにも一時の勢

いはなく、市場が成熟する中で、暗黙の協調など複数の事業者による価格面等で

の協調的行動が発生する可能性もある。また、ＦＴＴＨへの移行に伴い、現行のＡＤ

ＳＬサービスの内容や品質の低下等によって消費者利益が減少する懸念にも注視

する必要がある。 

さらには、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化している状況において、ＦＴＴＨとＡ

ＤＳＬの両サービスを提供している事業者については、各市場における市場支配力

を「梃子」として活用し、一方のサービス市場においてその影響力を与える可能性

についても注意が必要である。 

 

【意見】 

・ 昨年度と同様にＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットを別市場として分析されて

おりますが、「ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットからＦＴＴＨへの移行が本格化」との

記述があるように、利用者からみて代替的な関係にあるサービスについては、市

場を細分化するのではなく、全体をブロードバンド市場として大括りに捉えた上

で、競争評価を行う必要があると考えます。 

・ また、市場の実態に即して、ブロードバンド市場全体で捉えれば、「マイグレーシ

ョン」という問題を提起する必要もないと考えます。ブロードバンド市場では、ＡＤ

ＳＬ単独事業者、ＦＴＴＨ単独事業者、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ兼業事業者、ＣＡＴＶ事業者、
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さらには、ＩＳＰ・ＡＤＳＬ兼業事業者、ＩＳＰ・ＦＴＴＨ兼業事業者、ＩＳＰと協業する事

業者等、様々な事業形態の事業者がそれぞれの事業戦略に基づいて激しい競

争を繰り広げており、競争は有効に機能していると考えます。また、激しい競争

が行われている以上、「サービス内容や品質の低下等によって消費者利益が減

少する懸念」も不要であると考えます。 

・ なお、「ＡＤＳＬ全体の契約回線数が純減に転じる」とどうして「競争優位にある特

定事業者のシェアが急激に高まる可能性がある」のか不明ですので、その理由

をご教示いただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

３０ （３）① 【総務省案】 

（３）市場支配力の存在 

① ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある 

前述したように、ＡＤＳＬ市場の地理的市場として画定された東日本におい

ては、ＮＴＴ東日本のシェアは３８．２％、ソフトバンクＢＢが３１．４％、西日本

におけるＮＴＴ西日本のシェアは３９．９％、ソフトバンクＢＢが３８．０％（図３

－２－２－３②参照）で、２社のシェアは拮抗状態にある。 

（中略）しかし、このような状況は、第一種指定電気通信設備の開放によって

競争事業者がＮＴＴ東西のメタルの加入者回線を利用できることから生まれ

ている。ＮＴＴ東西は、潜在的にはこの不可欠設備の利用に対する料金や各

種手続きを通じて競争事業者に影響を与えることのできる立場にある。 

以上のことから、ＮＴＴ東西は、単独で価格等に影響を与えうる地位にある

と判断するのが妥当である。 

 

【意見】 

・ 中継電話、０５０－ＩＰ電話、ＡＤＳＬのいずれの市場においても、「多数の事業者間

で料金競争を繰り広げている」のは同じであります。 

ところが、０５０－ＩＰ電話市場では約５割のシェアをもつ事業者が、「市場支配力

※ １－６－（３）、（４）（第１章 P６５）と同意見 
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を行使する地位にない」とされる一方、中継電話市場やＡＤＳＬ市場では約５割又は

約４割のシェア（ＮＴＴコミュニケーションズの県間・通話回数シェアは４５．８％、ＮＴ

Ｔ東西のＡＤＳＬシェアはそれぞれ３８．２％、３９．９％）をもつ事業者が「市場支配

力を行使する地位にある」とされています。 

「市場支配力を行使する地位にある」とする判断基準を明確にしていただきたいと

考えます。 

・ また、ＮＴＴ東西は不可欠設備を保有していることは事実ですが、それをオープン

化しており、そもそも「市場支配力を行使する地位にある」という評価自体が成り立

たないと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

３１ 

 

（５） 

 

【総務省案】 

（5) 今後の注視事項 

  昨年度以降、ＡＤＳＬ市場の成長は減速し、２００５年度においては、その傾向が

顕著となった。ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットからのＦＴＴＨへの移行が本格化する

中で競争環境の変化に注視する必要がある。 

今後、ＡＤＳＬの契約回線数は全体として純減に転じることが予想され、その状況

下で競争優位にある特定の事業者のシェアが急激に高まる可能性があり、注意を

要する。ソフトバンクＢＢをはじめとするＡＤＳＬの顧客獲得キャンペーンにも一時の

勢いはなく、市場が成熟する中で、暗黙の協調など複数の事業者による価格面等

での協調的行動が発生する可能性もある。また、ＦＴＴＨへの移行に伴い、現行のＡ

ＤＳＬサービスの内容や品質の低下等によって消費者利益が減少する懸念にも注

視する必要がある。 

さらには、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化している状況において、ＦＴＴＨとＡ

ＤＳＬの両サービスを提供している事業者については、各市場における市場支配力

を「梃子」として活用し、一方のサービス市場においてその影響力を与える可能性

についても注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 75

【意見１】 

本報告書では、各領域において、市場支配力を「梃子」として隣接市場の競争に利

用することについて注意深く監視や検証することが必要、との指摘がされています。し

かしながら具体的にどのような手法で梃子を特定し、どのように検証を行うのかといっ

た手法が明確にされていないものと考えます。今回の各分析においても、梃子を利用

したものがあるのかどうかの判断をどのように行っているのかが不明であり、明確化

を図るとともに、今後当該手法についての検討が必要と考えます。 

【ソフトバンクＢＢ部式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

 

【意見２】 

・ ブロードバンド市場については、第一種指定電気通信設備制度の存在や累次に

わたるネットワークのオープン化により、多種多様な新規事業者が市場に参入

し、活発な競争が繰り広げられており、両市場ともに参入障壁は低く、市場全体と

して事業者間での活発な競争が展開されており、ＡＤＳＬ市場、ＦＴＴＨ市場いずれ

においてもＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にはないものと認識

しています。 

・ 現に、ＣＡＴＶインターネット等を加えたブロードバンド市場全体で見れば、弊社の

フレッツＡＤＳＬとフレッツ光をあわせた西日本エリアにおけるシェアは平成１８年３

月末現在で３８％であり、さらに関西エリアにおいては３３％に過ぎません。 

・ ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨにおけるシェアの変動はユーザニーズの変化や事業者の事業戦

略等の様々な要因により生ずるもので、ブロードバンド市場全体を見れば、競争

は有効に機能しているものと考えます。 

・ したがって、当社のシェアが高まってきていることのみをとらえて、「ＦＴＴＨとＡＤＳ

Ｌの両サービスを提供している事業者については、各市場における市場支配力を
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「梃子」として活用し、一方のサービス市場においてその影響力を与える可能性

についても注意が必要である。」としている点については、あたかも弊社が不法行

為を行っているかのような誤解を与えかねず、また、企業イメージを損なうことに

もなりかねないので、適切な表現に修正していただきたいと考えます。 

 【西日本電信電話株式会社】

３ －３  Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ 市場の主要指標の分析 

全体  

 

【意見】 

・ 分岐方式の接続形態であるシェアドアクセスの料金体系においては、分岐回線

収容領域（光配線区域）の屋外スプリッタに収容される加入者数に応じて実質的

な接続料金の水準が定まる構造にあります。当該加入者数は、屋外スプリッタの

サービス提供可能エリアである光配線区域の情報により影響を受ける特性があ

るため、光配線区域の情報利用に関して、接続事業者とＮＴＴ東西の利用部門と

の間の同等性が確保されているか、実際の利用実態を踏まえ検証していただく

必要があると考えます。 

・ 現行のシェアドアクセスの接続料金が認可された際の情報通信審議会の答申

（平成１６年１２月２１日）においては、「ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本において、総

務省に対し、今後定期的に、光配線区域当たりの世帯数、シェアドアクセスへの

加入数、参入状況等の情報について報告を行うこと」とあります。 

・ 上記の検証にあたっては、この報告内容を踏まえるとともに、NTT東西が定める

光配線区域が、NTT東西が公表するとおり、所内装置の収容効率や配線ケーブ

ルを含めた構成設備全体でのコストの低廉化、開通工事の効率化、保守・運用

上から見た設備品質の確保等を考慮するとともに、既存の配線ルート、ケーブル

による道路横断の可否など、各地域の属性も勘案の上、設定されているかにつ

いても併せて検証していただく必要があると考えます。 

・ 競争評価案においては、FTTH市場におけるNTT東西のシェアが極めて高水準の

まま依然として上昇傾向にあると確認されていますが、そうした傾向の要因が、

NTT東西の特性として、指定電気通信設備の管理部門が同設備の利用部門と同
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一の事業体であることに起因しているとすれば、接続事業者とNTT東西の利用部

門との間の同等性確保の観点から問題となり得ます。 

・ 従って、これらの検証は、より本質的な競争評価を行い政策展開に反映するため

にも重要であると考えます。 

なお、平成１８年６月６日に開催された「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り

方に関する懇談会」において公正取引委員会からも、「NTT 東西が、分岐方式を採用

するための設備計画すらなく、分岐方式による競争業者との接続が不可能な状況に

あるにもかかわらず、分岐方式を前提とした廉価なサービス料金により顧客に対して

営業活動を行うことは独占禁止法上問題」との見解が示されているところであり、上

記の検証を踏まえ、公正競争政策の形成に適切に反映されることを期待します。 

【ソフトバンクＢＢ部式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

３ －３ －２  競争状況の分析 

３ －３ －２ －２  料金の推移等 

４２ （２） 【総務省案】 

昨年からの変化はなく据え置きしている事業者が多いが、変化として見られるの

は、電力系事業者には積極的に料金の引き下げを行っているところがある。 

 

【意見】 

弊社は、図表３－３－２－２①にあるように、「マンションタイプ・プラン２ハイパ

ー」（アクセス回線の速度を 100Mbps から 1Gbps に高速化）や「マンションタイプ・ミ

ニ」（最低利用者を 8 ユーザから 6 ユーザに引き下げ）を新たに投入し、実質的な値

下げを行っています。また、販売促進キャンペーンとして初期工事費を半額無料か

ら全額無料に拡大した他、多種多様な新サービス（光ＩＰ電話や多数の付加サービ

  



 78

ス）の提供に積極的に取り組んでおり、事実と異なります。 

【東日本電信電話株式会社】

３ －３ －３  部分市場としての集合住宅市場 

３ －３ －３ －２  事業者数／料金／事業者シェア／市場の集中度 

５６ （３） 【総務省案】 

これは、近年において、ＮＴＴ東西やＵＳＥＮ、ＫＤＤＩ、電力系事業者などの大手

事業者が集合住宅向けメニューをＡＤＳＬ並みの料金体系で提供してきており、棟

内配線も含めたビジネス展開を行っているため、マンション内ＩＳＰのシェアは次第

に減少し、大手事業者による寡占傾向が強まっていることが主な原因である。 

 

【意見】 

ＡＤＳＬ並みの料金で提供しているのは、マンション内ＩＳＰも弊社も同じでありま

す。シェアが変動している理由は、料金水準ではなく、サービス内容や品質（通信

速度、ＩＳＰが選択できる、光ＩＰ電話が利用できる等）の差にあると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

３ －３ －６  サービス競争と設備競争 

全体  【意見】 

・ 評価（案）においては、「ＦＴＴＨサービスの全国普及のためには、サービス競争に

とどまらず、設備ベースの競争が進むことが望ましい」とされているところです。 

・ 弊社としてもＦＴＴＨサービスの普及・拡大の観点から、弊社を含む設備構築事業

者の投資インセンティブを確保し、各事業者がインフラベースの競争を積極的に

行える環境整備を促すべきであると考えます。 

・ 現行のＮＴＴ東西の加入者光ファイバだけを指定電気通信設備とし、現時点にお

いてはコスト水準以下の接続料金で他事業者にも貸し出す義務を負わせる仕組

みは、自ら投資リスクを負って設備を構築するよりも借りる方が有利なルールで

あり、弊社の設備投資インセンティブを阻害するとともに、加入者光ファイバの接

続料がコスト水準以下に設定されていることが、結果として、他事業者の設備構
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築のインセンティブを損ない、健全な設備競争を阻害していると考えます。 

・ 弊社としては、他事業者が弊社に真に依存しなければならない設備（電柱、管路

等）に規制範囲を限定する等、これまでの規制の枠組みに捉われない大胆かつ

抜本的な規制緩和が必要であると考えます。 

・ 電柱・管路等の線路敷設基盤は、既に「公益事業者の電柱・管路等使用に関す

るガイドライン」に基づき開放されており、現に、電柱・管路を保有していないＣＡＴ

Ｖ事業者は、弊社や電力会社の電柱・管路を利用して自前で回線を敷設し、平成

１７年度末時点で２７００万以上の世帯にケーブルテレビ放送を提供するなど、意

欲さえあれば、自前で設備を敷設することが可能であります。 

・ 更に、ＮＴＴ東西は新たな電柱添架ポイントの開放、電柱添架手続きの簡素化等

も実施することとしており、競争事業者が光ファイバを自ら敷設できる環境は一層

整備されると考えられます。このような取組みを通じ、ＦＴＴＨサービスを提供しよう

とする事業者は、自前で設備を構築することが一層容易となり、ＮＴＴ東西の加入

者光ファイバにもはや不可欠性はないことから、指定電気通信設備の対象から

除外すべきであると考えます。 

・ さらに、 ＮＴＴ東西だけに、現時点においてはコスト水準以下の接続料金で他事

業者に貸し出す義務を負わせ、電力系事業者はビジネスベースの自由な料金を

設定できる現在の規制のあり方は、電力系事業者との公平かつ健全な設備競争

を歪め競争中立性を欠くものであると考えます。 

・ 持続可能なブロードバンドの発展を目指す観点から、ＮＴＴ東西の加入者光ファイ

バを指定電気通信設備の対象から除外し、設備を設置する事業者の投資インセ

ンティブが働くようにすべきであると考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

７４～

７５ 

 

 

（１） 

 

 

 

【総務省案】 

（１）光ファイバ敷設と投資インセンティブ 

  ①光ファイバ敷設の現状 

首都圏及び近畿圏を中心に複数事業者が光ファイバ網を構築しているのは、現
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７７～

７８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在の競争環境下においても投資インセンティブが働いているからである。これは、

ＮＴＴ東西の光ファイバ等の設備開放制度により、集合住宅向けや法人向けを中心

とした競争が展開されており、光ファイバを用いた電気通信サービスが拡大を続け

ているからである。 

（中略） 

これまで、集合住宅、戸建て住宅にかかわらず、加入者系光ファイバを物理的に

敷設する能力と意欲があるのは、収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに敷

設される光ファイバを所有するＮＴＴ東西と電力系事業者にほぼ限られてきた。 

    （中略） 

  ②第一種指定電気通信設備制度 

（中略） 

光ファイバの指定電気通信設備制度の存在は、ＦＴＴＨ市場において市場支配力

の行使を抑制し、電気通信サービスの競争を進展させることで、ネットワークインフ

ラである光ファイバの需要を喚起している効果に注目する必要がある。この制度に

より、新規事業者が自前で光ファイバを敷設しなくともダークファイバを利用してＦＴ

ＴＨサービスが提供でき、サービス競争が進展する。 

（中略） 

（２）光ファイバ投資の現状 

   （中略） 

  ③競争事業者による光ファイバ敷設の障壁 

ＮＴＴ東西、電力系事業者以外の競争事業者が光ファイバを敷設する際には、次

のような事情がある。 

（中略） 

加入者回線全体に光ファイバを架設しようとすれば、このような膨大な初期コスト

と時間を要する現実が、線路敷設のための基盤を持たない競争事業者の将来収

益を見込みにくくしている。 

それでもなお、ＦＴＴＨのサービスが立ち上がりつつある段階では、設備競争を促
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７８ 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

しながら既存の設備を活用した実行ある新規参入を促し、加入者数の迅速な拡大

を促すことが政策的にも求められる。 

   （中略） 

（３）設備競争とサービス競争 

   （中略） 

サービスベースでのＮＴＴ東西のシェアは徐々に高まってきており、さらに市場集

中が進む事態となれば、一層の競争促進のための措置が必要となる局面もあるだ

ろう。 

   （中略） 

   しかし、ＦＴＴＨサービスの全国普及のためには、サービス競争にとどまらず、設

備ベースの競争が進むことが望ましく、ＮＴＴ東西や電力系事業者のみならず、他

の競争事業者も光ファイバの設備競争を行いやすい環境を整えることが課題であ

る。 

 

【意見】 

・ 「ＦＴＴＨサービスの全国普及のためには、サービス競争にとどまらず、設備ベー

スの競争が進むことが望ましい」との意見に賛成です。 

・ 我が国においては、弊社の他、電力系事業者が積極的に光ファイバ投資を行っ

ており、また電柱・管路等を保有していないＣＡＴＶ事業者やＵＳＥＮ殿も、弊社や

電力会社の電柱・管路等を利用して、自前でアクセス設備を構築しています。 

・ 電柱・管路については既に開放ルールが整備されており、加えて新たな添架ポ

イントの開放や電柱添架手続きの簡素化・短縮化も行われることから、他事業者

においてもＮＴＴ東西と同等の条件で光ファイバ敷設が可能になっています。 

・ また、現行のＮＴＴ東西の光ファイバだけを指定電気通信設備とし、コスト水準以

下の接続料金で他事業者にも貸し出す義務を負わせる仕組みは、自ら投資リス

クを負って設備構築をするよりも借りる方が有利なルールであり、弊社の設備投

資インセンティブを阻害するとともに、結果として他事業者の設備構築のインセン
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ティブを損ない、健全な設備競争を阻害しています。 

・ さらに、ＮＴＴ東西だけに他事業者に貸し出す義務を負わせ、電力系事業者はビ

ジネスベースの自由な料金を設定できる現在の規制のあり方は、電力系事業者

との公平かつ健全な設備競争を歪め競争中立性を欠くものであると考えます。 

・ したがって、持続可能なブロードバンドの発展を目指す観点から、ＮＴＴ東西の加

入者光ファイバを指定電気通信設備の対象から除外していただきたいと考えま

す。 

・ なお、競争評価にあたっては、「シェアが高まっている」こと自体を問題視すること

は適切ではなく、その要因が事業者の営業努力の結果であるか否かなど、定性

的な要因を十分に分析することが必要です。それを経ずに「一層の競争促進の

ための措置が必要となる」とするのは論理の飛躍であり、記述は削除していただ

きたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

７４ （１）① 【総務省案】 

（１）①～これまで、集合住宅、戸建て住宅にかかわらず、加入者系光ファイバを物理

的に敷設する能力と意欲があるのは、収容局から建物に至る電柱・管路等やそこ

に敷設される光ファイバを所有するＮＴＴ東西と電力系事業者にほぼ限られてき

た。 

 

【意見】 

   第3章3-3-6(１)①において「収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに敷設さ

れる光ファイバを所有するＮＴＴ東西と電力系事業者」と記述され、また、第 3 章

3-3-6(2)②につきましても「自ら電柱・管路等を設置して光ファイバを敷設し大規模

に事業展開する電気通信事業者は、ＮＴＴ東西と電力系事業者」と記述されており

ますが、電力系電気通信事業者である弊社は、少なくとも自ら電柱・管路等を所有

または設置している事実はございません。 

これら電柱・管路等の設備については、あくまでも電柱共架申請や道路二次占
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用等の必要手続を踏み、利用料を負担した上で使用している設備であることから、

「収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに敷設される光ファイバを所有する」、

また「自ら電柱・管路等を設置」の部分につきましては適切な表現に変更して頂き

ますようお願い申し上げます（別の箇所で同様の表現を用いられる場合も、上記の

主旨にて適切に表現して頂きますようお願い致します）。 

以下に僭越ながら、弊社案を例示させて頂きますので、御参考として頂ければ

幸いでございます。 

（例） 

第 3 章 3-3-6(１)① 

○これまで、集合住宅、戸建て住宅にかかわらず、加入者系光ファイバを物理的に

敷設する能力と意欲があるのは、収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに

敷設される光ファイバを所有するＮＴＴ東西、または電力会社等の設置する収容

局から建物に至る電柱・管路等を利用し、そこに敷設される光ファイバを所有す

る電力系事業者にほぼ限られてきた。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】

７７ （２）② 【総務省案】 

（２）②現状において自ら電柱・管路等を設置して光ファイバを敷設し大規模に事業展

開する電気通信事業者は、ＮＴＴ東西と電力系事業者の他には想定しにくい。 

 

【意見】 

   第3章3-3-6(１)①において「収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに敷設さ

れる光ファイバを所有するＮＴＴ東西と電力系事業者」と記述され、また、第 3 章

3-3-6(2)②につきましても「自ら電柱・管路等を設置して光ファイバを敷設し大規模

に事業展開する電気通信事業者は、ＮＴＴ東西と電力系事業者」と記述されており

ますが、電力系電気通信事業者である弊社は、少なくとも自ら電柱・管路等を所有

または設置している事実はございません。 
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これら電柱・管路等の設備については、あくまでも電柱共架申請や道路二次占

用等の必要手続を踏み、利用料を負担した上で使用している設備であることから、

「収容局から建物に至る電柱・管路等やそこに敷設される光ファイバを所有する」、

また「自ら電柱・管路等を設置」の部分につきましては適切な表現に変更して頂き

ますようお願い申し上げます（別の箇所で同様の表現を用いられる場合も、上記の

主旨にて適切に表現して頂きますようお願い致します）。 

以下に僭越ながら、弊社案を例示させて頂きますので、御参考として頂ければ

幸いでございます。 

第 3 章 3-3-6(2)② 

○自ら電柱・管路等を設置または電力会社等の設置する電柱・管路等を利用して

光ファイバを敷設し大規模に事業展開する電気通信事業者は、現状においてＮ

ＴＴ東西と電力系事業者の他には想定しにくい。 

【株式会社ケイ・オプティコム】

７７ （２）③ 【総務省案】 

③ 競争事業者による光ファイバ敷設の障壁 

ＮＴＴ東西、電力系事業者以外の競争事業者が光ファイバを敷設する際には、次

のような事情がある。 

(a) ＮＴＴ東西や電力会社の電柱・管路を借りる必要があり（自ら電柱・管路等を新

たに建設新たに建設することは非現実的）、その手続きに時間を要する。例え

ば、東京電力の標準処理機関は添架可否判定に１ヶ月、全体で３ヶ月である。 

(b) これまで共架申込みに対して添架ポイントに空きが無いことを理由に拒否され

た実績はほとんどないが、今後添架ポイントに対する実需が高まり空きが無い

状況が頻出するようだと、代替ルートを探さなければ事態のために、さらに時間・

費用を要することになる。 

(c) 電柱１本当たり年間千数百円の使用料を支払う必要がある。 

(d) 電柱貸与希望の区間に空きがない場合や、設備保有者側で設備使用計画が

決まっている場合などには利用できない。 
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【意見】 

中部エリアでは、電力系事業者である当社も、ＮＴＴ東西や電力会社の電柱・管路

等を借りる際の条件および手続きは競争事業者と同じであり、本項の障壁は電力系

事業者にも該当するものである。 

とりわけ当社は、引込線はもちろん、幹線系の光ファイバネットワークまで自網構築

していることから、本件について大きな影響を受けることとなる。 

なお、ＮＴＴ西においては、(a)～(d)の事項のほか、電柱強度不足による添架不可回

答がしばしば発生しており、現状においても電柱建替えや代替ルートの検討に時間・

費用を要している実態にある。 

【中部テレコミュニケーション株式会社】

３ －３ －８  ２ ０ ０ ５ 年度の競争状況の評価 

８５～

８６ 

 

 

 

 

 

 

 

８６～

８７ 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 

 

 

 

 

 

 

【総務省案】 

（３）集合住宅市場 

①市場支配力の存在 

ａ．ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある 

（中略） 

②市場支配力の行使 

（中略） 

ａ．ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使する可能性は低い 

 

（４）戸建て住宅市場 

①市場支配力の存在 

ａ．ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使しうる地位にある 

   （中略） 

②市場支配力の行使 

（中略） 

ａ．ＮＴＴ東西は単独で市場支配力を行使する可能性は低い 
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８９ 

 

 

（５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （中略） 

 

（５）今後の注視事項 

①（中略） 

今後もＮＴＴ東西による市場支配力の行使の可能性には注意が必要である。 

②（中略） 

   特にＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットとの競争圧力が弱まってくることが予想され

る。特にＡＤＳＬ市場からの値下げ圧力が弱まることで、ＦＴＴＨサービス料金が値上

げに転じたり下方硬直性を有する可能性がある。このような状況下では、市場支配

力の単独または強調による行使の可能性が高まることに注意が必要といえる。 

③（中略）特に市場支配力を有する事業者である場合、ＦＴＴＨの新規顧客獲得に

あたり、各市場の市場支配力を「梃子」として活用し、価格やサービス提供条件に

自社に有利となるような行動を複数の市場間で行う恐れがあるため、注視する必

要がある。 

 

【意見】 

・ 昨年度と同様にＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットを別市場として分析されて

おりますが、「ＡＤＳＬやＣＡＴＶインターネットからＦＴＴＨへの移行が本格化」との

記述があるように、利用者からみて代替的な関係にあるサービスについては、市

場を細分化するのではなく、全体をブロードバンド市場として大括りに捉えた上

で、競争評価を行う必要があると考えます。 

・ また、市場の実態に即して、ブロードバンド市場全体で捉えれば、「マイグレーシ

ョン」という問題を提起する必要もないと考えます。ブロードバンド市場では、ＡＤ

ＳＬ単独事業者、ＦＴＴＨ単独事業者、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ兼業事業者、ＣＡＴＶ事業者、

さらには、ＩＳＰ・ＡＤＳＬ兼業事業者、ＩＳＰ・ＦＴＴＨ兼業事業者、ＩＳＰと協業する事

業者等、様々な事業形態の事業者がそれぞれの事業戦略に基づいて激しい競

争を繰り広げており、競争は有効に機能していると考えます。また、激しい競争
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が行われている以上、「ＦＴＴＨのサービスの料金の値上げに転じる」懸念も不要

であると考えます。 

・ なお、競争評価にあたっては、「シェアが高まっている」こと自体を問題視すること

は適切ではなく、その要因が事業者の営業努力の結果であるか否かなど、定性

的な要因を十分に分析することが必要であると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

８６ （３）②ｂ 【総務省案】 

また、集合住宅向けのＦＴＴＨ料金は、ＮＴＴ東西は据え置きとなっているが、対抗

事業者は、ＮＴＴ東西に対抗した料金を設定して値下げを行っており、ＩＳＰ料金も含

んだ料金で３０００円台の前半まで下がっている。 

 

【意見】 

弊社は、図表３－３－２－２①にあるように、「マンションタイプ・プラン２ハイパ

ー」（アクセス回線の速度を 100Mbps から 1Gbps に高速化）や「マンションタイプ・ミ

ニ」（最低利用者を 8 ユーザから 6 ユーザに引き下げ）を新たに投入し、実質的な値

下げを行っています。また、販売促進キャンペーンとして初期工事費を半額無料か

ら全額無料に拡大した他、多種多様な新サービス（光ＩＰ電話や多数の付加サービ

ス）の提供に積極的に取り組んでおり、事実と異なります。 

【東日本電信電話株式会社】

※ ３－３－２―２（P42）と同意見 

３ －４  Ｃ Ａ Ｔ Ｖ インターネット市場の主要指標の分析 

３ －４ －２  競争状況の分析 

３ －４ －２ －２  料金の推移等  

１０３ （３） 【総務省案】 

（３）国際的な比較 

図表３－４－２⑤は、ＣＡＴＶインターネット料金を国際比較したものである。料金

水準自体も安いが、通信速度を考慮した場合、他国が２～１０ＭMbps であるのに

対して日本は３０Mbps であり、速度当たりでの料金比較では日本が格段に安い水

※ ３－２－２―３（３）（P25）と同意見 
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準にある。 

 

【意見】 

ＡＤＳＬやＣＡＴＶと同様、ＦＴＴＨについても諸外国との比較について記述していた

だきたいと考えます。具体的には、「諸外国ではまだ殆ど提供されていないが、日

本では設備を含めて激しい競争が展開されており、その結果ＦＴＴＨサービスが最も

普及している」旨の記述をしていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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第４章 移動体通信領域の市場分析 

頁 段 

落 

意 見 備考 

４ －２  携帯電話・Ｐ Ｈ Ｓ 市場の主要指標の分析 

４ －２ －２  競争状況の分析 

４ －２ －２ －３  利用者料金と接続料 

３５  【総務省案】 

・ 固定電話事業者が料金設定した場合の料金は、携帯電話事業者が料金設定し

た場合の料金の45％～81％程度と、低くなっていることがわかる。 

 

【意見】 

・ 異なる事業者によって設定された料金を比較する際には、同一事業者の利用者

向け料金を比較対象とすることで、より適切な料金比較が可能になるものと考え

ます。 

・ 例えば、NTT東日本が設定したボーダフォン向け料金とボーダフォンが設定した

料金とを比較することによって得られる比率等を用いることが適切であると考えま

す。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

                        【ボーダフォン株式会社】

 

４ －２ －４  ２ ０ ０ ５ 年度の競争状況の評価 

５３ 要約 【総務省案】 

・ＮＴＴドコモグループは単独で市場支配力を行使する地位にあるが、その市場支配

力を単独で行使する可能性は高くない。 
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・複数の事業者が市場支配力を協調して行使する懸念は残るが、番号ポータビリティ

の導入、新規事業者の参入、ＭＶＮＯの発展等による、事業者戦略やビジネスモデル

の多様化から、昨年度に比べ懸念はやや緩和されている。 

 

【意見】 

顧客の囲い込みが促進されることもあり、市場支配力の行使の懸念は緩和されて

いるというよりもむしろ競争上問題となりつつあると考えます。番号ポータビリティの導

入の効果、垂直統合化の影響、協調による市場支配力の行使のチェックについて競

争評価を継続して行っていただけますよう要望いたします。 

 新規事業者の育成のためにも、事業開始初期の電波利用料の減免措置を適用い

ただけますよう強く要望いたします。 

【イー・アクセス株式会社】

５３ （３）① 【総務省案】 

ＮＴＴドコモグループは単独で市場支配力を行使しうる地位にある 

 

【意見】 

・評価案はその理由を「ＮＴＴドコモグループが料金の値上げをした場合、競争事業

者が料金を据え置けば乗り換える利用者が相当数いるかもしれないが、ＮＴＴド

コモグループの利用者を吸収しきる余力は他の事業者にはなく・・・」としています

が、仮に相当数が移行するのであれば「吸収しきる余力」に関わらず、ドコモグル

ープは市場支配力を行使しうる地位に無いと評価すべきと考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 

５３ （４）② 【総務省案】 

【要約（５３ページ）】第３項；複数の事業者が市場支配力を協調して行使する懸念

は残るが、番号ポータビリティの導入、新規事業者の参入、MVNO の発展等に

よる、事業者戦略やビジネスモデルの多様化から、昨年度に比べ懸念はやや緩

和されている。 
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【意見】 

日本の携帯電話サービスは、２０１０年ユビキタスネット社会の実現に向けた

u-Japan 政策に謳われているような、「いつでも、どこでも、何でもつながるネットワ

ーク」を基盤として、継続的に進化することが期待されています。そのための手段

が、新規事業者の参入や番号ポータビリティの導入、そしてMVNOの発展等である

と理解しています。 

 

従来、携帯電話事業を始めとする電気通信事業は、重要な社会インフラ故に一

定の運用規則（電波免許の付与等）を課す必要があること、及び巨大な設備投資

を必要とすること等の理由から、一部の限られた事業体により運用されてきまし

た。このような状況の中で、携帯電話事業に興味を持つ多くの企業がこの分野に

参画する手段は、その企業体自身で設備を所有しない形態、即ち仮想移動体通信

事業者（MVNO）として事業を運営することです。 

 

この参入形態が有効であることを背景に、総務省が平成 14 年に「MVNO に係る

電気通信事業法及び電波法の適用に関するガイドライン」を制定し、また、昨年度

より２回にわたり、MVNO に関する意見募集を行うなど、MVNO の適正な市場参入

メカニズムの確立に向けて尽力を頂いているところです。 

 

しかしながら、その進展度合いは極めて低く、相変わらず大きな参入障壁が存在

していると言わざるを得ません。今回作成された競争状況の評価(案)によれば、

MVNO 契約数は約 24 万契約（2005 年９月現在）であり、携帯電話総契約数のわず

か 0.3%にも及びません。 

 

MVNO 事業が進展しない理由が、移動体通信事業者（MNO）と MVNO との圧倒

的な交渉力の差にあることは明らかです。事業者間の個別交渉に委ねられている

現状は、明らかに MVNO の健全な発展を阻害している状況にあると言わざるを得
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ません。 

 

当社は以前より、各移動体通信事業者（MNO）に対し、各事業者が保有する無

線通信網を使用することについて交渉を行ってきていますが、これまでの段階では

進展していません。その原因の一つとして、再販事業と MVNO 事業との区分が明

確になっていないということがあります。再販事業においても、「無線通信網を使

用」していると解釈できてしまうからです。しかし MVNO が、MNO の提供していない

新たな通信サービスを提供するためには、単に MNO のサービスの再販では意味

がなく、MVNO が独自にサービスを作り出せる環境が極めて重要となり、そのため

に必要となる接続等の技術要件を満たさなければなりません。このような技術や制

度に関して深い議論が必要となるのですが、MNO と MVNO との間に圧倒的な交渉

力の差があるため交渉が進展していないのが今日の状況であると、MVNO 推進の

ための交渉を行ってきた当事者として捉えています。事業者間の個別交渉に委ね

られている現状は、明らかに MVNO の健全な発展を阻害している状況にあると言

わざるを得ません。 

 

かかる状況の中、MVNO が一部事業者による市場支配力を緩和する効果を有し

ているか否かは未知であり、現状で一定の期待を持つことは時期尚早と考えます。

従って、以下の２点を要望致します。 

 

（１）４－５３ページ 【要約】第３項の表現修正； 

MVNO の発展度合いはきわめて低く、複数の事業者による市場支配力の協調行

使に対する懸念を緩和する効果があるとは言い難いので、「MVNO の発展」は削除

すべきと考えます。  

【日本通信株式会社】

５４ （３）① 【総務省案】 

ａ）携帯電話・ＰＨＳ市場におけるＮＴＴドコモグループの契約数シェアは０５年１２月末
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で５４.１％、携帯電話事業における売上高シェアも０５年期で５５.５％、営業利益率は

１８.３９％となっており、いずれも前年同時期と比較して、大きな変化は起きていない。

 

【意見】 

・当社の営業利益率は前回の競争評価においても諸外国との比較において高くない

ものとされ市場支配力有無の評価の基準として利用されていないにも関わらず、今回

の評価において営業利益率の高低が市場支配力の存在の根拠であると位置づける

ことは、競争評価の客観性・透明性および継続性を欠くこととなり不適切であるため、

記載を削除すべきと考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】 

５４ （３）① 【総務省案】 

ｂ）ＮＴＴドコモグループが料金の値上げをした場合、競争事業者が料金を据え置けば

乗り換える利用者が相当数いるかもしれないが、ＮＴＴドコモグループの利用者を吸収

しきる余力は他の事業者にはなく、また乗り換えには電話番号の変更や各種料金割

引によるスイッチングコストがあるため、実際の移行は限られた範囲に留まると考えら

れる。この場合、市場支配力事業者の利益機会が確保されないだけの効果が期待で

きる競争事業者が存在しない可能性が高い。 

 

【意見】 

・「吸収しきる余力」とありますが、その意味するところが不明確であり、客観性・透明

性に欠けると考えます。仮にドコモの利用者すべてを吸収しきる余力という意味であ

るならば、供給を完全に代替する事業者が存在しないかぎり「市場支配力を行使しう

る地位にある」となりますが、他の競争的とされている業界にも当てはまると思われる

ことから実感と異なる評価基準であり、また完全に代替することを要求する合理的根

拠も欠いているものと考えます。従って評価案にある通り「ＮＴＴドコモグループが料金

の値上げをした場合、競争事業者が料金を据え置けば乗り換える利用者が相当数い

る」のであれば市場支配的地位には無いと評価することが適切と考えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 



 94

・また行使の可能性の所で述べられている「仮にＮＴＴドコモグループが単独で価格等

への影響力を行使して利益の拡大をしようとすれば、他の競争事業者にシェアを奪わ

れることが予想され、ＮＴＴドコモグループの利益に合致するとは限らない」との記述

は、相当数の利用者が他社に移行することを述べているものと思われますが、このこ

とも当社が市場支配的地位にはないことを示すものと考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

５４ （３） 【総務省案】 

ｂ）このような市場環境では、シェア上位の事業者が暗黙の協調等により協調して市

場支配力を行使することは潜在的には容易であると考えられる。 

 

【意見】 

・寡占市場であればいかなる状況にあっても協調による市場支配力を行使しうる地位

にあることとなるため、合理的な判断とは言い難いと考えます。むしろ、P4-55 にもあ

る通りＭＮＰを控えた新規利用者の獲得競争の活発化や新規参入事業者の存在等

を勘案すると、協調による市場支配力を行使しうる地位は存在しないと評価すること

が、合理的な判断と考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 

５４ （４）① 【総務省案】 

① ＮＴＴドコモグループは単独で市場支配力を行使する可能性は高くない 

（中略） 

ｂ）このような状況で、仮にＮＴＴドコモグループが単独で価格等への影響力を行使し

て利益の拡大をしようとすれば、他の競争事業者にシェアを奪われることが予想さ

れ、ＮＴＴドコモグループの利益に合致するとは限らない。従って、過半のシェアがある

にもかかわらず、ＮＴＴドコモグループはそのような行動をとる可能性は低いと考えら

れる。 
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【意見】 

・「ｂ）このような状況で（中略）従って、過半のシェアがあるにもかかわらず、ＮＴＴドコ

モグループはそのような行動をとる可能性は低いと考えられる。」とありますが、厳し

い競争環境を考えると「可能性は低い」という水準ではなく「実質的に可能性は無い」

と評価すべきと考えます。 

 

・また、一般的に行使の可能性の検討において「行使の可能性が高くない」もしくは

｢可能性が低い｣、または「実質的に可能性は無い」と考えられる場合には、それは市

場支配力の地位の判断においても重要な影響を与え得る重要視されるべき判断であ

るため、そもそも地位にあるか否かといった点に翻って検討がなされるべきと考えま

す。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 （４）① 【総務省案】 

ｃ）ＮＴＴドコモグループには、第二種指定電気通信設備に基づく接続や禁止行為に係

る規制が存在しており、優越的な地位に対して一定の歯止めが規制によって講じられ

ている。 

 

【意見】 

・第二種指定電気通信設備に基づく接続や禁止行為に係る規制の効果については、

推察に基づくものであり、その意味では市場の実態面での客観的な評価とは位置づ

けが異なることを確認させていただきたい。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 

５４ （４）① 【総務省案】 

b）このような市場環境では、シェア上位の事業者が暗黙の協調等により協調して市

場支配力を行使することは潜在的には容易であると考えられる。 

以下の理由から、2004 年度と同様、複数の事業者が協調して市場支配力を行使する

懸念は残ると判断する。 
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a）携帯電話・PHS 市場は、前年度に引き続き、高度に寡占的で参入障壁があり、営

業利益率も比較的高水準にあるため、市場支配力の形成や維持がそもそも生じやす

い状況にある。 

b）既存事業者は事業戦略やビジネスモデルが類似し、同質的な事業者であるため利

害が一致しやすく、結果として暗黙の協調等による協調関係が生まれやすいと考えら

れる。 

c）携帯電話等の料金体系が複雑化し、料金水準の推移を把握しにくくなっている。 

 

【意見】 

・複数の事業者が協調して市場支配力を行使しうるかどうかを、「市場のシェア」、「収

益額の水準」、「事業戦略やビジネスモデルが類似する」という理由のみで判断する

のは、適当でなく、番号ポータビリティーや新規参入事業者等の市場環境の動向を加

味していただくと共に、定性的要因についても十分な検証を行なうことが適当であると

考えます。 

 

・定性的要因の具体的な分析項目としては、複数の事業者が協調することによって得

られるメリットの有無、協調関係にある事業者が相互に監視するようになっているか

どうか、協調関係を解消することによって得られるメリットよりも、解消することによっ

て他事業者から受ける制裁の影響の方が大きいかどうか等が該当するものと考えま

す。 

 

・また、「c)携帯電話等の料金体系が複雑化し、料金水準の推移を把握しにくくなって

いる」点を「協調による市場支配力を行使する懸念が残る」ことの理由とすることは誤

りであると考えます。 

 

・「料金体系の複雑化」は、例えば、一部の事業者において提供している音声定額料

金プラン等のように、「料金プランの多様化」と認識しており、むしろ料金競争が進展し
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ていることの象徴であると考えます。従って、「協調による市場支配力を行使する懸念

が残る」理由とはならないものと考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

                        【ボーダフォン株式会社】

５５ （４）② 【総務省案】 

ａ）携帯電話・ＰＨＳ市場は、前年度に引き続き、高度に寡占的で参入障壁があり、営

業利益率も比較的高水準にあるため、市場支配力の形成や維持がそもそも生じやす

い状況にある。 

 

【意見】 

・我が国の携帯事業者の営業利益率は前回の競争評価においても諸外国との比較

において高くないものとされ、協調による市場支配力行使の可能性の基準として利用

されていないにもかかわらず、今回の評価において営業利益率の高低が協調による

市場支配力行使の可能性の基準であると位置づけることは、競争評価の客観性・透

明性および継続性を欠くこととなり不適切であるため、記載を削除すべきと考えます。

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 

５５ （４）② 【総務省案】 

ｃ）項 全体； MVNO の本格的な登場も新しい要素である。…他社 ISP に対し無線

通信インフラを提供する計画を予定していること、MVNE の登場により MVNO の

参入が促進されることが予想されること等…。 

 

【意見】 

日本の携帯電話サービスは、２０１０年ユビキタスネット社会の実現に向けた

u-Japan 政策に謳われているような、「いつでも、どこでも、何でもつながるネットワ

※ ４－２－４【要約】（P53）と同意見 
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ーク」を基盤として、継続的に進化することが期待されています。そのための手段

が、新規事業者の参入や番号ポータビリティの導入、そしてMVNOの発展等である

と理解しています。 

 

従来、携帯電話事業を始めとする電気通信事業は、重要な社会インフラ故に一

定の運用規則（電波免許の付与等）を課す必要があること、及び巨大な設備投資

を必要とすること等の理由から、一部の限られた事業体により運用されてきまし

た。このような状況の中で、携帯電話事業に興味を持つ多くの企業がこの分野に

参画する手段は、その企業体自身で設備を所有しない形態、即ち仮想移動体通信

事業者（MVNO）として事業を運営することです。 

 

この参入形態が有効であることを背景に、総務省が平成 14 年に「MVNO に係る

電気通信事業法及び電波法の適用に関するガイドライン」を制定し、また、昨年度

より２回にわたり、MVNO に関する意見募集を行うなど、MVNO の適正な市場参入

メカニズムの確立に向けて尽力を頂いているところです。 

 

しかしながら、その進展度合いは極めて低く、相変わらず大きな参入障壁が存在

していると言わざるを得ません。今回作成された競争状況の評価(案)によれば、

MVNO 契約数は約 24 万契約（2005 年９月現在）であり、携帯電話総契約数のわず

か 0.3%にも及びません。 

 

MVNO 事業が進展しない理由が、移動体通信事業者（MNO）と MVNO との圧倒

的な交渉力の差にあることは明らかです。事業者間の個別交渉に委ねられている

現状は、明らかに MVNO の健全な発展を阻害している状況にあると言わざるを得

ません。 

 

当社は以前より、各移動体通信事業者（MNO）に対し、各事業者が保有する無
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線通信網を使用することについて交渉を行ってきていますが、これまでの段階では

進展していません。その原因の一つとして、再販事業と MVNO 事業との区分が明

確になっていないということがあります。再販事業においても、「無線通信網を使

用」していると解釈できてしまうからです。しかし MVNO が、MNO の提供していない

新たな通信サービスを提供するためには、単に MNO のサービスの再販では意味

がなく、MVNO が独自にサービスを作り出せる環境が極めて重要となり、そのため

に必要となる接続等の技術要件を満たさなければなりません。このような技術や制

度に関して深い議論が必要となるのですが、MNO と MVNO との間に圧倒的な交渉

力の差があるため交渉が進展していないのが今日の状況であると、MVNO 推進の

ための交渉を行ってきた当事者として捉えています。事業者間の個別交渉に委ね

られている現状は、明らかに MVNO の健全な発展を阻害している状況にあると言

わざるを得ません。 

 

かかる状況の中、MVNO が一部事業者による市場支配力を緩和する効果を有し

ているか否かは未知であり、現状で一定の期待を持つことは時期尚早と考えます。

従って、以下の２点を要望致します。 

 

（２）４－５５ページ ｃ）項全体； 

MVNO の登場が本格的なレベルにあるとは言い難いこと、MVNE が登場するす

るかどうかは不確定であること、従って、「MVNE の登場により MVNO の参入が促

進されることが予想される」かどうかは不確定であることから、“今後、これらの事象

が起こる可能性がある”という認識がより正確であり、この認識に立って今後の議

論がなされることを要望します。 

【日本通信株式会社】

５５ （４）② 【総務省案】 

ｂ）既存事業者は事業戦略やビジネスモデルが類似し、同質的な事業者であるため

利害が一致しやすく、結果として暗黙の協調等による協調関係が生まれやすいと考
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えられる。 

 

【意見】 

・「同質」とはいかなる意味か明らかになっていないため、明確化すべきと考えます。

また、評価案にて記載されているように、「電子マネーや認証機能等のプラットフォー

ムサービス導入など、新技術や新サービスの導入競争が熾烈であり、また固定電話

と携帯電話の料金請求の一本化等のいわゆるＦＭＣサービスが開始され」、従前以

上に事業者間の同質性は薄れてきていることから、行使の可能性が低下しているの

みならず、そもそも協調して市場支配力を行使することは容易ではない状況と考える

ため、協調して市場支配力を行使する地位にないと評価することが適切と考えます。 

【株式会社ＮＴＴドコモ】

５５ （４）② 

 

【総務省案】 

ｃ）携帯電話等の料金体系が複雑化し、料金水準の推移を把握しにくくなっている。 

 

【意見】 

・携帯電話等の料金体系の複雑化は顧客ニーズと競争の結果であると考えます。競

争の結果により評価が困難になっているものを市場支配力行使の可能性の根拠とす

ることは不適切と考えます。また、基本方針では「約款料金での提供が一般的で市場

価格に透明性があることから、協調が形成されやすく、逸脱が生じにくい」とされてい

る一方、今回の評価案ではその反対の評価が示されていることは料金体系の透明性

や複雑化と市場支配力の行使の可能性を関係付けることの困難さを示しているもの

と考えられます。以上のことから、本記載は合理性を欠くため削除すべきと考えます。

【株式会社ＮＴＴドコモ】

 

５６ （５） 【総務省案】 

アプリケーションやプラットフォームのレイヤにまたがって市場支配力を行使しようとす

る既存事業者の行動は、これまでの垂直統合型のビジネスモデルを強固にすること

にもつながるため、レイヤ間の公正競争確保の観点から、今後も引き続き注視してい
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く必要がある。 

 

【意見】 

総務省殿の見解に賛同します。特に、電気通信サービスレイヤにおいて市場支配力

を有する既存事業者がアプリケーションやプラットフォームレイヤにまたがって市場支

配力を行使しうる行動を注視することが必要であると考えます。 

具体的には、電気通信サービスレイヤにおいて、市場支配力を有する事業者によっ

て、アプリケーションやプラットフォームレイヤでのグループ企業以外の事業者に対す

る差別的取扱いが行なわれていないかどうかや、グループ企業による複数のレイヤ

にまたがった市場支配力の行使が行われていないかどうか等について検証が必要で

あると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

                        【ボーダフォン株式会社】

４ －２ －Ａ  ＭＶ Ｎ Ｏ  

６０  【総務省案】 

ただし、MNO と MVNO の責任分担の整理や、MVNO と、MVNO にネットワークを提供

しているホスト MNO の力学関係（MVNO＜MNO）を踏まえた公正競争上の課題、

MVNO が事業を行うために必要な技術条件、インフラ投資の維持等、MVNO の本格

的な市場拡大のために解決すべきいくつもの課題がある。 

今後は寄せられた意見を踏まえ、06 年中を目途に、ガイドラインの改正等を念頭に置

きつつ、政策対応を検討していく予定である。 

 

【意見】 

MNO と MVNO 間における様々な課題に関しては、過度な規制介入を行なうのではな

 



 102

く、基本的には事業者間における個別協議により解決すべきであると考えます。 

従って、ガイドラインの改正等を行なう際には、今後の多様なビジネスモデルの登場

を阻害することのないよう、事業者による自由な事業運営の遂行を確保しつつ、必要

最小限のルールを整備することが適当であると考えます。 

また、検討に際しては、MNO、MVNO 両社の意見を踏まえた上で、客観性、透明性を

確保しつつ、議論を進める必要があると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

                        【ボーダフォン株式会社】

４ －３  公衆無線Ｌ Ａ Ｎ 等の主要指標の分析 

４ －３ －１ －２  競争状況の分析 

６４  【意見】 

公衆無線 LAN は、高速なユビキタス・ネットワークを構成する要素の一つとして

高い期待が寄せられおり、様々な事業者が公衆無線 LAN サービスを展開していま

すが、使用周波数や技術仕様に幾つかの自由度が存在していることもあり、各社

とも事業収益モデルを模索している状況であると考えられます。 

 

このような状況下、事業者の中には、他の事業収益を基にした、コスト割れでの

公衆無線 LAN サービスを展開していると推測されるところがあります。事業の立ち

上げ段階では、収益を圧縮しての事業展開は戦略上認められるものですが、コスト

割れでの事業展開は、健全な市場形成への阻害要因となり、排除されるべきもの

です。また、戦略によっては、まずは無料ないし極めて低価格のサービスで、コスト

割れとなっても市場シェアを獲得し、その後、シェアを獲得してから価格を上げるこ

とで長期的収益を確立すると考えている事業者もあるのではないかと推測します

が、現実には料金値上げは難しく、また、消費者保護の観点および公正な競争環
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境整備の観点からも、極めて大きな問題であるということが言えると考えます。 

 

我が国として、公衆無線LANの普及を推進していく立場を取るのであれば、公衆

無線 LAN 事業者の事業モデルについて、監督官庁が監督する等の何らかのチェッ

ク機能を仕組みとして織り込む必要があると考えます。各公衆無線 LAN 事業者

が、その設備投資額、運用コスト、および収益に関する情報を、監督官庁に明らか

にすることで、不適切な事業戦略が排除され、公正な競争環境が整うものと考えま

す。 

 

特に、公衆無線 LAN 事業には、関連事業として通信事業者が参入しているとこ

ろがあり、この場合、上述の懸念は極めて大きなものとなります。また、公衆無線

LAN 事業は諸外国でも活発に展開されていますが、例えば米国のように、コスト割

れのような不当な事業モデルでの事業展開が一般に許容されていない市場でも着

実に事業が発展している状況を見ても、上述の懸念への早期対応は重要であると

考えます。 

【日本通信株式会社】
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第５章 法人向けネットワークサービス領域の市場分析 

頁 段 

落 

意 見 備考 

５ －３  競争状況の分析 

５ －３ －２  市場の集中度 

５ －３ －２ －２  専用サービス市場 

１５ （１） 【総務省案】 

また、０５年３月末でＮＴＴ東西合わせて８８．５％を占めており、独占的な状態が続

いている。 

 

【意見】 

８８．５％というシェア算定に用いられている専用線の回線数には接続専用線が含

まれていると推測されますが、接続専用線は他事業者の足回りとして利用されている

回線です。したがって、シェアを分析する際には、接続専用線を除いて算定する必要

があると考えます。２００３年度の競争評価においては接続専用線を除いた分析を行

っていただいておりますので、２００５年度の競争評価においても同様の分析を行って

いただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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５ －４  ２ ０ ０ ５ 年度の競争状況の評価 

１７ 

 

 

 

（３）② 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総務省案】 

・ ただし、新型ＷＡＮサービス全体では、ＮＴＴグループのシェアは０５年９月末時点で

６７．５％に達することなどから、仮にＮＴＴグループが協調すれば市場支配力が存在

する可能性は残ると考えられる（図表５－３―２―１①参照）。 

 

【意見】 

・ 総務省殿の見解に賛同します。 

特に NTT グループの NGN の構築に伴い、NTT 東西及び NTT コミュニケーションズ

のサービスが統合される等の状況が起こることが懸念されます。この場合、NTT グル

ープとして実質的な市場支配力を有するような競争状況に、短期間で変化することが

考えられるため、NGN の構築等、IP 化への対応状況を注視することが必要です。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

  

１７ 

 

（４） 【総務省案】 

０５年３月末のＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本のシェアの合計は０５年３月末で８８．５％

に達し、過去数年を見ても８５％を超えていることからほぼ独占である。 

 

【意見】 

８８．５％というシェア算定に用いられている専用線の回線数には接続専用線が含

まれていると推測されますが、接続専用線は他事業者の足回りとして利用されてい

る回線です。したがって、シェアを分析する際には、接続専用線を除いて算定する必

要があると考えます。２００３年度の競争評価においては接続専用線を除いた分析

を行っていただいておりますので、２００５年度の競争評価においても同様の分析を

※ ５－３－２－２（１）（P１５）と同意見 
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行っていただきたいと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

１８ 

 

（５）③ 

 

【総務省案】 

・ アクセス網の部分は、メタルから光ファイバを用いたネットワーク構築への移行が

鮮明になりつつあるが、法人ビルディングへの光ファイバの引込みについては、

より注意する必要がある。インターネットＶＰＮの伸張により、法人ビルディングに

引き込まれる光ファイバは、「Ｂフレッツ・ビジネスタイプ」のようなＦＴＴＨのサービ

スに用いられるのか、ＩＰ－ＶＰＮ、広域イーサネット、「メガデータネッツ等」などの

データ通信系サービスに用いられるのかの判別が付きにくくなっているからであ

る。 

・ 法人向けのＦＴＴＨのサービスの利用が中小企業を中心に拡大する中で、光ファ

イバという物理レイヤと電気通信サービスというネットワークレイヤを峻別し、さら

にＩＰ電話のようなアプリケーションとの関係を意識してデータの把握に努める必

要がある。 

 

【意見】 

・ 本競争評価案 「3-3-8 2005年度の競争状況の評価」において評価されているよ

うに、NTT東西のFTTHサービスのシェアは拡大しており、単独でも市場支配力を

行使しうる地位にあります。総務省殿の見解にもありますように、法人向けネット

ワークサービスの足回り回線としてFTTHサービスを用いている場合があるため、

FTTHサービスの市場支配力が法人向けネットワークサービスに影響することも

懸念されます。 

・ 法人向けネットワークサービスの提供においては、様々なサービス、ソリューショ

ンを組み合わせて提供することが多いため、総務省殿の見解にあるように、物理

レイヤ／サービスレイヤ／アプリケーションレイヤー個々の競争状況及び関係性

に着目していくことが必要と考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】
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【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】
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第６章 マイグレーション分析 

頁 段 

落 

意 見 備考 

６－１ マイグレーション分析とは 

６ （６） 【総務省案】 

・ FTTH市場での市場支配力を梃子に活用して、他の市場に影響を与える可能性

についても分析を試みる。 

 

【意見】 

・ FTTH市場はNTT東西への移行傾向が高いとの分析結果が示されていますが、

当該分析方針とされたFTTHから他の市場への梃子については、分析及び結果

が不明確であると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

  

６－２ ＦＴＴＨ移行者の動向 

６－２－１ ＦＴＴＨ移行者が過去利用していたインターネット接続回線事業者と現在利用しているＦＴＴＨ 

７ 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

【総務省案】 

(1) ＦＴＴＨ移行者が過去利用していたインターネット接続回線事業者と現在利用して

いるＦＴＴＨ（図表６－２－１） 

ＦＴＴＨでＮＴＴ東西を選択する利用者の割合は、過去ＡＤＳＬとＩＳＤＮを利用して 

いた者に多い（それぞれＡＤＳＬ５５．７％、ＩＳＤＮ６４．９％）。 

ＩＳＤＮの大部分はＮＴＴ東西によるものであり（６－１⑥参照）、ＩＳＤＮもＡＤＳＬと 

同様にＮＴＴ東西への変更手続が相対的に煩雑でないため選択される割合が高く 

※ ６－７（P３０） と同意見 
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なっている可能性がある（ＡＤＳＬについては次ページ参照）。 

 

【意見】 

・ 図表６－２－３①によれば、ＮＴＴ東西からＮＴＴ東西への移行者においては、「以 

前の回線事業者信頼性」や「ＩＳＰを変更しないで済む」等の要因が大きく、「導入手

続が簡単」は回答として最も少ないことから、手続上の煩雑さは事業者選択理由と

して重要なポイントではないものと考えられます。 

【西日本電信電話株式会社】

７～８ 

 

 

 

 

 

 

８ 

（１） 

 

 

 

 

 

 

（２） 

【総務省案】 

（前略） ＩＳＤＮの大部分はＮＴＴ東西によるものであり（６－１⑥参照）、ＩＳＤＮもＡ

ＤＳＬと同様にＮＴＴ東西への変更手続が相対的に煩雑でないため選択される割合

が高くなっている可能性がある。 

一方、ＣＡＴＶインターネットからＮＴＴ東西のＦＴＴＨへの移行は相対的に少ない

（４０．０％）。この理由としては、ＣＡＴＶインターネット利用者はＮＴＴへの移行によ

り、事業者を変更する必要がある等の手続上の煩雑さ等が想定される。 

（中略） ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ利用者が、移行の際に事業者を変更しない原因とし

ては、ＡＤＳＬ事業者上位５社（ＮＴＴ東西、ソフトバンクＢＢ、イー・アクセス、アッカ・

ネットワークス）のうち、ＦＴＴＨにおいてもシェアが上位である事業者がＮＴＴ東西の

みであること、ＮＴＴ東西という同一事業者内の移行では、他事業者への移行に比

べて、手続きの煩雑さなどが相対的に軽減されること等が考えられる。 

 

【意見】 

ＮＴＴ東西からＮＴＴ東西に移行する理由として「変更手続が煩雑でない」が主た

る要因とされていますが、図表６－２－３①のＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西に移行する理

由としては「導入手続きが簡単だった」は１０．２％と他の項目と比べて最も少なく、

非ＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西の１８．４％、非ＮＴＴ東西→非ＮＴＴ東西の１２．２％と比べ

ても少ないため、「変更手続が煩雑でない」は主たる要因ではないと考えます。 
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一方、図表６－３－２②を見ると、ＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西に移行を希望する理由と

して、「ＩＳＰを変更したくない」（３０．５％）が「ブランド力や信頼性」（３１．７％）ととも

に上位になっています。 

マイグレーション分析にあたっては、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは多数のＩＳＰに

対応しているため、お客様がＩＳＰを変更することなくＦＴＴＨに移行することが可能で

すが、他社の場合はＩＳＰの選択に制約が多い点を重視する必要があると考えま

す。 

【東日本電信電話株式会社】

８ （１） 【総務省案】 

（1）ＦＴＴＨ移行者が過去利用していたインターネット接続回線事業者と現在利用し

ているＦＴＴＨ（図表６－２－１） 

〔中 略〕 

一方、ＣＡＴＶインターネットからＮＴＴ東西のＦＴＴＨへの移行は相対的に少ない

（４０．０％）。この理由としては、ＣＡＴＶインターネット利用者はＮＴＴへの移行によ

り、事業者を変更する必要がある等の手続上の煩雑さ等が想定される。 

 

【意見】 

ＣＡＴＶインターネットからＦＴＴＨに移行する際には、ＮＴＴ東西であっても、ＮＴＴ東

西以外であっても事業者を変更する必要があり、ＮＴＴ東西とその他のＦＴＴＨ事業

者とで事業者変更手続の煩雑さの度合いに差異はないものと考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

 

６－３ ＦＴＴＨ移行希望者 

６－３－２ 事業者の変更を希望する理由・希望の事業者の選択理由 

１８ （１） 【総務省案】 

事業者選択の理由として、ＮＴＴ東西への移行者は「ブランドや信頼性」を主な理

由とする傾向が強い。 
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【意見】 

「ＮＴＴ東西への移行者は「ブランドや信頼性」や「ＩＳＰを変更したくない」を主な理

由とする傾向が強い」に記述を修正願います。図表６－３－２②では、この 2 つの理

由がほぼ同じ割合（３１．７％と３０．５％）になっています。 

【東日本電信電話株式会社】

１９ （２） 【総務省案】 

(2) 希望するＦＴＴＨ事業者とその選択理由（複数回答） 

図表６－３－２②は、希望するＦＴＴＨ事業者とその選択理由を、移行パターン

別に分析したものである。事業者の選択理由として、ＮＴＴ東西への移行希望者

は「ブランドや信頼性」を理由とする傾向が強い（ＮＴＴ東西からでは３１．７％、非

ＮＴＴ東西からでは４８．１％）。非ＮＴＴ東西から非ＮＴＴ東西への移行希望者で

は、「ＩＳを変更したくない」（２５．９％）が高くなっている。また、ＮＴＴ東西から非Ｎ

ＴＴ東西への移行希望者では、「ブランド力や信頼性」、「サービスが魅力的」、「Ｉ

ＳＰを変更したくない」など、理由が比較的分散している傾向がある。 

 

【意見】 

・ ＮＴＴ東西への移行者については「ＩＳＰを変更したくない」とする回答が「ブランド

や信頼性」にほぼ匹敵します。また、「非ＮＴＴ東西⇒非ＮＴＴ東西」の利用者にお

いて「ＩＳＰを変更したくない」とする回答が最多数となっております。6-25 頁にも「Ｆ

ＴＴＨへの移行希望者のＦＴＴＨ事業者選択理由として、「ＩＳＰを変更したくない」と

いう理由があげられた」との記載があるとおり、ＦＴＴＨへの移行に際し、利用者は

ＩＳＰ事業者の変更を望まない傾向が強いと考えられます。 

【西日本電信電話株式会社】
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６－５ マイグレーションのジレンマ 

２３ （１） 【総務省案】 

・ メタルから光への移行が進み、超高速のブロードバンド環境が世界に先駆けて整

備されることは、インフラ整備の観点から非常に望ましいことである。 

・ ただし、現状ではＦＴＴＨを全国的に積極的に提供できる事業者はＮＴＴ東西にほぼ

限られており、メタルから光へのマイグレーションが、ＡＤＳＬ市場でもたらされた活

発な競争を後退させ、ＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ市場の市場支配力を生み出す結果と

なる恐れが存在する（図表６－５①参照）。 

 

【意見】 

・ 現在は、メタルから光への移行が進展している状況であり、移行期の競争状況評

価を行うにあたって、マイグレーション分析は有用かつ必要な分析と考えます。 

・ ADSLからFTTHへの移行にあたり、NTT東西のFTTH市場における市場支配力の

存在はすでに顕在化（本競争評価案 「3-3-8 2005年度の競争状況の評価」）して

おり、FTTH移行に伴う市場支配力の拡大を解消し、FTTH市場においても高いレベ

ルの競争環境を実現するために、マイグレーション分析のような要因分析をより充

実させていくことが必要です。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社】

【ＢＢテクノロジー株式会社】

【日本テレコム株式会社】

【ＢＢモバイル株式会社】

【ボーダフォン株式会社】

※ ６－７（３）（P31） と同意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ （１） 【総務省案】 

メタルから光への移行が進み、超高速のブロードバンド環境が世界に先駆けて整

備されることは、インフラ整備の観点から非常に望ましいことである。 

ただし、現状ではＦＴＴＨを全国的に積極的に提供できる事業者はＮＴＴ東西にほ

ぼ限られており、メタルから光へのマイグレーションが、ＡＤＳＬ市場でもたらされた活

※ ６－７（３）（P31）と同意見 
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発な競争を後退させ、ＮＴＴ東西によるＦＴＴＨ市場の支配力を生み出す結果となる恐

れが存在する。 

特にＡＤＳＬ市場で高いシェアを有するソフトバンクＢＢのＡＤＳＬ利用者の多くが、

同じソフトバンクＢＢのＦＴＴＨに移行したいという希望があるにも関わらず、ソフトバ

ンクＢＢのＦＴＴＨ提供エリアが非常に限定されていることもあり、実際には多くのソフ

トバンクＢＢ利用者がＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行していることが推測される。このよう

な状況は、ＦＴＴＨ市場における競争促進の観点からは悩ましいものであり、市場環

境の動向に応じては、ＦＴＴＨ市場における競争促進のための措置を検討する必要

が生じる可能性もある。 

 

【意見】 

・ ご指摘のとおり、ブロードバンドインフラが世界に先駆けて高度化されることは、

大変望ましいことであると考えます。 

・ また、弊社や電力系事業者以外でも投資意欲さえあれば全国でＦＴＴＨサービス

を提供できる環境にあることは３－３－６（３－７４～７８頁）に対する意見で述べた

とおりです。現にＣＡＴＶ事業者やＵＳＥＮ殿も自前でアクセス設備を敷設していま

す。 

・ 今回はＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットを別市場として分析されております

が、利用者からみて代替的な関係にあるサービスについては、市場を細分化する

のではなく、全体をブロードバンド市場として大括りに捉えた上で、競争評価を行う

必要があると考えます。 

・ また、市場の実態に即して、ブロードバンド市場全体で捉えれば、「マイグレーショ

ン」という問題を提起する必要もないと考えます。 

・ ブロードバンド市場では、ＡＤＳＬ単独事業者、ＦＴＴＨ単独事業者、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ

兼業事業者、ＣＡＴＶ事業者、さらには、ＩＳＰ・ＡＤＳＬ兼業事業者、ＩＳＰ・ＦＴＴＨ兼業

事業者、ＩＳＰと協業する事業者等、様々な事業形態の事業者がそれぞれの事業戦

略に基づいて激しい競争を繰り広げており、競争は有効に機能していると考えま
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す。 

・ なお、弊社のシェアが拡大しているのは、①積極的な設備投資によるサービスエ

リアの拡大、②多数のＩＳＰや放送サービスに対応しており、お客様の選択肢が豊

富、③多種多様な新サービスの投入、④回線開通工事期間の短縮などお客様サ

ービスの改善、等の施策がお客様に支持されている結果であると考えます。 

・ 競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理由がネ

ットワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものなのか、各

事業者の営業努力の結果であるのか等、定性的な要因について十分に分析を行

っていただきたいと考えます。それを経ずに「政策的対応が求められる」とするのは

論理の飛躍であり、記述を削除すべきであると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

２４ （２） 【総務省案】 

図表６－５②に各社のＦＴＴＨサービスの料金水準等を示した。戸建て、集合住宅

ともに他の事業者と比較して、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨが料金や通信速度で特段の優位

性をもつとは必ずしも言えない状況にある。 

（中略） ここでも、ＮＴＴ東西のトリプルプレイサービスが、他の事業者と比較し

て、料金、コンテンツ、アプリケーション等の面で特段の優位性をもつとは必ずしも

言えない状況にある。 

（中略） 以上のように、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨサービスが他事業者のＦＴＴＨサービ

スと比較して特段の優位性をもっているとは必ずしも言えないことから、他に何らか

の原因が存在する可能性がある。 

 

【意見】 

弊社のＦＴＴＨサービスは、他社に比べ、以下のような特徴を持っており、「特段の

優位性をもつとは必ずしも言えない」というのは事実と異なります。 

 

１．積極的な設備投資によりサービス提供エリアが最も広い 
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２．多数のＩＳＰや放送サービスに対応しており、お客様の選択肢が最も豊富 

３．多種多様なオプションサービスの提供（下表のとおり） 

 

インターネットアクセス ・ 「フレッツ・オフィス」や「フレッツ・グループアクセス」、「フレ

ッツ・アクセスポート」などの法人向けメニューの充実 

・ 「マンションタイプ・ミニ」など細やかなお客様ニーズへの対

応 

・ 「フレッツ・セーフティ」などのセキュリティメニューの充実 

・ 「フレッツ・ドットネット」によるＩＰｖ６コミュニケーション 

・ 「フレッツ・セッションプラス」によるセッション追加 

・ 「フレッツ・オンデマンド」による安定したコンテンツ配信 

光ＩＰ電話 ・ 利用環境にあわせて選べる「ひかり電話」「ひかり電話ビジ

ネスタイプ」「ひかり電話オフィスタイプ」 

・ ２チャンネル５番号まで拡張可能（ひかり電話の場合） 

・ 「着信お知らせメール」により外出先でも着信を確認可能 

・ 「ＦＡＸお知らせメール」によりＰＣでＦＡＸを確認可能 

放送サービス ・ 多数の放送サービスの中から選択が可能（4thMEDIA、ＯＣ

Ｎシアター、オンデマンドＴＶ、スカパー！光） 

・ ＩＰ放送だけでなく多チャンネル放送や地上デジタル放送に

も対応（スカパー！光） 

【東日本電信電話株式会社】

２５ （３） 【総務省案】 

前述したとおり、ＦＴＴＨ移行希望者のＦＴＴＨ事業者選択理由として、「ＩＳＰを変更し

たくない」という理由が挙げられた。これは一つの重要なヒントとなりうる。 

通信サービスの事業者変更には、変更手続、工事費・手数料、電話番号・メールア

ドレスの変更、端末機器の買い換え、設定変更、サービス開始までの待機時間、割

引料金の機会損失（長期継続割引やポイント等）、ブランド選好などの乗換費用（ス
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イッチングコスト）が発生するため、ＦＴＴＨへの移行時に同じ事業者を選択しようとい

う誘引が働き、囲い込み（ロックイン）効果が発生しやすい。 

 

【意見】 

ご指摘のとおり、「ＩＳＰを変更したくない」という理由が重要だと考えます。弊社のＡ

ＤＳＬ・ＦＴＴＨサービスは多数のＩＳＰに対応しているため、ＦＴＴＨへの移行の際に、お

客様にご迷惑をお掛けしないですむことが特徴であると考えます。 

なお、工事料・手数料や電話番号、設定変更、待機時間等のスイッチングコストは

番号ポータビリティの利用や工事費無料キャンペーン、お客様サービスの向上など

各事業者の営業努力によって克服可能であり、実際にも激しい競争が展開されてい

ます。 

【東日本電信電話株式会社】

２６～

２７ 

（３） 【総務省案】 

（３）ジレンマの要因。 

〔中 略〕 

一方、ＦＴＴＨ市場の構造的要因も、ＦＴＴＨにおけるＮＴＴ東西のシェアを高める原

因の一つとして存在しうる。既に全国に張り巡らされているメタルの加入者回線の

開放により、比較的容易に参入できたＡＤＳＬとは異なり、ＦＴＴＨの多くはまだこれ

から回線を整備する必要がある。競争事業者自らがＦＴＴＨを敷設してＮＴＴ東西に

対抗するか、またはＮＴＴ東西の回線を借りてサービス提供することとなるが、前者

の場合はもちろん相応のコストやリスクの負担が不可欠であり、後者の場合でも、

どれだけの加入者を獲得するかで単価コストが大きく変わるため、回線を借りる側

にも相当の事業リスクが存在する。 

具体的には、ＡＤＳＬ事業ではドライカッパ接続料が１回線単位となっており、ＡＤ

ＳＬの利用料金はこのコストを元に決めれば良いのに比べ、ダークファイバ接続料

は、戸建て向けではＰＯＮ（Ｐassive Optical Network）によるシェアドアクセス方式

（最大８分岐を１単位とする。図表６－５④参照。）に基づく接続料が、集合住宅向
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けではメディアコンバーター方式に基づく接続料が適用されるが、いずれの場合も

その先につく利用者数によって１利用者当たりのコストが変動し、利用者料金との

関係によっては採算がとれなくなる事業リスクが存在する。 

ＦＴＴＨの需要が近年急増していることもあり、この需要増のスピードを踏まえれ

ば、このような問題も今後徐々に改善されていくことが期待される。ただし、構造的

要因として問題が解消されない事態が続けば、有効な政策対応が求められる局面

も出てくるだろう。 

 

【意見】 

・ 評価（案）においては、「ＦＴＴＨ市場において 競争事業者自らがＦＴＴＨを敷設して

ＮＴＴ東西に対抗する場合にコストやリスクの負担が不可欠であり、ＮＴＴ東西の回

線を借りてサービス提供する場合でも、どれだけの加入者を獲得するかで単価コス

トが大きく変わるため、回線を借りる側にも相当の事業リスクが存在する」ことを「Ｆ

ＴＴＨ市場における構造的要因」としています。 

・ しかしながら、加入者単位にアンバンドルしたメニューで貸し、その設備投資リス

クを回線を借りる側が負担しないということになると、設備を設置する事業者は自ら

が設置した設備の費用負担を償却が終了するまで負うことになるのに対し、借りる

側はそのような費用負担を免れることになるので、明らかに不平等であります。 

・ このように、借りる側が自ら投資リスクを負わないビジネスモデルを認めることは、

自ら光ファイバを投資する事業者の意欲を著しく阻害することにより、設備ベースで

の競争を成り立たなくし、ひいては持続可能なブロードバンド市場の発展を望めなく

するものです。 

・ また、ＦＴＴＨサービスの高度化・多様化は、光ファイバに接続する装置によって実

現されるものであるところ、加入者単位のアンバンドルメニューを認めることは、結

局、回線を借りる側がそのサービス内容について回線を貸す側に大きく依存せざる

を得ないこととなり、技術革新や各事業者の創意工夫を通じた付加価値競争が望め

ないこととなります。 
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・ 以上に鑑みれば、世界最先端のブロードバンド先進国を目指す我が国として、こう

した方策はとるべき道ではないと考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

  【意見】 

・ ＦＴＴＨサービスの展開にあたり、大きな事業リスクを負うことは弊社と他事業者と

で差はありません。むしろ、弊社は採算割れの接続料で他事業者に光ファイバを貸

し出す義務を負っていることから、他事業者の事業リスクまで負わされており、不公

平であると考えます。 

・ 「構造的要因として問題が解消されない事態」が何を想定しているのか不明です

が、弊社と他事業者とで事業リスクの負担に差がなければ、「政策対応」は不要であ

り、記述は削除していただきたいと考えます。 

なお、弊社は戸建て向けサービスの提供にあたりシェアドアクセス方式を採用して

おりますが、電力系事業者は主に芯線直結方式を採用しています。他の事業者が

いずれの方式を採用されるかは当該事業者の判断の問題であると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

６－６ 「ブロードバンド・マイグレーションとロックイン効果」分析結果について 

２９ （３） 【総務省案】 

このように考えると、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬからＮＴＴ東西のＦＴＴＨへのマイグレーショ

ンはスムーズに進む反面、ソフトバンクのＡＤＳＬからＮＴＴ東西はじめソフトバンク以

外のＦＴＴＨへのマイグレーションはスムーズに進んでいないことが判る。言い換える

と、同一ブランド内でＡＤＳＬからＦＴＴＨへ移行する際のスイッチング費用は低く、異な

るブランド間でＡＤＳＬからＦＴＴＨへ移行する際のスイッチング費用は高いと言える。 

（中略）  また、ＮＴＴ東西では、ＦＴＴＨマイグレーションがスムーズに進むが、その

他の事業者ではスムーズに進まないかもしれない。ロックイン効果それ自体は事業

者ブランド力とも言え、必ずしも市場試合力の存在とその行使を意味するものではな

いが、今後の市場注視の必要性を示唆している。 
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【意見】 

 ご指摘のように、弊社のＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは、多数のＩＳＰに対応しているため、ＦＴＴ

Ｈへの移行の際に、お客様にご迷惑をおかけしないですむことが特徴であると考えま

す。多数のＩＳＰと接続するか、自社系列のＩＳＰとだけ接続するかは各事業者の事業

戦略の問題であり、「ブランド力」や「市場支配力」の問題ではないと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

６－７ 消費者の選択状況の特徴と電気通信市場の今後の推移 

３０ 要約 【総務省案】 

・ ＦＴＴＨの純増数が急増し、ＦＴＴＨへの移行が本格化している。 

・ 特にＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行する傾向が顕著である。①ＮＴＴ東西のインターネッ

ト接続回線（ＡＤＳＬ、ＩＳＤＮ等）からＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ移行する傾向が強く、また、

②ＮＴＴ東西以外のインターネット接続回線からもＮＴＴ東西のＦＴＴＨへ５割弱が移行

しており、さらに、このようなＮＴＴ東西のＦＴＴＨへの移行が、ＮＴＴ東西のシェアを押し

上げる構造的な要因となっている。 

 

意見 １ 

 メタルから光への本格的な移行が、ＡＤＳＬ市場でもたらされた活発な競争を後退

させ、ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨ市場の市場支配力を生み出す結果となっている。こ

の構造的問題については、お客様にとってメタル回線から光ファイバへのリプレー

スであり、固定電話市場におけるＮＴＴ東・西の市場支配力が影響を及ぼしている

という観点を踏まえ、早急に是正すべき。 

 

【理由】 

   ＦＴＴＨは既存の固定電話（メタル回線）からのリプレースであることから、ＮＴＴ

東・西が約９４％を占めるＮＴＴ加入電話の市場支配力が梃子となり、ＦＴＴＨ市場

においても優位性を発揮することになる。ＮＴＴ東・西が、シェア約６３％の市場シ

ェアを有するＦＴＴＨ（商品名：Ｂフレッツ）と一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話

※ １－５（第１章 P54）と同意見 
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（商品名：ひかり電話）は、ＮＴＴがグループ一丸となって取り組む中期経営戦略／

２０１０年光サービス３，０００万加入計画により、独占性が増大する可能性が大き

い。 

 お客様が、固定電話（メタル回線）からＦＴＴＨ（光ファイバ）に切り替えようとす

る場合、ＮＴＴ東・西と他事業者の提供エリアの間に大きな格差があるために、お

客様の意向に係わらずＮＴＴ東・西に切り替えざるを得ない状況も想定される。 

 

意見 ２  

  ＦＴＴＨの本格普及に伴い、ＦＴＴＨと一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話の市場

規模も急速に拡大しており、今後その重要性が高まることが必至。したがって、０

ＡＢＪ－ＩＰ電話市場の扱いについて、０５０－ＩＰ電話を含むＩＰ電話全体としての分

析にとどまらず、個別に踏み込んで評価すべき。 

 

 ※１－５７頁 １－５－２（１） 

「０５０－ＩＰ電話とＯＡＢＪ－ＩＰ電話における競争状況は…＜略＞…ＩＰ電話全

体の競争状況と０５０－ＩＰ電話の競争状況はほぼ同様のものとなる。」 について

も同意見。 

 

【理由】 

  ＩＰ電話のうち、特に０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、既存の固定電話からのリプレースとし

ての性質を有する。既存の固定電話からＦＴＴＨ上で提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話

に切り替える際、それまで「通話」部分でのマイラインとして登録していた事業者

は、獲得していた契約を失う可能性が高くなる。ＮＴＴ東・西は、マイラインにおい

て圧倒的シェアを占めていた「市内通話」「県内市外通話」を維持するのみなら

ず、従来シェアがゼロであった「県間通話」、「国際通話」も一括して獲得すること

になる。マイラインの導入を通じてかつて存在していた健全な競争は、ＦＴＴＨの普

及に伴い、ＮＴＴ東・西の独占状態への回帰という形で失われかねない。 
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【ＫＤＤI 株式会社】 

３０ （２） 【総務省案】 

このようにＮＴＴ東西からＮＴＴ東西に移行する傾向が強いのは、同じ事業者のサー

ビスを利用することから、変更手続が相対的に容易であることや、ＮＴＴ東西に対して

ブランド等を感じる利用者層が存在することが理由として想定される。 

 

【意見】 

ＮＴＴ東西からＮＴＴ東西に移行する理由として「変更手続が煩雑でない」が主たる

要因とされていますが、図表６－２－３①のＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西に移行する理由と

しては「導入手続きが簡単だった」は１０．２％と他の項目と比べて最も少なく、非ＮＴ

Ｔ東西→ＮＴＴ東西の１８．４％、非ＮＴＴ東西→非ＮＴＴ東西の１２．２％と比べても少

ないため、「変更手続が煩雑でない」は主たる要因ではないと考えます。 

一方、図表６－３－２②を見ると、ＮＴＴ東西→ＮＴＴ東西に移行を希望する理由と

して、「ＩＳＰを変更したくない」（３０．５％）が「ブランド力や信頼性」（３１．７％）ととも

に上位になっています。 

マイグレーション分析にあたっては、ＮＴＴ東西のＡＤＳＬ・ＦＴＴＨは多数のＩＳＰに対

応しているため、お客様がＩＳＰを変更することなくＦＴＴＨに移行することが可能です

が、他社の場合はＩＳＰの選択に制約が多い点を重視する必要があると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

※ ６－２－１（１）、（２）（P7～８）と同意見 

 

３１ 

 

（３） 【総務省案】 

ＦＴＴＨへの移行に伴う競争環境の変化を注視し、競争政策に反映させることが

必要 

＜略＞・・仮にこのＦＴＴＨへの移行が、ＡＤＳＬ市場でもＦＴＴＨ市場でも競争圧力

を構造的に弱めることが確認されれば、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制す

る何らかの政策的対応が求められる。 

＜略＞・・また、今後はＦＴＴＨならではのサービスである０ＡＢＪ－ＩＰ電話や映像

サービス等も重視されるようになると考えられ、これらのサービスの充実度やＦＭ

※ １－５（第１章 P5４）、 

６－７（２）（P30）と同意見 
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Ｃ（固定と移動の融合）等への対応次第で、今後の競争環境も大きく変わり得ると

思われる。 

  なお、現段階では、ＦＴＴＨのみで利用できる０ＡＢＪ－ＩＰ電話の普及割合はそ

れほど高くないが、ここ一年で急激に契約数が増加しており、今後ＦＴＴＨへの移

行に当って、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスが選択理由としてクローズアップされる可

能性があり、ＦＴＴＨ市場と固定電話市場との関係については、今後も引き続き注

視することが重要である。 

 

意見 １ 

  メタルから光への本格的な移行が、ＡＤＳＬ市場でもたらされた活発な競争を後

退させ、ＮＴＴ東・西によるＦＴＴＨ市場の市場支配力を生み出す結果となってい

る。この構造的問題については、お客様にとってメタル回線から光ファイバへのリ

プレースであり、固定電話市場におけるＮＴＴ東・西の市場支配力が影響を及ぼし

ているという観点を踏まえ、早急に是正すべき。 

 

【理由】 

   ＦＴＴＨは既存の固定電話（メタル回線）からのリプレースであることから、ＮＴＴ

東・西が約９４％を占めるＮＴＴ加入電話の市場支配力が梃子となり、ＦＴＴＨ市場

においても優位性を発揮することになる。ＮＴＴ東・西が、シェア約６３％の市場シ

ェアを有するＦＴＴＨ（商品名：Ｂフレッツ）と一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話

（商品名：ひかり電話）は、ＮＴＴがグループ一丸となって取り組む中期経営戦略／

２０１０年光サービス３，０００万加入計画により、独占性が増大する可能性が大き

い。 

 お客様が、固定電話（メタル回線）からＦＴＴＨ（光ファイバ）に切り替えようとす

る場合、ＮＴＴ東・西と他事業者の提供エリアの間に大きな格差があるために、お

客様の意向に係わらずＮＴＴ東・西に切り替えざるを得ない状況も想定される。 
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意見 ２  

  ＦＴＴＨの本格普及に伴い、ＦＴＴＨと一体的に提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話の市場

規模も急速に拡大しており、今後その重要性が高まることが必至。したがって、０

ＡＢＪ－ＩＰ電話市場の扱いについて、０５０－ＩＰ電話を含むＩＰ電話全体としての分

析にとどまらず、個別に踏み込んで評価すべき。 

 

 ※１－５７頁 １－５－２（１） 

「０５０－ＩＰ電話とＯＡＢＪ－ＩＰ電話における競争状況は…＜略＞…ＩＰ電話

全体の競争状況と０５０－ＩＰ電話の競争状況はほぼ同様のものとなる。」 につ

いても同意見。 

 

【理由】 

   ＩＰ電話のうち、特に０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、既存の固定電話からのリプレースとし

ての性質を有する。既存の固定電話からＦＴＴＨ上で提供される０ＡＢＪ－ＩＰ電話

に切り替える際、それまで「通話」部分でのマイラインとして登録していた事業者

は、獲得していた契約を失う可能性が高くなる。ＮＴＴ東・西は、マイラインにおい

て圧倒的シェアを占めていた「市内通話」「県内市外通話」を維持するのみなら

ず、従来シェアがゼロであった「県間通話」、「国際通話」も一括して獲得すること

になる。マイラインの導入を通じてかつて存在していた健全な競争は、ＦＴＴＨの普

及に伴い、ＮＴＴ東・西の独占状態への回帰という形で失われかねない。 

【ＫＤＤI 株式会社】

３１ （３） 【総務省案】 

今後は、ＦＴＴＨならではのサービスである０ＡＢＪ－ＩＰ電話や映像サービス等も重

視されるようになると考えられ、これらのサービスの充実度やＦＭＣ（固定と移動の融

合）等への対応次第で、今後の競争環境も大きく変わり得ると思われる。・・(略)・・今

後ＦＴＴＨへの移行に当たって、０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービスが選択理由としてクローズア

ップされる可能性があり、ＦＴＴＨ市場と固定電話市場との関係については、今後も引
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き続き注視することが重要である。 

 

【意見】 

上記について賛同いたします。 

ＮＴＴグループの全体動向も注意深く監視していただきたい。 

【フュージョン・コミュニケーションズ株式会社】

３１ （３） 【総務省案】 

また、今後は、ＦＴＴＨならではのサービスである０ＡＢＪ－ＩＰ電話や映像サービス等

も重視されるようになると考えられ、これらのサービスの充実度やＦＭＣ（固定と移動

の融合）等への対応次第で、今後の競争環境も大きく変わり得ると思われる。 

 

【意見】 

また、今後は、ＦＴＴＨならではのサービスである０ＡＢＪ－ＩＰ電話や映像サービス等も

重視されるようになると考えられ、これらのサービスの充実度やＦＭＣ（固定と移動の

融合）等への対応次第で、今後の競争環境も大きく変わり得ると思われる。 

また、ＦＴＴＨの展開は、中小零細規模事業者の加入電話（事務用）から０ＡＢＪ－ＩＰ電

話へのマイグレーションを促す。これらの事業者は、法人向けネットワークサービスよ

りも低コストの消費者向けＦＴＴＨサービスを利用すると考えられる。今後、中小零細

規模事業者を対象としてＦＴＴＨ市場の環境を整備していく必要がある。 

【村上 裕康】

 

３１ （３） 【総務省案】 

  そして、仮にこのＦＴＴＨへの移行が、ＡＤＳＬ市場でもＦＴＴＨ市場でも競争圧力を構

造的に弱めることが確認されれば、ＮＴＴ東西の市場支配力の行使を抑制する何らか

の政策的対応が求められる。 

 

【意見】 

・ 今回はＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットを別市場として分析されております

※ ６-５（１）（P２３）と同意見 
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が、利用者からみて代替的な関係にあるサービスについては、市場を細分化する

のではなく、全体をブロードバンド市場として大括りに捉えた上で、競争評価を行う

必要があると考えます。 

・ また、市場の実態に即して、ブロードバンド市場全体で捉えれば、「マイグレーショ

ン」という問題を提起する必要もないと考えます。 

・ ブロードバンド市場では、ＡＤＳＬ単独事業者、ＦＴＴＨ単独事業者、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ

兼業事業者、ＣＡＴＶ事業者、さらには、ＩＳＰ・ＡＤＳＬ兼業事業者、ＩＳＰ・ＦＴＴＨ兼業

事業者、ＩＳＰと協業する事業者等、様々な事業形態の事業者がそれぞれの事業戦

略に基づいて激しい競争を繰り広げており、競争は有効に機能していると考えま

す。 

・ なお、弊社のシェアが拡大しているのは、①積極的な設備投資によるサービスエリ

アの拡大、②多数のＩＳＰや放送サービスに対応しており、お客様の選択肢が豊

富、③多種多様な新サービスの投入、④回線開通工事期間の短縮などお客様サ

ービスの改善、等の施策がお客様に支持されている結果であると考えます。 

・ 競争評価にあたっては、高いシェア自体を問題視するのではなく、その理由がネッ

トワークのオープン化等が行われていないことによって生じているものなのか、各

事業者の営業努力の結果であるのか等、定性的な要因について十分に分析を行

っていただきたいと考えます。それを経ずに「政策的対応が求められる」とするのは

論理の飛躍であり、記述を削除すべきであると考えます。 

【東日本電信電話株式会社】
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その他 

頁 段 

落 

意 見 備考 

  電気通信事業分野における競争状況の評価は、２００３年度から２００５年の３年間

にわたり行われ、分析が完結し、電気通信市場全体の概観が可能となったことは非

常に有意義であると考えます。また、電気通信市場に関するデータが整備され、分析

が行いやすくなりました。今後も継続して競争評価を行い政策へ具体的に反映してい

ただけますよう要望いたします。 

【イー・アクセス株式会社】

 

  【意見】 

   「競争評価」につきましては、今回をもちまして一旦終了するものと認識しており

ますが、ネットワークのＩＰ化の進展等、急速に変化しつつある現在の電気通信事

業を取り巻く環境を鑑みれば、今後も継続して貴省による「競争評価」の必要性を

強く感じており、つきましては平成１８年度以降も同様に「競争評価」を実施して頂き

ますようお願い申し上げます。 

   将来的に、貴省にて継続して「競争評価」を実施して頂けるのであれば、以下の

ポイントを「競争評価」に追加して頂ければ幸いでございます。 

■グループ単位での競争評価の実施 

⇒ＮＴＴグループ殿の各社の連携は、公正競争確保の阻害要因となりうるか。 

【株式会社ケイ・オプティコム】
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話間なら
40.4(税込
42.4)

52.5
(税込
55.1)(ﾄﾞｺ
ﾓ)

54(税込
56.7)(ａｕ
ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ)

9.4
(税込9.9)

別添２

8.5
(税込8.925)

31
(税込
31.5)

52.5
(税込
55.125)~
(0033利用)

8.5
(税込8.925)

31
(税込
31.5)

51.3
(税込
53.865)~
54(税込
56.7)
(0077利用)

（１） ＮＴＴ加入電話、マイライン、ＣＡＴＶ電話の料金

・ADSLは、ﾌﾚｯﾂ、Yahoo!BB、
ｲｰ･ｱｸｾｽ等多数の事業者に対
応
・ﾌﾚｯﾂADSLはOCN、＠ｎｉｆｔｙ、
BIGLOBE等多数のISPに対応

・マイラインは多数
の事業者に対応

※ 東日本電信電話株式会社作成
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「ボトルネック設備」の有無は、公正競争の進展に大きく影響

＊数値：平成１７年３月末現在
（出典：総務省ホームページ）

＊数値：平成１８年５月末登録分
（出典：マイライン事業者協議会ホームページ）

NTTグループ
(94.7%)

その他 (5.3%)

NTTグループ
(78.8%)

その他
(10.8%)
KDDI
(10.4%)

NTTグループ
(73.9%)

ＮＴＴ東・西

ＮＴＴ東・西 ＮＴＴ東・西 ＮＴＴコム

その他
(13.3%)

NTTグループ
(67.3%)

KDDI
(12.8%)

その他
(16.7%)

KDDI
(16.0%)

NTTグループ
(64.6%)

その他
(16.5%)

KDDI
(18.9%)

ＮＴＴコム

ＮＴＴコム
ＮＴＴコム

NTTグループ
(55.7%)

Vodafone
(16.5%)

KDDI
(27.9%)

ＮＴＴドコモ

県内市外市内

加入者回線加入者回線
((ボトルネック設備ボトルネック設備))

県間 国際

携帯電話携帯電話

＊数値：平成１８年５月末現在
（出典：電気通信事業者協会ホームページ）

マイラインマイライン

影響小影響大

固定電話固定電話

○ＮＴＴ東・西以外は、加入系線路設備の自前設備構築が困難。

○設備／営業面で、ＮＴＴ東・西は公社時代からの独占的優位性

を継承。

○ボトルネック設備の影響を受けずに自前設備構築が可能。

○ＮＴＴドコモ分離の結果、ＮＴＴドコモと新規参入者は、統一
ブランドの利用等グループ影響力の行使を除き、基本的に対等。

【固定通信】 【移動体通信】

（別添１） ボトルネック設備と公正競争の関係
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昭和６０年（民営化当時） 平成１７年

ＮＴＴの加入者回線シェア

１００％ ９４．７％

歴史的経緯によるＮＴＴの独占状態

公正競争条件整備を目的に実施したＮＴＴ再編成やマイライン制度の導入を経ても、会社名にグループ
共通の冠「ＮＴＴ」を付した「ＮＴＴ東・西」、「ＮＴＴコム」が圧倒的なシェアを維持。

＝「ＮＴＴ東・西」「ＮＴＴコミュニケーションズ」という事業者名で区別していない可能性がある。お客様

電話といえば
ＮＴＴ？

＊「固定電話サービスといえば浮かぶ企業名」を質問（企業名の例示なし）

「固定電話サービス」企業名想起率＊

約８０％（平成１７年度ＫＤＤＩ調べ）

「固定電話サービス」企業名想起率＊

約８０％（平成１７年度ＫＤＤＩ調べ）

（別添２） ブランド力と公正競争の関係

○お客様の多くが、電話といえばＮＴＴを想い浮かべる現状（「電話＝ＮＴＴ」の既成概念化）。
⇒当社調べでは、約８０％のお客様が、「固定電話サービス」といえば「ＮＴＴ」と回答。

○固定電話サービスに関するお客様の企業名想起率の調査等を実施し、統一ブランド効果が競争に与える影響
について議論を深めるべき。
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